


論文：生分解性作動油に適合する建設機械用油圧システム開発の新しい手法
−故障解析における要素解析手法とシステムモデルを用いた総合解析手法の統合事例−　大川 聰ほか

環境汚染の観点から、建設機械に生分解性作動油の使用が義務化されている国が増えてきている。しかし、生分解性作
動油を使用した場合の不具合の発生メカニズムが複雑で、FTA 等の事故解析手法では対策に至るまでの分析が難しかっ
た。この論文では、SysML、SafeML により、成分解析作動油を用いた場合に生じる不具合の原因を探り、対策を決定す
るまでのシナリオが記載されている。

論文：家畜繁殖用精液の改良技術開発　永田 マリアポーシャほか
牛の繁殖性を改善するため、流体操作技術で凍結精液から運動性の高い精子を選別し、人工授精にそのまま使える数の

精子を捕集する技術の開発について記載されている。企画段階から個体や環境といった条件を制御しきれない畜産現場へ
の適用を前提に、構成的な研究開発を実施している。さらに、実証試験で良好な受胎成績を示すとともに、受胎に有利な
精子の性質をその泳ぎの形と関連づけた興味深い論文である。

論文：不凍タンパク質の実用化への取り組み　石井 寛崇ほか
不凍タンパク質の産業応用を目指した取り組みがまとめられている論文である。冷凍食品分野での実用化を目指した取

り組みから、新たな応用分野での実用化へとシナリオを変化させてきた経緯が記されている。なお、この論文は、当初「報
告」として投稿されたが、シナリオやその構成要素（選択・統合）についての著者の独自性が見られることから、「研究論
文」として掲載されることになった。

論文：エアロゾル粒子の質量を測る　榎原 研正ほか
これまで測定することができなかった微小質量領域にあるエアロゾル粒子の質量を測定するため、エアロゾル粒子質量

分析機の測定原理を考案し、開発した装置を用いて様々な粒子特性評価に応用した事例が記載されている。キログラムの
定義が 130 年ぶりに改定されたこともあり、質量標準の分野でも、これまで測定することができなかった 0.1 µg 以下の領
域での質量計測ニーズが高まっており、新しい測定領域の開拓という点でもタイムリーな論文である。

本誌は、成果を社会に活かそうとする研究活動の目標、具体的なシナリオや研究手順、特に実用化のために要素技
術を構成・統合するプロセスを記述した論文誌です。本号に掲載した論文の価値が一目で判るように、編集委員会が作
成したシンセシオロジー論文としてのポイントを示します。
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1　はじめに
建設機械は、図 1 の油圧ショベルの例のようにクローラ

（またはタイヤ）を回転させて自力走行し、バケットにより
掘削などの作業を行う車両である。その走行や掘削用の装
置は高圧の油圧（34 〜 45 MPa）で駆動され、作業者は
複数の油圧パイロットバルブを介してこれらの複雑な操作
を行う。この建設機械では、作業者が油圧システムの作動
油の交換を作業現場で行う際や、作業中にホースを岩など
に当て破損させて広い範囲に高圧のオイルを飛散させた際
に、オイルが周囲に流出して環境汚染を引き起こすことが
問題となる。具体的には飲料水への油膜による汚染、魚の
死亡あるいは森林や畑の植物の枯れなどである。

大川 聰＊、尹 善吉、日比谷 孟俊、西村 秀和

生分解性作動油により建設機械の油圧システムに様々な不具合が生じた。油圧サブシステムの損傷については従来の要素解析手法を
用いて原因解明と対策がなされたが、油圧システムの作動不良については複雑なシステムと生分解性作動油の独特の化学特性のため
長く解明できていなかった。新たにシステムモデルを用いて総合的に解析することで、作動不良の原因推定が可能となり安価で効果的
な対策案が導出できた。要素解析手法とこの総合解析手法との統合によりシステマティックな開発を可能にできる。

生分解性作動油に適合する
建設機械用油圧システム開発の新しい手法

−　故障解析における要素解析手法とシステムモデルを用いた
総合解析手法の統合事例　−

Satoshi OHKAWA*, Sunkil YUN, Taketoshi HIBIYA and Hidekazu NISHIMURA

Causes and countermeasures for various kinds of hydraulic system failures in construction machinery generated by biodegradable 
hydraulic oil (bio-oil) are discussed. Previous component analytical methods can prevent all kinds of failures except hydraulic system 
malfunction, which requires a holistic approach for analysis. Using the Systems Modeling Language (SysML), the cause of malfunctions 
can be understood, and the most effective countermeasure can be obtained. Integration of a component analysis method and a holistic 
analysis method for system development is proposed.
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A new process to develop a hydraulic system adapted to biodegradable
 hydraulic oil for construction machinery

̶Case study integrating component analyses and SysML description in failure analyses̶
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図1  建設機械の外観と油圧機器の配置[1]
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そのため、1990 年代に入り、ドイツ、スイスならびにオー
ストリアで建設機械に対して自然界の微生物により短期間
に分解して炭酸ガスと水になる性質をもつ生分解性作動油
（以下バイオ油）の使用が義務付けられた [2][3]。これはド
イツの水管理法 [4] などに基づく地方政府の行政指導 [5] に
よるものである。建設機械に対するバイオ油義務化は、
現在は広く欧州全域に影響を与えて環境保護地域に普及
し [3]、2002 年にはバイオ油の品質規格も ISO 規格となっ
ている [3][6][7]。また、日本のエコマークに相当する 2011 年
の EU エコラベルでは、バイオ油に対して40 項目以上の
環境毒性試験に合格した製品のみを認証している [8]。

図 2 は欧州における建設機械の使用環境と利害関係者
（以下ステークホルダー）の関係の模式図である。次第に
厳しくなる環境規制当局からのバイオ油使用の要求と近隣
住民からの圧力も加わり、ユーザは建設機械メーカに早急
な対応を迫っていた。オイル研究者である著者の一人は株
式会社小松製作所にてバイオ油の全社プロジェクトを立ち
上げて対応した。プロジェクトチームはサービス部門、設
計部門、試験部門、工場部門、購買部門の担当者達をメ
ンバーに加えて、部品メーカの協力を得ながら対策を立案し
て推進した。暫定対策としてバイオ油の取扱いマニュアル
を半年内で作成すること、恒久対策として油圧システムを 4
〜 5 年で改良することとした。

サービス員とユーザ向けのバイオ油の取扱いマニュアル
は、EU の競争法 [9]（日本の独禁法に相当）にも注意して
作成した。環境保護地域には岩場、森林や水源地も多い
ために作業負荷が高く、僻地であるため劣悪な現場でのメ
ンテナンス作業も多いのでオイル洩れも起こり易い。ユーザ
は環境規制当局の指導に従ってバイオ油の採否を決め、マ
ニュアルとサービス員の指導を参考にバイオ油の選定、運

転操作やメンテナンスなどを行う。
バイオ油には菜種油（グリセリンの脂肪酸エステル）や

合成ポリオールエステル（以下合成エステル）などの主成分
（以下基油）が使われるが、これらの基油は微生物によ
る酵素反応で分解され、その微生物の栄養素（生体構成
成分）として取り込まれる（資化と言われる）[10]。菜種油や
不飽和脂肪酸を含む一部の合成エステルは、二重結合を
含むために酸化安定性が低い。酸化安定性が高い飽和脂
肪酸の合成エステルを基油に用いた市販バイオ油であって
も、石油系作動油に比べて酸化安定性は劣る。なぜなら
ば厳しい環境規制により添加剤の配合に大きな制約がある
ためで [1]、石油系作動油に一般的に使用されるヒンダード
フェノールや芳香族アミンの酸化防止剤あるいはジアルキ
ルジチオリン酸亜鉛（以下 ZDTP）の酸化防止・焼付き防
止剤など [1] は、水性環境有害性 [11] の観点から配合できな
い。すなわち石油系作動油はオイル洩れがないことが前提
であるが、バイオ油は河川など自然環境に洩れることを前
提に開発されている。

合成エステルの基油はその種類によっては、圧力による
粘度増加（高圧粘度 [12]）が石油系基油よりも小さい [13][14]。
このため油膜が薄くなり、油圧ポンプや油圧モータの軸受
メタルの焼付きを起こす欠点がある。この油膜の薄さを補
うZDTP などの焼付き防止剤は上述のように配合ができな
い。これらの理由から市販バイオ油には酸化安定性が低く
劣化し易い、油膜が薄いなどの多くの問題がある [3][15][16][17]。
複雑な油圧システムをもつ建設機械に、何の対策もせずに
このバイオ油を採用すると不具合が発生することになり使
い方が難しい。

バイオ油を使用可能とする油圧システムを開発するに
は、 特 性 要因図、 フォールトツリー解 析（Fault Tree 
Analysis, 以下 FTA）[18]、故障モードと影響解析（Failure 
Mode and Eff ects Analysis, 以下 FMEA）[19] などの要素
解析手法を用いることが考えられ、これらの解析に基づき
バイオ油に適合する建設機械を構成する油圧システム中の
機器（以下サブシステム）を開発することになった。FTA
は設定した頂上事象の発生原因や要因を抽出して現象の
発生条件や要因の解析を行う手法であり [18]、FMEA はシ
ステムの性能に関する潜在故障モードとその原因や影響を
明確にする解析手法である [19]。これらの要素解析手法は
1980 年位から自動車や建設機械のメーカで広く採用され、
FTA は不具合原因の解析、FMEA は改良・設計時の故
障予防に用いられるのが一般的である。

2　バイオ油に適合する建設機械の開発のシナリオ
今回の開発のシナリオを図 3 に示す。バイオ油には多く

試験
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ユーザ
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図 2  欧州における建設機械の使用環境とステークホルーダの
模式図（実線：直接の関係、破線：情報の収集）
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の品質上の問題がある。暫定対策のマニュアルの開発で
は、それぞれの品質の問題に対して建設機械での使用方
法を決め、市販バイオ油の銘柄を品質毎に区分した。暫
定対策は恒久対策が完結した時点で終了した。恒久対策
の対象は建設機械の油圧システムの機器の技術に関するこ
とが多数を占める。建設機械の生産に関連しては工場で充
填した作動油との混合による問題がある。これらの課題に
ついては従来の FTA あるいは FMEA により、バイオ油
により引き起こされる不具合の原因を解析して対策方法を
検討して導出することができる。しかし、多数のサブシス
テムから構成される複雑な油圧システムに加えて、オイルの
化学的特性（酸化安定性）も複合的に絡む不具合に対し
ては従来の手法では原因究明が困難である。また、不具
合対策の立案やその検証などの適切な手法もなかった。そ
こで、この論文では、複雑システムの分析、仕様決定、設
計、検証および妥当性確認をサポートする図的なモデリン

グ言語である Systems Modeling Language（システムモデ
リング言語、以下 SysML）[20] を用いて分野横断的アプロー
チのシステムズエンジニアリング [21] 的な視点から、この未
解決の問題の解析と対策の導出を試みた。

3　油圧システムのサブシステム毎の要素解析手法
（FTA、FMEA）による故障解析と対策

表 1 はバイオ油の品質上の問題点 No.1 〜 6 と、それぞ
れに対して著者らが行った暫定対策と、バイオ油に適合す
るサブシステムを開発するための恒久対策をまとめたもの
である。市場での不具合と、著者らが行った化学分析や
机上試験によるバイオ油の品質の調査結果 [17][22] に基づい
て要素解析手法を用いてマニュアルを検討した。暫定対
策として低品質のバイオ油銘柄の使用禁止も検討したが、
現地バイオ油メーカが競争法当局へマニュアルの競争法
抵触を訴えるおそれがあるため実施しなかった。このため

バイオ油に適合
する建設機械の

開発

恒久対策の目標

油圧システム全体 
への影響

工場充填作動油

生産関連 (恒久対策 ) 解決手法（恒久対策）

SysMLを用いた不具合
メカニズムの推定

SafeML（SysML
の拡張プロファイル）
による対策案の検討

（要素解析手法）

（総合解析手法）

FTA/FMEAによる
不具合の解析と対策
方法の導出

（要素解析手法）

油圧システム

酸化安定性の低さ銘柄の推奨、オイル
交換時間の制限

石油系作動油との
混合安定性がない

オイル交換
手順

油圧モータ用
駐車ブレーキ低すぎる摩擦係数警告プレート

油圧タンク防錆性の低さ錆止め剤の添加

油圧シリンダゴム膨潤性油温の制限

高圧ホース青銅への腐食性銘柄の推奨

油圧ポンプ
油圧モータ油膜強度の低さ油圧・油温の制限

要素技術バイオ油の品質暫定対策（マニュアル）

バイオ油の
現状性能

一般に要求される
潤滑油の品質項目No. 不具合発生の要因市場での不具合

＊1: バイオ油の使
用基準と適正な交
換時間の推奨
＊2: バイオ油の銘
柄の推奨

備考
対策の有無と内容

（○：あり、×：なし）

バイオ油の
工場充填

○＊1エステル基油と石油系作動油
添加剤との反応で炭酸カルシ
ウムやカルシウム石ケンが沈殿

フィルタ目詰まり沈殿生成石油系作動油との
混合安定性

6

ブレーキ材料
の改良

○＊1エステル基油の特性駐車ブレーキの制動
不良

過剰に低い摩擦係数5

青銅合金の
改良

○＊1,＊2活性な硫黄系添加剤の配合軸受メタルの異常摩耗低い青銅に対する防食性4

防錆処理○＊1防錆添加剤の配合不足作動油タンクの
錆発生

低い防錆性3

ゴム材質変更○＊1エステル基油のゴムとの
強い親和性

・シールの油洩れ
・ホース破損

低いゴム膨潤の防止性2

軸受メタル
の幅拡大

○＊1・低い高圧粘度
・極圧添加剤の配合不足

軸受メタルの焼付き低い油膜強度1

恒久対策暫定対策

表 1 バイオ油の品質上の問題点と建設機械メーカが要素解析手法を用いて実施した暫定対策と恒久対策

図 3 バイオ油に適合する建設機械の開発のシナリオ
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表 2 のように、バイオ油の品質毎に、運転時の油温・油
圧の制限、オイル交換時間の短縮ならびに品質毎の推奨
銘柄についてのマニュアルを配布して、ユーザに対応を任
せる方策を取っている [17]。ユーザはこの推奨を参考として
品質等級 3 の銘柄を選ぶようになり効果は得られている。

バイオ油を使用可能とするサブシステムの開発には要素
解析手法を用いて表 1 に示す対策を行った。No.1 の油膜
強度が低い問題に対しては複雑な品質確認をしなくて済む
ように、軸受メタルの幅（面積）を拡大する設計変更を行っ
た。No.2 のバイオ油によるゴムの膨潤は、クロロプレンゴ
ム（CR）やニトリル成分の配合量が少ないニトリルゴム（以
下 NBR）などの強度を著しく低下させる [16]。そこで、これ
らのゴム部品について、耐油性の高いニトリル配合量の多
い NBR や水素化 NBR（HNBR）などの材質に変更した。
No.3 のバイオ油の防錆性不足については作動油タンク内部
への防錆塗装を施した。No.4 の青銅の腐食については、
その金属組成に錫などを加えて軸受け性能を維持しながら
硫化水素に対する耐食性を改良した [23]。No.5 の低くなり
過ぎる湿式多板式駐車ブレーキのトルクに対しては、ブレー
キ材メーカと共同でバイオ油中でも高いトルクを発生する材
料を開発して採用した。No.6 の石油系作動油の添加剤と
の反応で生じるフィルタ詰まりに対しては、バイオ油使用を
希望するユーザ向けに予め工場でバイオ油を充填して出荷
することにより石油系作動油との混合を防ぐ対策を施した。

バイオ油の酸化安定性の低さについては、表 3 のように
当初菜種油の変色（黒色化）だけが市場での不具合になっ
ていた。鉛青銅軸受の鉛溶出の可能性も考えられたが市
場での不具合は生じていなかった。このため、著者らは
ユーザへのオイル交換時間の指導で問題はないと判断して

いた。恒久対策として、品質等級 4 を目標とした酸化安定
性の高いバイオ油を日本国内で開発 [15][17] したが、欧州の
環境毒性規制 [8] に対応できず市場導入していない。

上記の一連の対策後にも次の問題が起こっている。建設
機械の現場では、バイオ油による油圧バルブの作動不良が
発生し、油圧ポンプの圧力不足、油圧シリンダや油圧モー
タなどの誤作動が問題となっていた。これらに対する調査
結果からは、外部から侵入する砂塵と内部で発生する摩
耗粉（以下油中ダスト）による油圧バルブの固着や摩耗が
原因とされたものの、バイオ油との直接的な関係性は未だ
解明されていなかった。バイオ油の酸化安定性が低いこと
で、油に不溶の酸化縮重合物 [1]（以下ラッカー）が生じ、
油圧バルブにこれが付着して作動不良を起こすことも考え
られたが、作動不良を生じた油圧バルブの検査結果では
ラッカーの付着はなかった。結果的に、作動不良の現象は
収まったように見えたが、油圧バルブの作動不良の原因が
解明されないままになった。これによりバイオ油に適合する
建設機械の開発が完了するに至らなかった。

4　システム全体の原因究明と対策決定のためのシステ
ムモデルを用いた総合解析手法の適用

前述のように複雑な油圧システムに加え、バイオ油の酸
化安定性が絡む不具合については新たに SysMLで記述
したシステムモデルを用いた総合的な解析を試みる必要が
あった。SysML はシステムの要求、構造、振る舞いを図的
に表現でき、検証および妥当性確認をサポートするモデリ
ング言語であるため、表 4 のように不具合の原因解明と対
策立案に SysMLとSafeML（SysML の拡張プロファイル、
詳細は後述）を合わせて使えば有効と考えられる。従来の
要素解析手法では原因が特に複雑な場合やシステム全体
の解析を行うには適用が難しく、メカニズムを図示すること
もできない。要素解析手法では、専門家でないと記述して
ある専門用語を理解できず内容を検討できない欠点があ
る。これに対して SysML は原因が複雑な場合でも記述が
可能であり、専門用語は平易な表現（例えば「油圧バルブ」
は「油の流れをコントロールするサブシステム」とするなど）
として図示するので専門家以外でも理解し易い。但し、対
策の妥当性の検証はできるものの対策の立案や検証はでき
ない。SafeML は危険と危険状況、および危害の組み合わ
せをリスクとして定義し、これに対する防御方策を明確に
記述する言語である。ただし、不具合のメカニズムを詳しく
図示することは難しい。SysML と SafeML は技術者以外
の人も加わって分野横断的な検討が可能である。

図 4 は要素解析手法を用いた従来の各サブシステムの解
析と開発、そして総合解析手法を用いた油圧システムをシ
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表 2 バイオ油の品質等級付けと推奨の運転条件 [17]

表 3 バイオ油の酸化の原因と暫定対策
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ステマティックに捉える解析と開発の双方を統合した手法
を示す。要素解析手法はサブシステム毎に絞った原因究明
と対策は有効であるが、この油圧バルブの作動不良のよう
に油圧システムの全体を俯瞰しながら、バイオ油の状態変
化も絡めて解決すべき複雑な問題には対応できない。

この論文では、SysML を用いて油圧システムの動作をシ
ステムモデルとして記述して理解する。次に不具合に至る
油圧システムのメカニズム（以下振る舞い）を記述し、バイ
オ油の状態変化との関係を把握し原因を推定する。また、
バイオ油の状態変化から不具合との関係も把握する。

SysML は安全分析と統合する試み [24]-[26] が多く行われ
ているが、Biggs ら [27] が提唱する SafeML が実用的であ
る。SafeML は SysML の安全情報に特化した拡張プロ
ファイルであり、システムのリスクやそのリスクに対する対
策手段、リスク管理の結果を明確に記述できる [28]。この
SafeML を用いて作動不良が起こる状況から、対策を立案
し、その効果の把握と妥当性検証に加え対策コストも検討
する。ここで明確になった作動の安全性に関わる項目から
安全スコア（後述）を算出して最終対策を決定する。この
システムモデルでは、サブシステムの部品担当者にも容易
に理解できるように油圧部品レベルで記述する。SysML、

SafeML の図については日本語の記述では不完全になるた
め英文記述とする。

5　システムモデルを用いた総合解析手法による油圧シ
ステムの理解と不具合要因の技術的な検討結果
5.1　SysMLによるシステムモデル記述

建設機械全体のシステムの振る舞いを図 5 のアクティビ
ティ図に示す。アクティビティ図は入力フロー、出力フロー、
制御のフロー（点線）、オブジェクトのフロー（実線）なら
びにアクションのブロックを用いて振る舞いを示す [20]。エ
ンジン（Engine）は発生した出力（Generate Power）によ
り油圧システム（Hydraulic System）を駆動する。オペレー
タは油圧システムを操作し（operator command force）、
油圧を力や回転トルクとして作業機（Work Component）
に伝える（Provide Hydraulic Force）。これにより作業
機を動かし、掘削作業（Excavate Earth）、バケット旋
回（Rotate Excavating Direction）、あるいは走行（Run 
Machinery）を行う。なお、油圧システムの圧力調整のた
めに少量の空気（Air）が不連続（discrete）に吸入される。

同様に油圧システムのコンテキストを図 6 の内部ブ
ロック図により示す。エンジン出力（Engine Power）に
より 油 圧 ポ ン プ（block1 pump: Oil Press Generation 
Subsystem）を駆動して、高圧油（HP_oil、 35 MPa）と中
圧（3 MPa）のパイロット油（Pilot_oil）を発生させる。オ
ペレータは油圧バルブ（block2 valve: Oil Flow Control 
Subsystem）中のパイロットバルブ（block2.1 pilot valve: 
Pilot Valve Device） を介して、 油 圧ポンプの圧 力の
調 整と、 メインバルブ（block2.2 main-valve: Actuator 
Moving Device）の操作を行う。メインバルブは高圧油
の方向、流量ならびに圧力を制御する複数のユニットから
なっている。制御された高圧油（CHP_oil）は、作業機を
動かすサブシステム（block3 actuator : Work Component 
Actuation Subsystem） 中 の 油 圧 モ ー タ（Hyd- motor 
device）や油圧シリンダ（Hyd-cylinder Device）を作動させ
る。作動後の高圧油はメインバルブ中に戻って低圧油（LP_
oil、 0.1 MPa）となり、オイル供給サブシステム （block4: 
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Oil Feed Subsystem）に入る。各部の摩擦や粘性抵抗に
よる発熱と共に、高圧油が低圧油になる時の発熱により油
温が上昇するのでオイルクーラ（Oil Cooler Device）で冷
却する。その後、低圧油はフィルタ（block4.1.1 fi lter: Dust 
Eliminating Unit）により油中ダストが濾過され油圧タンク
（Oil Tank Unit）に戻る。
5.2　不具合要因の技術検討
5.2.1　バイオ油の酸化を生じるサブシステム（ポンプ、

バルブ）についての考察
バイオ油における酸化安定性の低さに対しては恒久対策

がされておらず、作動不良にも関わりがあると考えられる。
そこで、油圧システムの作動不良の原因を理解するために、
どのサブシステムの中でバイオ油が酸化するかを明らかに
する必要があった。図 6 で酸化を起こす可能性が高いサ
ブシステムは、負荷と温度が高い油圧ポンプであるが、メ
インバルブ（block2.2 main-valve）や作業機を動かすサブ

図 5  建設機械ドメインのアクティビティ図

図 6  建設機械の油圧システムの内部ブロック図
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システム（block3 actuator）中の油圧モータや油圧シリンダ
における酸化の可能性については検討されていない。風間
ら [29] は建設機械に使用される斜板アキシャルピストン式油
圧ポンプ（21 MPa）で温度測定を行い、シリンダブロック
で 30 ℃以上の温度上昇（油温 80 ℃の場合 110 ℃）する
ことを見出している。油中に気泡が存在する場合は断熱圧
縮により1,400 ℃以上（35 MPa の場合）のホットスポット
を生じて周辺のバイオ油を加熱するため [30]、バイオ油が酸
化してラッカーになると推定できる。

建設機械における稼働時の全てのサブシステムのエネル
ギー損失は 60 〜 75 ％ [31][32] に達するが、著者らの調査で
はそのうち油圧ポンプが約 15 %、メインバルブが約 25 ％
であった。エネルギー損失は油温の上昇に繋がるので、メ
インバルブ内の油温が油圧ポンプ以上に高い場合もあると
推定できる。また、メインバルブ内には高圧油を低圧の回
路に排出するユニット（リリーフ弁）がある。建設機械が
掘削バケットで大きな岩を取り除く時などに、油圧システム
に過大な負荷が掛かった状態で油圧シリンダや油圧モータ
の動きが止まると、余剰な高圧油がリリーフ弁から低圧の
オイル供給サブシステムの回路（block2.2 main-valve から
出る青の LP_oil 回路）に解放され、運動エネルギーが熱
に変換される。この時発生するリリーフ弁での発熱量を式
（1）[33] に従って算出すると、油温は約 100 ℃（油温 80 ℃
の場合）となり油圧ポンプの油温と同等である。

　　　　　H= p ・Q                         （1）
ここで H はリリーフ弁からの発熱量（KJ/min.）、p はリ

リーフ圧力（MPa）、Q はリリーフ流量（L/min.）である。
今西ら [34] はメインバルブ（block2.2 main-valve）の動

作をシミュレーションし、メインバルブからアクチュエータ
（block3 actuator）への高圧油の流れの方向を制御する
ユニットでもエネルギー損失はリリーフ弁ユニットと同等で
大きいことを示している。この高圧油の流れの方向を制御
するユニットではオイルは流速 100 m/s 以上で流れて [1]、
激しいキャビテーションを起こす。これにより焼入れや浸炭
を施した鋼部品にも損傷を生じる場合がある [1]。このよう
な激しいキャビテーションでは気泡の崩壊により高温・高圧
（約 4,700 ℃、100 MPa）のホットスポット [35] が生じると
される。その中ではほとんど原子状態まで分解されるか、
あるいは炭素結合がランダムに裂かれる [35]-[37]。これにより
周辺のバイオ油は酸化してラッカーを生成すると推定され
る。なお、油圧ポンプ内でもキャビテーションによる損傷
は小規模ながらも発生する [38]。これらの検討から著者ら
は、油圧ポンプと油圧バルブでラッカーが生じることを新
たに見出すことができた。

油圧モータや油圧シリンダでもラッカー生成が起こりえる

が、いずれも負荷頻度は油圧ポンプやメインバルブに比べ
低い。過去には旋回用油圧モータが左右の回転切り替え
時にキャビテーションによる問題を起こしたが、現在は油
圧バルブの改良で対策されている [31]。このため油圧モータ
や油圧シリンダでのラッカー生成は少ないと推定できる。
生成したラッカーはバイオ油に溶けないのでフィルタに捕捉
され、フィルタ詰りの要因となる。
５.２.２　油中ダストとフィルタについての考察結果

図 7 に油圧タンク、フィルタとブリーザの構造を示す（図
6 block-4.1）。フィルタ（block-4.1.1 fi lter）は低圧油を 20
〜 100 回通過させることで油中ダストを捕捉する。著者ら
の実車試験では従来のセルロースろ材（後述）のフィルタ
は数時間で 5 µm 以上の油中ダストを 50 % 以上捕捉でき
る。これにより油中ダストの粒子数（清浄度）は油圧シス
テムに必要とされる上限値以下に抑えられる。フィルタが
詰まり圧力が高くなると、フィルタ用バイパス弁が開いて低
圧油はフィルタを通らず直接油圧タンクに入る設計になって
いる。フィルタ交換時間は油中ダストの捕捉容量から設計
され 250 〜 500 hrs とされている。

前述のように油中ダストは外部ダストと内部の金属摩耗
粉からなる。外部ダストは油圧タンクに装着されたフィルタ
付きブリーザ [39]（block4.1.1 breather）から、空気の出入
りと同時に粉塵や泥水として侵入する。ブリーザのフィルタ
は一回の通過だけなので、細かいダストの侵入を防げず油
中ダストの一因となっている。このフィルタはオイル用フィル
タと同じセルロースろ材を使っている。外部ダストは劣悪な
現場ではオイル補給、フィルタ交換、油圧ホース交換やサ
ブシステムの修理時にも混入する。

このため油中ダストには砂塵由来の珪砂（石英）や長

フィルタ

空気／ダスト
低圧油

フィルタ用
バイパス弁

油圧ポンプへの配管

油圧タンク

ブリーザ内
フィルタ

ブリーザ

図 7  油圧タンクとフィルタ・ブリーザの模式図
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石、あるいは金属摩耗粉である酸化鉄や鋼などの硬質（ビッ
カース硬度 Hv 600 以上）の成分が含まれている。表 5 は
著者ら [40] がまとめた油中ダストについての清浄度の限界値
（Cleanliness limit）[1] と、不具合が生じた典型的な清浄
度の例である。この限界値を超えると、油圧バルブの固着
による作動不良や摩耗を起こす原因となる [33]。メインバル
ブやパイロットバルブの可動部の間隙は数 µm 〜 30µm[1]

であるので、清浄度限度内であっても油中ダストは隙間に
入り込むが、ポンプ不具合を起こした例では油中ダストの
個数は清浄度限界の最大 7 倍に達していた。

６　不具合に至る油圧システムの振る舞いの検討結果
６．１　油圧システムでの正常なバイオ油の振る舞い

図 8 に油圧システムの正常な振る舞いのアクティビティ
図を示す。各アクティビティ区画は図 6 のサブシステムの
ブロックに一致する。油圧ポンプ（block1 pump）は高圧
油（HP_oil）を油圧バルブ（block2 valve）に送り出す。
オペレータは油圧バルブを操作して、パイロット油（Pilot_
oil）によりポンプ圧力の調整を行い、高圧油の流れの方向
あるいは流量を制御する。この制御された高圧油（CHP_

oil）によって油圧モータや油圧シリンダなどのアクチュ
エータ（block3 actuator）を動かす。これにより作業機器
（Work Component）が作動する。作業に使われた高圧
油は油圧バルブを経由して低圧油（LP_oil）としてオイル供
給サブシステム（block4）に戻り、冷却されて（Cool LP_
Oil）、フィルタでろ過され（Filtrate LP_oil）、清浄な低圧油
（clean LP_oil）としてオイルタンク（Reserve LP_Oil）を
経て油圧ポンプに入り再び高圧化される。但し、低温始動
時などバイオ油の粘度が高い時にはフィルタ差圧が高くなり
（fi ltration pressure => 0.15 MPa）、フィルタ用のバイパ
ス弁が一時的に開く。これによりバイオ油はフィルタを通過
せずに（Bypass Filtration）、油中ダストを含んだままオイ
ルタンクに流れる（contaminated LP_oil）。なお、始動後
30 分程度で油温は 60 ℃以上に上がるため、この間に低
圧油はフィルタを通過するようになり油中ダストの量は直ち
に減少する。
６.２　バイオ油の酸化による油圧システムの作動不良の
振る舞いの検討結果

バイオ油の酸化によるラッカーの生成と油圧システムでの
振る舞いについて図 9 のアクティビティ図で示すことができ
る。（1）油温が上がった油圧ポンプでは、気泡の断熱圧
縮によりラッカーが高圧油中に生成される（Generate Oil 
Pressure and Generate Lacquer in HP_oil）。ラッカーを
含んだ高圧油（HP_oil + lacquer）は油圧バルブ内に流れ
る。（2）油圧バルブでは激しいキャビテーションが発生し
て低圧油中にラッカーが生成され（Control Oil Flow and 
Generate Lacquer in LP_Oil）、オイル供給サブシステムに

01403,12096,9903,490,150不具合が発生した
汚染のｔ例、mL-1

1001,0004,00032,000500,000上限規格個数、
mL-1

>10050-10025-5015-255-15粒径、µm

表 5 油圧ダストの粒径毎の粒子数（清浄度）の限界値と不具
合が発生した作動油中の粒子数の典型例

図 8  油圧システムの正常な状態のアクティビティ図
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流入する。（3） ラッカーを含んだ高圧油はアクチュエータに
も流れるがアクチュエータへの影響は小さい。（4）ラッカー
はオイル供給サブシステム内のフィルタに捕捉され（Filtrate 
LP_oil）、清浄な低圧油として油圧ポンプに戻る。しかし、
次第にラッカーがフィルタに堆積すると、油温が 60 ℃以上
でもフィルタ差圧が 0.15 MPa 以上となり、フィルタ用バイ
パス弁が開いたままの状態（以下フィルタ閉塞）となる（plug 

fi lter with lacquer）。この結果、油中ダストやラッカーが
ろ過されずに低圧油に混入し（contaminate LP_oil）、油
中ダストに汚染された低圧油が流れる（contaminated LP_
oil）。

汚染された状態のバイオ油の油圧システム中の振る
舞いを図 10 に示す。汚染された低圧油は油圧ポンプに
吸入され、油中ダストとラッカーを含んだ高圧油とパイ

図 9  油圧システムにおけるバイオ油のラッカー生成とその挙動

図 10  汚染されたバイオ油と油圧システムの作動不良
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ロ ッ ト 油（Generate Contaminated HP_Oil and Pilot_
Oil）となり、油圧バルブに送られる。汚染された高圧油
（contaminated HP_oil）にはアクチュエータなどで摩耗
粉が入り、低圧油としてオイル供給サブシステムに戻リ、
外部ダスト（air/dust）が混入する。これが繰り返されて油
中ダストの濃度が清浄度の上限値を超えると（●下の◇、
exceed cleanliness limit）、油中ダストが油圧バルブ（メイ
ンバルブとパイロットバルブ双方）の隙間に入り込んで固
着や摩耗により作動不良が起こる（Malfunction by Valve 
Sticking or Wear）。フローは終了（⊗）して修理が必要と
なる。油圧バルブの作動不良により、油圧ポンプ、油圧モー
タあるいは油圧シリンダのいずれかに誤作動が生じるとい
うことが分かった。

７　バイオ油の状態遷移と不具合の関係の検討結果
７.１　バイオ油の状態遷移のシステムモデル記述

バイオ油の酸化とダスト混入に関する状態遷移の振る舞
いを図 11 の状態機械図に示す。バイオ油は油中に酸素が
溶解していると、油温 100 ℃程度でもバイオ油の一部が酸
化によりラジカル（radical）になる [41]。ラジカルとはオイル
分子の一部の結合が切断して活性化した短寿命の分子で
あり [42]、連鎖的に酸化を加速する作用がある。バイオ油の
ラジカルは石油系作動油と同様の反応メカニズムで酸化を
起こす [43]。

著者らは、バイオ油は 135 ℃× 500 hrs 以上の条件で

酸化するとラッカーが生じ始めることを酸化安定度試験 [44]

で確認している [15][22]。石油系作動油はこの条件ではラッ
カーの生成は認められなかった。建設機械の油圧システ
ムの最高油温は 110 ℃と低く [1]135 ℃には達しない。この
ため、著者らは前述した気泡の断熱圧縮 [30] やキャビテー
ション [35] のような局部的高温部（ホットスポット）が生じ
て初めてバイオ油の急激なラジカル生成、酸化反応ならび
にラッカー生成が起こると推定した。このようにして生成
したラッカーを含むバイオ油は劣化状態（deteriorating）
にある。フィルタによりラッカーが除去されれば正常な状態
（Normal）と見なされる。ラッカーはフィルタの捕捉可能
な容量（lacquer elimination possible）まで除去される。
ラッカーがフィルタに蓄積してフィルタ差圧が高まると、
フィルタ閉塞の状態となり（図 9 の fi lter plugged with 
lacquer）、バイオ油は油中ダストとラッカーに汚染された状
態になる。最終的には油中ダストによる汚染は、油圧シス
テムの清浄度の限界値を超えることが本状態機械図の検
討からも導出される。

なお、 酸 化 反 応で生 成した酸 化 生 成物（oxidation 
products）[45] やラジカルはオイル中に溶解しており、フィル
タを通過して油圧システム内を循環する。反応性が高いラ
ジカルは短寿命（1 ns 〜数時間）で、反応性の低いラジカ
ルは 1 年以上の寿命がある [46][47]。ラッカーを生成するよう
な反応性が高いラジカルは油中に蓄積されることは少ない
と思われる。但し、酸化生成物は油中に濃縮されることに

図 11  バイオ油の状態遷移を示す状態機械図



研究論文：生分解性作動油に適合する建設機械用油圧システム開発の新しい手法（大川ほか）

−67−Synthesiology　Vol.12 No.2（2019）

なる。
7.2　バイオ油状態遷移の技術的検討の結果
７.２.１　バイオ油のフィールド試験における酸価増加に
ついて

ラッカー生成に対するバイオ油の酸化生成物の濃縮の影
響を調べるために、酸化安定性の高い飽和脂肪酸合成エ
ステル基油の市販バイオ油について、建設機械のフィール
ド試験を行った結果 [48] を図 12 の実線で示す。酸化生成
物の濃度の指標となるバイオ油の酸価は、3,000 hrs を超
えると石油系作動油の使用限界値に近くなる。ここで酸価
とは潤滑油中に含まれる酸性成分あるいは遊離脂肪酸の
量の指標で、中和する水酸化カリウムの必要量で表す。こ
の限界を超えると、酸化生成物が鉛青銅系軸受メタルに含
まれる鉛を腐食・溶解して焼付きを生じるようになる [49]。こ
のため著者らは酸価を限界値以下にするように、欧州の標
準的な飽和脂肪酸合成エステルバイオ油のオイル交換時間
の推奨は 3,000 hrs 毎（表 2）と規格に定めた。石油系作
動油では図の破線で示すように早期の酸価上昇は生じない
ため、オイル交換時間は 5,000 hrs 毎としている。バイオ
油の酸化増加がラッカー生成と関係があるかを次項で検討
する。

合成エステルバイオ油は数％の水が混入すると加水分解
が起こり酸価が増加すると言われる [50]。しかし、Totten
ら [38] は油圧ショベルなどに混入する水分量は 0.1 % 以下と
少ないので加水分解は起きないと断定している。著者らも
同様にフィールド試験で加水分解は起きていない結果 [48]

を得ているので、図 10 には酸化だけの状態遷移を示した。
７.２.２　バイオ油以外のフィルタ閉塞の事例の検討

ラッカー生成メカニズムを検討するために、著者らは石
油系作動油とエンジン油についてのラッカー生成について

調べた。
石油系作動油を使用し、大型建設機械（ホイールローダ）

のフィルタ交換時間を 500 hrs から 5,000 hrs 以上に延長
するフィールド試験において、フィルタへの著しいラッカー
付着を観察している（図 13）。フィルタの白色エンドプレー
トとセルロースろ材（新品は黄色）に茶色のラッカーが付着
しており、ろ材はラッカーにより目詰まりしていた。石油系
作動油は 4,000 hrs でも酸価は低い（図 12）ので、酸価の
増加はラッカー生成とは関係なく、ホットスポット周辺での
ラッカー生成によってフィルタ閉塞が生じたと考えられる。

また、著者らはエンジンで同様な不具合の原因を解明し
ている [51]。燃焼ガス中の窒素酸化物（NOx）によりエンジ
ン油中にラジカルができて多量のラッカーを生成し、早期
のフィルタ閉塞によるエンジン部品の過大摩耗が引き起こ
されている。ここで使用されたエンジン油には NOx による
酸化に対して有効な酸化防止剤が配合されていなかった。
バイオ油がラジカルに有効な酸化防止剤を含まないのと同
じ状況である。これらのラッカー生成によるフィルタ閉塞は
バイオ油の状態遷移の振る舞いの推定を裏付ける。

８　拡張SafeMLによる作動不良の対策の提案
８.１　SafeMLの拡張

SysML により記述した作動不良の振る舞いをもとに、
SafeML を用いて危険状況を記述して対策を検討した。
但し、従来の SafeML は製品自体の不具合に対する危険
源は対象ではなかった [28]。そこで、著者らは製品不具合
なども取り扱えるように、SafeML の防御要素（Defence 
elements）として三つの紫色のエレメントで示す短期対策
（Short-term defence）、長期対策（Long-term defence、
以下対策）ならびに短期対策の効果を把握するための市
場調査（Field Survey）を追加して拡張した（図 14）。こ
の論文では短期対策と市場調査については取り上げない。
Biggs ら [27] は、複数の対策案について相対的で定量的な
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図 12  建設機械のフィールド試験における飽和脂肪酸合成エス
テル基油のバイオ油 [48] と石油系作動油の酸価の経時変化

図 13  フィルタ交換時間の延長試験（4,200 hrs）で付着した
ラッカー
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安全スコア（Safety Score、付録 A 参照）を算出する試み
を行っている。ここでは対策の選定について安全スコアの
適用も試みる。
８.２　拡張SafeMLを用いた作動不良と対策に関する
提案

拡張 SafeML を用いて三つの対策案を図 15 のように提
案する。図 8 〜 10 に記述した危険状況に対する対策案を
記述している。建設機械用として不適切な劣化しやすいバ
イオ油の使用（桃色のエレメントUnacceptable Bio-oil use 
in hydraulic system for hydraulic excavator）は危険源
（Hazard）であり、油中ダストによる油圧バルブの作動不
良（赤のエレメントMalfunction of hydraulic system by 
oil dust）は危害（Harm）である。危険源の元はバイオ
油にあるので、<<deriveHzd>>として関連付けて示して
いる。危険状況（黄色のエレメントHarm Context）は、
バイオ油の劣化により早期にフィルタが閉塞し、油中ダスト
が油圧バルブの固着や摩耗を生じること（Valve sticking/
wear caused by oil dust）である。危険状況を生じる要
素は油圧バルブにあるので、<<deriveHC>>として関連
付けて示している。対策（緑のエレメント <<Long-term 
defence>>）は危険状況を防ぐための案であり、対策効
果（青のエレメント <<DefeneceResult>>）には効果の内
容を具体的に示す。赤・黄・緑・青のエレメント内には 5
項目のタグ値、すなわち対策の成功の確率（probability 
of success）、 危 険 状 況 発 生 の 確 率（probability of 
occurrence）、危害 発生の確率（probability of harm）、  

危害発生の範囲（range）、  危害の過酷度（severity）[27]

を検討して記入する。<<reqDefence>>として関連付け
る安全性要求（薄桃色のエレメント <<requirement>>）
を記 述して対 策 案 の 妥当 性を確 認する。 安 全 性 要
求に <<satisfy>> で関 連づ けられ る対 策 用の 装置と
<<verify>> で関連づけられる試験 <<testcase>> は、設
計部門と試験部門の情報共有のためにより具体的に記述す
ることもできる。

作動不良の振る舞いから考えられる基本的な対策は、
余剰な高圧油の発生を抑えてホットスポットの発生を防ぐこ
と、バイオ油の酸化を防ぐこと、ならびにフィルタの閉塞を
防ぐことである。これら三つの対策の具体的な案を以下に
示す。
8.２.１　対策案１
｛緑エレメント （1） Auto engine controller｝は、エンジン

制御により余剰な高圧油のメインバルブのリリーフ弁ユニッ
トからの排出を抑えて、キャビテーションを抑制しラッカー
の生成を減らすことである。この対策案によって、低負荷時
の余剰な油圧を下げる（薄桃色エレメントHydraulic system 
shall reduce oil pressure at a low load operation）という
安全性要求が生じる。この要求を満たすためのエンジン回
転制御装置（block、 Engine Controller）については、エン
ジン車両を用いた試験（Machinery Test）により検証する
必要がある。対策の効果（青エレメントDefence Result）
は、フィルタの閉塞を防ぐために、油圧バルブの圧力を下
げてラッカー生成を減らせることである（Reduction lacquer 

図 14  SafeML に追加した要素（紫色のエレメント）
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formation by lowering pressure at valve to prevent fi lter 
plugging）。
8.２.2　対策案2
｛緑エレメント（2） Centrifugal air bubble separator｝

は、遠心分離装置 [30] を用いて油中気泡を除去し、油圧
ポンプでの断熱圧縮によるラッカー生成を減らすことであ
る。安全性要求は、バイオ油の酸化を防ぐために油中酸素
量を下げること（薄桃色エレメントHydraulic system shall 
reduce O2 content in Bio-oil）である。この安全性要求を
満す遠心分離装置（Centrifugal Air Bubble Separator）
については、オイル供給サブシステムによる試験（Oil Feed 
Subsystem Test）をする必要がある。対策の効果は、バ
イオ油の劣化を抑制して油中ダストの通過を防ぐことである
（青エレメントPrevention of dust bypassing of fi lter by 
reduction of bio-oil deterioration）。
8.２.3　対策案3
｛緑エレメント（3）Improved Filter｝は、フィルタのろ過性
能を改良してラッカー閉塞を防ぐことである。安全性要求は
ラッカーによるフィルタ閉塞を防ぐことである（薄桃色エレメ
ントPrevent fi lter plugging）。この要求を満たせる新しい

ろ材を採用した改良フィルタ（Improved Filter with New 
Media）についてはフィルタ台上試験による検証（Filter 
Bench Test）をする必要がある。対策の効果は、フィルタの
容量を増やすことで油中ダストの流出をさせないことであ
る（青エレメントPrevention of dust fl owing by increased 
fi lter capacity）。
8.3　対策案の技術検討

エンジンの自動制御で低負荷時に高圧油の圧力を下げ
て、メインバルブのリリーフ弁から余剰な高圧油の排出を
減らせば油温は下がる。しかし、これ以外の油圧バルブ操
作でもキャビテーションは発生するので効果は限定的であ
る。作動油の劣化について坂間 [30] は、油中気泡を遠心分
離する方法によって作動油中の酸素量を減らせば、酸化反
応の進行を抑制できることを明らかにしている。しかし、
バイオ油の場合は前述のようにラジカルの反応を十分に抑
えられる酸化防止剤が配合されないために、酸素量が減っ
た状態でも酸化反応は起こると考えられる。このため遠心
分離による方法では酸化防止の十分な効果が期待できな
い。 

フィルタに関しては近年ろ材は改良が進み、ダストの捕

図 15   バイオ油による油圧バルブの作動不良に対する 3 つの対策案についての SafeML 図
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捉性能の向上と同時に閉塞までの寿命を延長できるように
なっている [52]。JIS 油圧用フィルタ性能評価方法 [53] による
測定結果では、従来のセルロースろ材は 20 〜 30 µm 以上
のダストを 50 ％以上捕捉するのに対して、最近のガラス繊
維にポリプロピレン繊維など混ぜて抄紙した改良ろ材は 5  
µm 以上のダストを 50 ％捕捉できる [1]。また、改良ろ材を
採用したフィルタ寿命は 2 倍以上になることも報告されてい
る [52]。ちなみにセルロース繊維の直径は最大 30 µm に対
して、改良ろ材の繊維の直径は最大 1.0 µmである。これ
がろ過性能が改良された理由であり、この効果によりラッ
カーによるフィルタ閉塞が防がれ油中ダストは捕捉され、
油圧バルブの固着や摩耗を防ぐことができる。
8.4　対策の決定

表 6 は未対策（Undefended Case）と各対策案について、
図 15 中のエレメント内のタグ値から付録 A の計算式を用
いて算出した安全スコア（Safety Score, SS）とコスト評価
の表である。それぞれの発生確率は、低い（Low: 1/3）、
中位（Medium: 2/3）、そして高い（High: 1/1）の 3 段階
に区分・数値化した。危害発生の範囲は 0.3 ％未満の台数
（Few: 1/4）から中位（Some）、多数（Many）、そして 10 
％以上の台数（Most: 4/4）など 4 段階とした。危害の過
酷度は、ほとんど費用が掛からない部品交換や洗浄・調
整で済む場合（S1: 1/4）、現場での部品やサブシステムの
一部交換あるいは分解洗浄が必要な場合（S2: 2/4）、修理
工場でのサブシステム修理が必要な場合（S3: 3/4）、そし
て車両の全面修理や人身の負傷事故が発生した場合（S4: 
4/4）の 4 段階とした。コスト評価は、互換性があり安価
（Minimum: 1/4）から小（Small）、中（Medium ）、そ

して新規サブシステム品番の追加や車体改造必要などの大
（Great: 4/4）までの 4 段階とした。

未対策の場合では安全スコアは 0.3750 であるが、フィ
ルタ改良案は安全スコア 0.0000 と最も数値が小さく（効果
が高く）安価である。従って、改良フィルタの採用が決定
できる。エンジン回転制御の安全スコアは 0.3333 であり、
遠心分離機の安全スコアは 0.0741 であるので、対策の効
果は改良フィルタよりも小さい。コスト評価についてはエン
ジン回転制御がすでに一部の機種で採用されており全て
の機種にも採用が決まっているため、コストは小（Small）
と評価した。遠心分離機は油圧タンクの新規設計が必要
であり、一部機種 [54] 以外には採用が決まっていないため
コスト大（Great）と評価した。改良フィルタはろ材強度の
関係から従来フィルタとの互換性がないためコストは最小
（minimum）ではなく小とした。
8.5　対策の技術的な妥当性の確認

最近、著者らはオイル交換時間を延長するために改良ろ
材のフィルタを採用した結果、この改良ろ材フィルタを採用
した建設機械からはバイオ油による油圧バルブの作動不良
が発生していないことを表 7 のように見出した。改良フィル
タの採用で期待された効果は、油中ダストをより多く捕捉
して除去することにより、酸化安定性が高く十分なオイル寿
命を持つ石油系作動油のオイル交換時間を延長することで
あった。

エンジン回転制御は従来のセルロースフィルタを採用して
いる一部機種では既に採用されていたが、作動不良にはほ
とんど影響がなかったと推定される。作動油の遠心分離に
よる気泡除去装置は前述の様に一部の機種に採用された[54]

1.4 未満改良フィルタ採用車両

10.5従来のセルロースろ材
フィルタ採用車両

作動不良の年間の平均
発生件数（2年間）

Small
(0.5000)0.0000S2

(0.5000)
Few
(0.2500)

Low
(0.3333)改良フィルタ3

Great
(1.0000)0.0741S2

(0.5000)
Few
(0.2500)

Medium
(0.6667)

Medium
(0.6667)

遠心分離式の気泡除去
装置2

Small
(0.5000)0.3333S2

(0.5000)
Some
(0.5000)

Low
(0.3333)

エンジン回転制御
（エコノミーモード）1

0.3750S2
(0.5000)

Many
(0.7500)

High
(1.0000)

High
(1.0000)

High
(1.0000)

High
(1.0000)

High
(1.0000)

High
(1.0000)

High
(1.0000)

-未対策の場合0

コスト評価安全スコア、
SS

危害の過酷度、
SuまたはSd

危害発生の
範囲、Ru
またはRd

危害発生の
確率、P(Hu)
またはP(Hd)

危険状況発生
の確率、P(Ou)
またはP(Od)

対策の成功
確率、S対策案No.

-

表 7  フィルタ改良前後の車両での作動不良の発生

表 6  作動不良未対策の場合と三つの対策案のタグ値 5 項目、そして安全スコアとコスト評価の比較
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が、バイオ油に対する影響は確認されていない。これらの
確認結果から安全スコアによる対策の決定が適切であるこ
とが裏付けられた。

9　考察
プロジェクトチームは迅速な暫定対策と恒久対策を実行

できたが、これは要素解析手法が建設機械メーカに根付
いているためである。これら一連の対策によりユーザやサー
ビス員から一定の評価が得られたが、未解決の油圧バルブ
の作動不良はユーザやサービス員に不満をもたらしていた。

SysMLで記述したシステムモデルを用いた総合解析手法
により未解決の不具合の解析と対策案を導出することで、
バイオ油の使用を可能とする建設機械の油圧システムの開
発を完結できた。SysML への記述に基づき作動不良の原
因とそのメカニズムを記述することができ、SafeML への
記述に基づき対策案を検討して対策を決定できることが分
かった。この解析によりバイオ油の低い酸化安定性が起こ
す問題は、従来は油の変色や軸受メタル中の鉛の溶出しか
考えられていなかったが、新たに作動油においてもラッカー
の生成によってフィルタ閉塞が起こることが明らかになっ
た。フィルタが、油中ダストを捕捉するだけではなく、酸
化によるラッカーを捕捉してオイルの酸化劣化を防ぐという
新たな機能があることも見出された。今後この新しい総合
解析手法によってシステム全体を見回した開発が可能であ
る。SafeML により図的に表現された不具合の危険状況、
対策案や安全性要求は、技術者以外も含めた分野横断的
チーム全員で検討することが可能である。対策案の選定は
安全スコアとコストの分かり易い指標から可能となる。要素
解析手法は複雑なシステム全体に関わる問題に対しては欠
点があるが、サブシステムや部品などの不具合の解析には
短時間で実施できるので有効な手段である。SysML の記
述によるシステムモデルを用いた総合解析手法は使いこな
すのに時間が掛かる欠点がある。このために図 4 に示した
様にサブシステムの開発には要素解析手法、システムの開
発や問題解決には総合解析手法を用いることを提案する。

10　結言
この論文では、ヨーロッパで進められている建設機械の

生分解性作動油について、いくつかの問題点をシステムモ
デルを用いた総合解析手法により原因究明と対策を試みた。

その結果要素解析手法を用いたバイオ油のプロジェクト
チーム活動により次のように対策を取ることができた。

１）暫定対策として、バイオ油の取扱いマニュアルを半
年内で作成してサービス員を通じてユーザに配布できた。
このマニュアルは恒久対策完了まで有効とした。

２）恒久対策では多くの油圧サブシステムを予定通り 4
〜 5 年で改良して逐次建設機械に搭載することができた。

しかし、建設機械のバイオ油による未解明の作動不良の
原因とメカニズム（振る舞い）に関して、その後作動不良
の発生が収まったため解明されず、不具合対策もされない
ままであった。

このため、新しい総合解析手法を用いて作動不良を解析
して対策することで次の結果が得られた。 

３）SysMLで記述したシステムモデルにより作動不良の
原因と振る舞いが次のように解明できた。

3-1 油圧ポンプでの気泡の断熱圧縮と、メインバルブでの
キャビテーションによりラッカーはバイオ油中に生成する。
3-2 生成したラッカーは次第にフィルタに堆積してフィル
タを閉塞させる。フィルタでろ過されずに流れた油中ダス
トが油圧バルブの固着や摩耗を起こして、油圧バルブの
作動不良が起きる。
これらの解析結果に基づき SafeML を用いて対策を検

討して、安全スコアとコストの評価から、安価で最も効果
がある改良ろ材フィルタによる対策を導出できた。

４）この解析によってバイオ油に適合する建設機械の開
発を完了できた。

今後、経営に影響するような大きな不具合や開発に対
し、従来の要素解析手法に加えて、この総合解析手法を
用いて原因の解析と対策の立案をすることが期待される。 

最後に産業技術総合研究所の Geoffrey Biggs 博士の
SafeML に関する助言に感謝いたします。

付録　安全スコアの計算式[27]

SS  =  Qu(1- P(S)) + QdP(S)                      (1)

Qu  =  P(Ou)P(Hu)RuSu                            (2)

Qd = P(Od)P(Hd)RdSd                              (3)

但し、
SS　　　　安全スコア
Qu 　　　未対策の場合の仮安全スコア
Qd 　　　対策した場合の仮安全スコア
P(S) 　　　対策の成功確率
P(Ou)　　未対策の場合にコンテキストが起きる確率
P(Hu)　　未対策の場合にハームが起きる確率
Ru 　　　未対策の場合のハームが起きる範囲
Su 　　　 未対策の場合のハームの過酷度
P(Od)　　対策した場合にコンテキストが起きる確率
P(Hd)　　対策した場合にハームが起きる確率
Rd 　　　対策した場合のハームが起きる範囲
Sd 　　　 対策した場合のハームの過酷度
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用する場合の実際的課題の解決法を与え、油圧システム開発に資す
るとともに、SysML や SafeML によって複合的な課題に対する総合
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か、などが読者として関心があるところかと思います。
回答（大川 聰）

サブシステムの対策とシステム全体としての対策、暫定対策、恒久
対策の位置付けについて図を修正追加して分かりやすくしました。暫
定対策と恒久対策の定義は 1 章に記述しました。

議論3　環境への影響
質問（小林 直人） 

建設機械用油圧システムに生分解性作動油を利用する際の動機と
して、油漏れを起こした時の環境への汚染の影響を低減するためと
のことですが、現実に今までの例でどれくらいの量と頻度で油漏れ
が起こっていたのでしょうか。

回答（大川 聰）
30トン級油圧ショベルでは年平均約 2,000 時間稼働しますが、そ

の１年間で約 40 L 漏れる可能性があります。近年は作業時の油漏れ
を防ぐための指導（サービス員が整備する時にブルーシートを敷く、
油吸着剤で油を除去するなど）によって漏れ量は減ったと思います。
なお、1 L の油漏れは 1 m3（2 ton）土を汚染し、その処理費用は
10 万円 /ton になるため汚染土の処理費用は年 800 万円になる計算
です。一方、緊急対策がとられるケースは、油圧ホースを岩や鉄筋に
打ちつけて切れてホースから油が噴霧するような場合です。1 分間で
350 L の油圧タンクが空になります。

議論4　従来の手法との違い
質問（小林 直人） 

従来の要素解析手法（FTA や FMEA）と今回採用の総合解析
手法（SysML や SafeML）との違いが明示されていますが、実際に
はその境界が必ずしも明確ではないと思います。そこで（1）まず従
来の手法で取り扱ってみて、うまくいかない部分は新たな手法を適
用するなどの使い分けの考え方、また（2）今回の手法（SysML や
SafeML）の適用可能性の高いシステムはどのようなものがあるか例
示をして頂ければと思います。

回答（大川 聰）
要素解析手法を使わずに、SysML により記述したシステムモデル

を用いた総合解析手法だけでも全ての解析が可能です。実際に著者
も総合解析手法だけで原因解析と対策決定を試みて、要素解析手
法では気が付かなかった原因やメカニズムを見つけられました。しか
し、総合解析手法（特に SysML）は著者らの習熟度合いも関係して
いますが、要素解析手法よりも数倍の時間を要しました。
（1）要素解析手法は簡便で素早くできるので全てに適用を試みる

ことが必要と思われます。総合解析手法は本論文でも示した様に、
要素解析手法では解析できない複雑な問題だけに適用すべきと思わ
れます。
（2）総合解析手法はコンピュータ制御式の機械システム、人の行

動が影響する機械システム、あるいは化学反応が影響する機械システ
ムなどに適用の意味があると思われます。

議論5　ラッカー生成について
質問（小林 直人） 
（1）油圧ポンプにおける気泡の断熱圧縮、（2）メインバルブでのキャ

ビテーション、が酸化縮合物であるラッカー生成の大きな原因とされ
ていますが、それを裏付けるデータや写真等（既発表論文あるいは
他の論文のデータでも結構です）を用いて、その発生メカニズムにつ
いて説明が可能であればお願いします。なおラッカーはフィルターの

目詰まりを誘起する重要な影響を及ぼしていますが、典型的な化学
構造や名称等が分かれば明記をお願いします。 また、他の酸化生成
物についてはいかがでしょう。

回答（大川 聰）
ラッカーの例として油圧ポンプ内の部品表面の写真を示します。

油圧ポンプ内の断熱圧縮で生じたラッカーが付着したと推測してい
ます。JIS 規格の潤滑油酸化試験法（JIS K2514-1、2018）には酸
化によるラッカーの生成度合いの測定方法があります。著者も生分
解性作動油についてこの酸化試験を実施した論文（S. Ohkawa, 他 
“Oxidation and Corrosion Characteristics of Vegetable-Base 
Biodegradable Hydraulic Oils”, SAE Paper 951038, (1995)）を発
表しましたが、当時はラッカーの重要性には気付かず記述を省略して
しまいました。

市販作動油により生じた油圧ポンプ試験機のサーボバルブ表
面のラッカー皮膜（茶色部分）（著者らによる）

生分解性作動油はラジカルによるランダムな酸化が始まると、アル
コール（-OH）、アルデヒド（-CO）、酸（COOH）などを含んださま
ざまな分子量の複雑な組成の酸化生成物ができて粘度が上がります
（分子量が 200 〜 8,000、高い場合は 100,000）。ラジカルにより激
しく酸化して高分子化すると、接着剤のような樹脂（ラッカー）にな
ります。ラッカーはこのように制御されていない酸化により生成される
ので、化学構造は一定しておらず分析は困難です。「他の酸化生成物」
もやはり分析は困難であり、このような分析の先行研究例は見つかり
ません。ラッカーと「他の酸化生成物」の生成について、著者は図の
ように想像しています。

液相

ホットスポット
キャビテーション　＞4,700 ℃
断熱圧縮気泡～1,500 ℃

原子状態の水素H、炭素C、 
酸素Oまたは燃焼状態

ラジカルの生成
酸素O・、炭化水素CH・

（≧ 500 ℃）

ラッカーの生成
（激しい酸化）

他の酸化生成物

キャビテーションや断熱圧縮気泡により生じる生分解性作動油
の酸化状態の想像図（著者による）
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1　はじめに
世界の人口は今後しばらく増え続けると考えられており、

さらに経済成長に伴う食生活の変化も加わって、量的な食
糧需要とともに動物性タンパクという質的な需要の変化も
見込まれ、畜産業における生産性向上への技術的要請は
高い。併せて、畜産を含む農業の持続的発展は食文化や
地方における産業振興など、幅広い側面の意義も持つ。さ
らに近年は、バイオエコノミー、SDGs、動物福祉などの新
しい概念からの社会要請も加わり、これまではそれぞれ別
分野と考えられてきたような概念を両立する方向性で研究
開発を企画する必要がある。特にバイオエコノミーは近い
将来の技術革新の主軸のひとつと考えられており、例えば
経済産業省は「バイオ×デジタルによる新たな経済社会 （バ
イオエコノミー）に向けて」という資料 [1] をまとめており、
その市場規模は 2030 年にはおよそ 1.6 兆ドルとも言われて

永田 マリアポーシャ、山下 健一＊

家畜の繁殖性改善は、畜産業の生産性向上による食糧供給の安定化とともに、地方の産業振興やバイオエコノミーとしての位置づけな
ど、幅広い意義を持つ。我々は、牛の繁殖性改善のため、手薄とされる精子側の研究に取り組んだ。研究開発の方向性は、ヒトの不妊
治療にかかる報告を参考にして、健全性の高い精子は、運動性も高いという点に着目し、運動している精子を周囲の溶液に流れを生じ
させて集合させるという技術を開発することで、初めて人工授精にそのまま使える数の精子の捕集を成功させ、実証試験で良好な受胎
成績を得た。併せて、実証試験の中で、受胎に有利な精子の性質を、その泳ぎの形に関係があることを明らかにした。

家畜繁殖用精液の改良技術開発

MariaPortia B. NAGATA and Kenichi YAMASHITA*

Improving the reproductive performance of livestock has wide-ranging significance that includes promotion of local industry, bioeconomy, 
and stabilization of food supply. Our research focused on sperm manipulation to improve the reproductive performance of cattle. Our 
experiments were based on previous studies on infertility treatment for humans by relying on the advantages of motile spermatozoa, i.e. 
spermatozoa that are able to swim against the flow of solutions, which is regarded as an attribute of healthy and physiologically functional 
spermatozoa. For the first time, we succeeded in collecting a number of spermatozoa that can be used for artificial insemination and 
obtained good conception results in a field trial. In addition, the field trial clarifies the advantageous relationship between sperm trajectory 
and conception.
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Development of a bovine sperm selection procedure for 
improvement of livestock fertility

いる。
日本では、畜産は農業の生産高のおよそ 35% を占め、米・

野菜・果実をしのぎ分類別で 1位に位置する規模である [2]。
一方で、動物相手という特性から常時就労が常態化し「休
めない」産業の最たる例となっており [3]、人口減少や高齢
化の影響を特に大きく受けている。畜産の中でも、市場規
模や環境影響の面で特に大きな影響力を持つのが「牛」で
ある。本研究では、大きく育てる「肥育」ではなく、「繁殖」
の段階への対応に焦点を絞った。牛は理想的な繁殖でも1
年に一度しか産まず、しかも豚などと違い一度に 1 頭しか
産まない。1 頭の価格が高く、大型の動物であるために飼
育費用も高額であり、繁殖の成否が経営に与える影響が大
きい。また、種雄牛と呼ばれる、経済形質に優れ繁殖能
力が確認された雄牛から採取された精液が希釈され、0.5 
mLずつ小分けされストロー状の容器に封入したものが凍
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結状態で流通しており、これを解凍して雌牛の繁殖器官に
注入するという、「種付け」すなわち人工授精による繁殖が
行われている。つまり、牛の繁殖において生体の雄牛は登
場しない。現在の牛の繁殖のほとんど（90 ％以上）は人
工授精によるものであり、次世代技術としての体外受精や
受精卵移植も実用化されているものの、人工授精の簡便
さ、蓄積された実務経験に勝ることができず普及している
とは言い難い [4]。国内の人工授精による繁殖の成功率（受
胎率）は、この 30 年ほどの間は長期下落傾向にあり、現
在ではおよそ、肉用牛で 50 〜 60 %、乳用牛で 40 〜 50 
% である [5]。繁殖性の向上のために、雄側（精子・精液）
と雌側（卵子や繁殖器官）の両方からの研究が行われてい
るが、多くは選抜育種、雌側の獣医学臨床のもの、加えて
最近では ICT を活用した発情監視などであり、例えば凍
結精液の製造方法自体は 1950 年代から変わっていない [6]

など、雄側の研究は手薄である。
一方、近年、ヒトの不妊治療の分野では、分析機器や

胚培養技術の進歩などを背景に、精子側の要因の大きさ
が明らかになってきている。例えば、健全性の高い精子は、
有意に着床率・受胎率・流産率で有利であることが報告さ
れている [7]。ここでいう精子の「健全性」とは具体的に、
「DNA の断片化が少ない」など生殖細胞として持つべき
要素や機能の完全性のことである。さらに、高い運動性を
持つ精子 [8] や形態のよい精子 [9] は高い健全性を有してい
ること、その運動性の高さは雌性生殖器内での移動に有
利で、受胎性を高めるために重要であること [10] が報告され
ている。また、牛の不受胎のうち 4 分の 1 は、受胎に気付

かれることもないほど超早期の流産であることも報告されて
おり [11]、授精後に発生停止しないような胚の健全性確保の
観点からも、精子の健全性の改善が重要であることが示唆
される。すなわち、日本の畜産における牛の受胎率向上、
それがもたらす生産性向上や労務負担の軽減を目指すにあ
たり、精子・精液側による改善余地は大きいと見越し、ほ
ぼ未開拓であった繁殖用精液の改良に関する研究開発を
始めた。

受胎率の長期下落傾向の原因は複合的なものであり、経
済形質を追求してきた育種改良の結果進んだ近交退化や、
暗黙知依存の発情監視体制の担い手の高齢化などが絡み
合っており、多様な研究が必要であることは明らかである。
我々は、ヒトの不妊治療分野で近年、精子側の重要性が知
られるようになったことを参考に、ほとんど手付かずの凍結
精液の改良に取り組むこととした。

2　研究計画の設計
社会的要請の整理から具体的な研究内容を構築していく

までの検討過程を整理したものが図 1である。
橋渡しという最終目標のためには、運動性の高い精子を

得るだけではなく、農場での実証試験が必須であり、当然
ながら産総研だけでは対応できない課題である。つまり、
異分野融合の取り組みが必要であるとともに、畜産という
特性から共同して研究を進める相手先が地方に分散してお
り、必然的に地域連携の取り組みとなった。

異分野融合における注意点としては一般的に、常識と
考えている前提が異なっていたり、期待するアウトプットと

＜社会的要請＞
畜産の生産性向上
なぜ？世界人口増加、食生活変化、バイオエコノミー、SDGs、動物福祉、…

人口減少＋高齢化
動物特有の管理体制
人工授精・発情監視の束縛

＜日本の畜産における問題点＞

繁殖・生殖において精子側要因大は近年トレンド
ヒト男性不妊では形態や運動性良好な精子を事前選別
ヒト臨床報告では着床率・受胎率・流産率で有利
畜産向けでは手間やコストに制限
運動性精子選別→凍結ストロー化の順に開発と意思決定

＜研究計画の設計＞

大量捕集成功→人工授精実現
＜選別技術の評価＞

捕集精子の健全性をラボ評価
フィールドでの実証試験

＜他機関連携＞

精子の泳ぎの形と受胎性の相関発見
現場習慣と獣医学臨床知見で意味付け

＜実証試験の評価＞

「牛」＝市場規模や環境影響が大
「繁殖」と「肥育」の2ステージ
成否の経済影響大＝「繁殖」
「繁殖」＝雄側と雌側の研究
雄側の研究が手薄
雄側の研究＝繁殖用精液の改良

＜テーマの選定＞

開発すべきは大量捕集技術
精子の走流性に着目
流体技術で精子を誘き寄せ作戦
流体シミュレーションで流路設計

＜研究開発の方向性＞

凍結ストローに封入すべき精子を決定
大量捕集法を開発、対象を絞って簡便化
反応器のスケールアップ則を適用
試作凍結ストローで実証実験中

＜将来の展開＞

図1  社会的要請を踏まえた研究企画から具体的な取り組み内容へブレイクダウンしていく思考の流れの概略図
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それを実現するハードルの高さについて共通認識を持てな
いことなどがある。本研究でも同じであり、例えば、運動
性の高い精子の選別によりフィールドで良好な成績が得ら
れても、それを社会実装につなげるためには、精子選別の
スケールアップという化学工学的なハードルが立ちはだか
る。そのハードルを先に解決しなければ精子選別を研究す
る意味がないと考えるのか、それとも、精子選別の具体的
な条件が決まらなければスケールアップを検討することが
できないと考えるか、事前には決着がつかなった。また、
産総研側からは、どのような作業内容がどの程度の作業負
担になるのか想像がつかず、現実的に実施できない内容と
の指摘を他機関から受けることがあった。

そこで本研究を進めるにあたり、最初に研究方針の大枠
と役割分担について決めるにとどめ、具体的な実験方法は
各機関に一任した。その中で得られたデータを基に技術的
優位性を評価することで、その精査を踏まえて次に取り組
むべき内容を徐々に明確化した。つまり、工程表というよ
うな具体的な作業計画をはじめから準備していたものでは
ない。また、このような進め方は、牛という大型動物を対
象とした実験の場合、その実験機会は限られ、思い通りの
実験計画を立てることはできないため、データの精査と次
の実験計画の策定を都度繰り返す必要があったことも一因
である。

家畜繁殖用精液の改良を行うにあたって、ヒトの男性不
妊への対応とは違って、大型の設備や手間、金銭的コスト
をかけることができないという前提の下に研究開発を企画
した。ヒトの不妊治療では、運動性の高い精子を選別する
ことで健全性の高い精子を得るということは従来からなさ
れてきたが、少数の精子しか集めることができないので、
主に顕微授精に用いられてきた。一方、牛の繁殖のほとん
どを占める人工授精に対応するためには、捕集する精子の
数を従来技術の数十万倍にまで高めなければならない。こ
の点への対応は主に工学的な手法により取り組むべきであ
るので、産総研が担うこととした。農場にて、牛の様子を
見ながら作業を行うという実証試験がいずれ必要になるこ
とから、煩雑な作業を求めないようなものとしなければな
らなかった。一方、実証試験を行う機関では、人工授精
を行う前に精液の性状をその都度評価するとともに、雌牛
の繁殖検診を行うことで、発情行動を発見した時刻、人
工授精を行った時刻、卵胞の大きさや排卵の推定時刻など
の記録を行った。大学は、主に精子の細胞生物学的な分
析を行うことで、産総研による精子選別技術の妥当性、受
胎性との因果関係の検討を行った。

加えて将来構想として整理したこととして、「最終成果物
は凍結精液ストローである」とした。家畜繁殖用精液の規

格形態であるストロー型容器に封入され、この形態で成果
物を提供するということは、農家にとっては、今までと何も
変わらない日常作業であることを意味する。つまり、新た
に技術を習得することも、設備を導入することも必要ない。
どのような精子を封入すればよいかを明らかにし、そのよう
な精子を大量捕集する方法を開発できた次の段階として、
凍結ストロー化を進めるという手順について共通認識を整
理した。このうち、産総研の主たる分担は、現行の精液ス
トローの製造工程と親和性の高い製造設備を、安価に簡
便に開発するというプロセス技術である。しかしながら、
異分野融合の体制では期待感が先行し、この各段階のハー
ドルの高さについて何度も認識を整理することとなった。

3　参画機関の業務を踏まえた研究要素の選択
家畜の繁殖性の改善を、繁殖用精液の改良を通じて行う

という大枠について、研究の流れとしては、運動性の高い
精子を大量に捕集する技術の開発、捕集された精子が生
殖細胞として高い健全性を有していることの確認、そして
農場にて繁殖作業に用いて成績を実証する、という3 つに
なる。産総研が主に分担したのは運動性が高い精子の捕
集技術の開発の部分であり、捕集精子の分析は主に農業・
食品産業技術総合研究機構、佐賀大学、富山大学、富山
県農林水産総合センター、そして農場での実証は家畜改良
センター、佐賀県畜産試験場、森永酪農販売株式会社が
担った。これらの機関に産総研側から声をかけ、家畜の繁
殖性改善に精子側の改良が重要であるとの認識を共有で
き、その具体的方法として運動性が高い精子を選別するこ
とに同意した機関に、その機関での業務内容や設備を考慮
して分担をお願いした。

産総研にて分担する運動性が高い精子の選別について
は、いくつかの従来技術や手法がある。もっとも単純なも
のとしては、運動性が高い精子が気液界面に集まることか
ら、その部分からピペットなどで吸い取る作業が慣習的に
行われている。遠心分離して沈降後に、運動性の高い精
子が泳ぎ出てきたところで捕集すること（Swim-up 法）もご
く一般的になされており、加えてこの作業をより簡便かつ確
実に行うための器具も使用されている。このほか、遠心分
離の際に密度勾配を生じる溶液（パーコール）を用いる方
法などが行われている [12]。これら従来法は、運動性の高
い精子を集めるというよりは、運動性を失ったり死んだりし
た精子を取り除くという観点で設計されたものと考えると、
我々の発想と区別しやすいと思われる。なお、このような
前処理を行うことは、牛の体外受精やヒトの不妊治療では
一般的である。

一方で、これら従来法によって集められる精子の数や質
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は、両立できていなかった。健全性という点で質的均一性
を確保しようとすれば精子の数は、例えば数百から千の単
位である。一方、この数を大きく上回る数を集めようとす
れば質を確保することが難しかった。牛の繁殖で主流の人
工授精に適用するには、数百万から一千万を超える数の精
子が必要と考えられていたため、数的にケタ違いに高いも
のが要求される。なお、従来法では質的健全性の高い精
子だけを大量に集めることが難しかったため、このような
精子だけで人工授精を行うために必要な精子数は不明で
あった点には注意されたい。

過去の文献の調査から、捕集する精子の質を確保するた
めには、マイクロ流体を選択するのが適していると考察し
た。精子の大きさ（数十マイクロメートル単位）と、マイク
ロ流路の大きさ（数百マイクロメートル単位）の関係が、ふ
るい以外の効果で精子を選び出すのにちょうどよく、そのた
めのツールも様 な々形態が検討されており、さらに選別され
た精子の質的性質の検証の例も数多く報告されている [13]。
一方で、精子の大きさに対してマイクロ流路をあまり大きく
できないため、一度に多くの精子を集めることに制限があ
り、数的なハードルをどのように超えるかに問題があった。

精子の運動にかかわる性質を整理すると「rheotaxis」と
いう現象が知られている。一言で言えば「流れを遡る」性
質である。現象自体は古くから知られるが、近年、その動
きの詳細などの報告もなされている [14]。この現象は、流れ
で精子を誘導できるという可能性を示すものと考え、「精子
に自ら集まってもらう」という技術的構想に至った。ただし、
これまで家畜繁殖分野の研究に携わってきた研究者には、
当初は奇異な構想に思えたようであった。

一方、産総研以外の機関で行った実証試験では、ラボ
内のように整理された条件の下に実験を計画することがで
きないため、データの整理に機械学習などの技術を応用し
たが、詳細は後述する。人工授精は発情行動の発見に基
づき行うものであるが、実際の現場では、牛の飼養規模
や形態、人員体制により、当然見落としの可能性もある。
今回の研究に携わった機関での牛の飼養形態は、牛舎内
の個別区画につながれた状態のところと、放牧と牛舎を時
間ごとに行き来するところの 2 つの形態があった。後者の
場合、牛が放牧に出かけている間は、発情行動を発見する
ことも人工授精を行うことも難しい。一方、牛舎飼いの場
合は、牛の背中に発情行動を記録する簡易なステッカーを
貼ったり、エコーによる卵胞の観察などを目安として頻繁な
監視を行ったりすることで、ほぼ確実に発情行動を発見す
ることができたとともに、人工授精後、エコーにより排卵
を確認することも行った。

4　各要素の研究開発内容
運動性の高い精子を多数集めるために流れを用いるこ

と、そして流れによって精子を誘き寄せるという研究の基
本構成を実現するために、具体的に用いるべき手段を検討
した [15][16]。
「流れ」で「精子を誘導する」、すなわち流体操作技術と

精子の運動という2 つの要素の間をつなぐために、流体シ
ミュレーション技術を用いて検証を行った。この時、設定
したパラメータは、精子の運動の性質（速さが数十〜百マ
イクロメートル毎秒であることなど）や、現実的に作製でき
るマイクロ流路の細さが 100 µm程度であることなどを基と
した。

また、マイクロ流路内での流れはゆっくりした流れの「層
流」であり、流路の中心部は壁際より流速が速い。マイク
ロ流路 1 本だけでは、輸送できる精子の数はまだまだ足り
ないという計算になった。つまり、流速が速い部分と遅い
部分の差ができるだけ小さくなるようにしなければ、精子
の分離効率が上がらないという見積りである。この問題の
解決の発想は単純なものであり、流路中に仕切り板を設け
る構造とした。この時、精子の大きさや、現実的に作製で
きる壁の大きさを、シミュレーションの前提条件とした。例
えば、数を増やすために壁を薄くしすぎると、仕切り壁は
自立できなくなり、型から抜く時に壊れる、などの問題が
起こる。しかし、捕集する精子の数は、まだこれでも足り
ない。

もっと積極的に精子を集める必要に迫られ、図 2 に示
すような層状の三日月型流路を設けることにした。三日月型
形の端部から運動性の有無にかかわらず精子を吸引捕集
し、マイクロ流路の入口付近まで運ぶ。運ばれた精子のう
ち、運動性の高い精子はマイクロ流路の流れを感じて遡っ
ていき、運動性のない精子は、流れに乗って押し戻される。
このような分離が連続的に行われるような構造として三日
月型形の流路を検討するという点に飛躍があると思われる

①すべての精
子を吸い込む

②運動性がない、または低
い精子は、押し戻される

③高い運動性の精子は、
流れを遡りながら泳い
でいく

図 2  運動性精子選別器具の全体概略図と三日月形層状流路
（赤色部分）の位置関係、ならびに三日月層状流路内での溶液
の流れと精子の動きの概略
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かもしれないが、広い空間に流れが急に飛び出した時、周
囲の液体を引き込むような流れが生じるということは、流体
の粘性力に着目できる機械工学の知見がある者であれば
思いつくことができるであろう。このような分離を繰り返す
ような流れとそれを実現する流路を流体シミュレーションで
設計し、実際の精液処理量や農場での使いやすさも考慮
の上、器具全体の設計を決定した。このような全体設計に
続いて、切削加工による型起こしとシリコンゴムへの転写
で器具を作製した。この技術で作製した運動性の高い精
子選別器具は、図 2 の概略図、図 3 の写真のような見た
目はシンプルなものであり、この器具の 3 つの液溜めの穴
の液面の高低差で送液するため、ポンプなどの外部機械
仕掛けなどは必要ない。

この器具を用いて、実際の運動の高い精子選別を行う
と、例えば、一般的な繁殖精液の凍結ストロー1 本分（封
入精子数 3000 万〜 6000 万、液量 0.5 mL）から、約 30
分間の選別操作により、100 万から1000 万程度の運動性
の高い精子が得られることを確認した。実際に得られる精
子数は、元の精液中の精子の濃度や質に依存する。この
精子数は、牛の場合、そのまま人工授精に用いることがで
きる数を達成していることを示す。

加えて、送液の速度などを調整することで、単に運動し
ているかどうかだけでなく、「まっすぐ泳ぎ」「蛇行した泳ぎ」
（図 4）など、精子の運動の形で選別することも可能であ
る。精子は成熟した精子細胞となっても最初から受精能力
を有しているのではなく、雌性生殖路内で様々な生化学的
な反応や運動性の増進を経て、受精可能な状態へと変化し
ていく（Capacitation＝受精能獲得）が、この過程で泳ぎ
の形も変化することが知られている。つまり、精子を運動
の形で選別するということは、言い換えれば精子の変化の
ステージごとに選別するということであり、どのような性質
の精子が人工授精に有利であるかを調べるための手段を初
めて実現したということでもある。

5　結果の評価
運動性の高い精子は、質的健全性も高いという相関は知

られているが、本開発技術で選別処理された精子について
も評価を行った。捕集した運動精子の DNA 断片化率を調
べたところ、処理前がおよそ 7 ％であったのに対し、処理
後はおよそ 0.4 ％と、大幅な改善が確認された。DNA 断
片化率が低いということは、言い換えれば、精子が運んで
いる DNA の完全性が高いことを示している。市販されて
いる繁殖用精液の DNA 断片化率が 5 ％前後であること [17]

を踏まえると、十分に良好な値と考えられる。また、処理
後精液は、ミトコンドリア活性が高く、かつ、その活性の
高さが長時間維持されることが分かった。例えば、処理後
6 時間において、未処理精液のミトコンドリア活性が約 20 
％まで低下していたが、処理済み精液は約 60 ％の活性が
残っていた。

本技術開発は家畜の牛の繁殖を目的とするものであるか
ら、実際に農場で人工授精を行い、その成績を検証しな
ければならない。複数の農場に、上記器具をあらかじめ置
いておき、雌牛の発情行動が発見されたら、解凍した精液
をこの器具を用いて処理し、人工授精を行った。受胎 / 不
受胎の鑑定は 40 〜 50 日後に行われるものであり、後日、
人工授精に用いた処理後精液の運動性の検査結果ととも
に妊娠鑑定結果の提供を受けるという流れで試験を行っ
た。通常の人工授精に用いられる家畜繁殖用精液の凍結
ストロー1 本には 2000 万から 3000 万の精子が封入されて
いるが、本試験では捕集する運動性の高い精子をおよそ
100 万に統一し人工授精を行った。この精子数で、通算の
受胎率が対象区（試験実施農場）の過去数年間の受胎率
と同等であった。なお、妊娠の経過や産まれた子牛はすべ
て正常であった。

複数の農場にて実証試験を行ったため、各農場の業
務運営の違いがあり、完全に試験条件を揃えることが
できないというのがこの種のフィールド試験の実際である。

図 4  精子の運動は均質ではなく、直線的な泳ぎや蛇行した泳
ぎなどがある。泳ぎの形は、精子の状態を示す指標のひとつ
である。図 3 運動性精子選別器具の外観写真
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条件を揃えることができない状況下で新たな知見の発掘を
目指し、データの解析には、様々な統計的手法や機械学
習を用いた。その結果、受胎 / 不受胎の結果と、人工授
精に用いた精子の運動性と、人工授精のタイミングの間に、
相関がみられることを発見した。具体的には、まっすぐ泳
ぎの精子より、蛇行した泳ぎの精子の方が、受胎率がよかっ
た。また、発情発見から、人工授精のタイミングが遅いほ
ど、この傾向は顕著であった。

前述のとおり、精子は最初から受精能力を有しているの
ではなく、雌性生殖路内で様々な生化学的な反応や運動
性の増進を経て、受精可能な状態へと変化していくが、こ
の過程で泳ぎの形も変化する。市販の精子運動解析装置
では、直線速度や曲線速度（精子は頭部を振りつつ円弧を
描くように移動することもあり、軌跡の解釈により速度の表
し方が数通りある）など精子の移動速度、頭部振動数など
を計測できるが、「泳ぎの形」を表現する指標がないこと
から、独自に「泳ぎの形」を表現する指標として、SMI 指
数を定義して評価を行った。SMI 指数は、直線速度と頭
部振動数の積を、曲線速度で割った値とした。SMI 指数
が大きいほど直線的な泳ぎ、小さいほど蛇行した泳ぎであ
ることを示す。

人工授精後の受胎 / 不受胎の結果を示したものが図 5
である。雌牛の発情行動の発見から人工授精を行うまで
の時間を横軸、人工授精に用いた精子の SMI 指数を縦
軸、受胎 / 不受胎の結果をプロットの色分けで示してい
る。この結果から、一般に人工授精のタイミングとして用
いられている、8 時間から 24 時間の間では、蛇行して泳ぐ

精子の方が、受胎性は高いことが示された。また、その時
間より早い段階でも、まっすぐ泳ぎの精子と同等の受胎性
であり、少なくとも劣ることはなかった。このような結果は、
雌性生殖器内での精子の移動にかかる時間と、排卵のタ
イミングが関係しているものと考えられる。この結果は、
家畜繁殖用精液として供給すべき精子の性質を明らかにす
るとともに、泳ぎの形で見分けられるようにしたものと言う
こともできる。一方、不受胎の結果が、時間に対して SMI
がほぼ一定の横一線となっていることは、雌側の体調等の
要因の存在を示唆している。

６　将来の展開
繁殖性の向上を実現する技術として社会実装につなげる

ため、得られた科学的知見と現場作業の実際の両方を同
時に考慮の上、以下のような展開を構成した。

牛の人工授精では、牛の発情行動を午前中に見つけた
らその日の午後に人工授精を実施、午後に発情行動を見
つけたら翌日朝に人工授精を実施、といういわゆる「AMPM
法」が定着している。つまり、排卵と人工授精の時間間隔
が、大雑把ではあるが制御されているということである。
このことを念頭に図 5 をもう一度見てみる。横軸の発情発
見と人工授精までの時間について、短い時間帯ではなく、
長い時間帯が AMPM 法での人工授精のタイミングに相当
する。この長い時間帯での受胎 / 不受胎の分布を見ると、
蛇行した泳ぎの精子の方がより多く受胎の結果につながっ
ている。つまり、人工授精の用途に絞って考えると、凍結
ストロー内に封入する精子は、蛇行した泳ぎの精子の含有

雌の発情行動発見から人工授精を行うまでの時間（時間）

S
M
I指
数
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不受胎
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図 5  精子の泳ぎ方と人工授精成績の関係。網掛け部分は、受胎 / 不受胎それぞ
れにおける信頼区間 95 % の範囲を示す
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割合を高めておくことが有効であると推察される。すなわ
ち、雌性生殖器内での卵子と精子の出会いのタイミングの
チューニングを行うことで、受胎率向上が実現できるので
はないか、という発想である。

現在は、このような「人工授精に適した状態の精子」を
凍結ストローとして製造し、農場での検証を続けている。
凍結ストロー化するためには、大量生産に適した製造設備
を念頭にしつつ運動性の高い精子の捕集をスケールアップ
する必要があるとともに、凍結保存の工程の見直しが必要
である。

運動性の高い精子の捕集のスケールアップは、化学反応
器のスケールアップの考え方を基に検討を行っている。蛇
行した泳ぎの精子にターゲットを絞ることで、実際の捕集
操作時の設定条件を単純化するなど、現場実装の際にわ
かりやすい運用ができるよう心掛けている。一方凍結保存
工程に対しては、精子と同時に封入する抗凍結剤の添加方
法や濃度の検討が必要となるが、この抗凍結剤には、卵
黄やグリセロールが使用されている。運動性の高い精子選
別する技術は、その名のとおり、精子を運動させて捕集す
るものであるため、この工程に卵黄のような粒状の物体が、
しかも精子の数よりはるかに多く共存することは、精子の
運動進路を妨げるため、避けなければならない。一方で、
凍結保存は、温度を 4 ℃まで徐々に下げ、その後急速冷
凍する段階を経るが、それぞれの段階で、精子を保護する
ために必要な凍結保存液の成分は決まっている。つまり凍
結保存液を各成分にブレイクダウンして、どの段階でどの
成分を入れておくべきであるのか、を検討しなければなら
ない。

複数の条件の組み合わせで精液凍結ストローを試作

し、解凍後の精子の運動の状態を確認し、良好であれば
農場での人工授精にて受胎率を確認するという実証の流れ
となる。時間のかかる試験ではあるが、一般農家の協力な
ども得ながら進めており、近い将来、新しい家畜繁殖用精
液を発表できるものと見込んでいる。

７　まとめ
本研究は家畜である牛の繁殖性改善を、精子・精液の

側の改良により図ることを目指したものであったが、その具
体的な進め方は、ヒトの不妊治療の分野での報告を参考と
した部分が多かった。表 1 に、これまでヒトの不妊治療の
分野で分かっていたこと、そこから類推して家畜繁殖で期
待されること、そして本研究により実際に明らかになったこ
とをまとめた。加えて本研究では、運動性の高い精子を数
百万以上の数で捕集するための技術を開発し、この技術を
用いた試験結果から、泳ぎ方と受胎性の関係を明らかにし
たが、これらの成果は、ヒトの不妊治療へのフィードバック
につながるものと考えている。

この研究のオリジナリティは、下記の点にあると考えてい
る。

・運動性の高い精子の誘導に流体技術を用いたこと、そ
れによって大量処理を実現し、精液前処理による人工
授精を世界で初めて成功させたこと。

・受胎に適した精子の性質を、泳ぎの形に「見える化」
したこと、泳ぎの形ごとに均一な精子集団を単離する
方法を実現したこと。

現状では、繁殖のほとんどを占める人工授精を対象とし
て研究を進めているが、今後は得られた知見を活用して体
外受精などへも展開したいと考えている。

ヒトの不妊治療分野で分かっ
ていたこと

（該当なし）

（該当なし）

家畜繁殖で期待されること 本研究で明らかになったこと

少ない精子数でも受胎率維持

精子側要因の大きさが次々と
明らかになっている（雌側ではなく）精

液側の改良を目指
す理由

精子の細胞として
の質的健全性

繁殖用精液として
の改良の方向性

大量捕集の実現に
よる波及効果

形態や運動性が良好な精子
は、質的健全性（DNA 断片
化が少ないなど）が良好

高い着床率と受胎率、低い流
産率

受胎率向上、胚死滅（超早期
の流産）の低減

家畜繁殖用精液の改良の方向
性が明らかになること
受胎性向上が期待される精子
を集めた凍結ストローの実現
の可能性

体外受精 - 受精卵移植による
繁殖の効率性を上げる

運動性精子選別で大量捕集技
術を確立し、人工授精に成功

人工授精での、精子の泳ぎの
形と受胎性の関係

家畜の繁殖性改善のために、
運動性の高い精子を捕集する
という戦略は有効

独自の選別技術で集めた精子
は、DNA 断片化が大幅に少
なかった（7 ％→0.4 ％）

繁殖用精液の改良による効果
が期待よりも大きいこと

運動性精子捕集を用い、約十
分の一の精子数での人工授精
で、従来とほぼ同じ受胎率を
得た

視点

臨床成績

表 1　ヒトの不妊治療分野での報告と、牛の繁殖での運動性の高い精子の選別技術の効果
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に克服されたのでしょうか。連携体制の構築はシンセシオロジー誌に
必要なシナリオとしては重要なポイントですので、可能な範囲で記述
を追加して頂けないでしょうか。

回答（山下健一）
お尋ねの最重要ポイントは、「なぜこのメンバーなのか」ということ

かと思います。詳しくは「3. 参画機関の業務を踏まえた…」の項目に
追記しましたが、体制構築の流れとしては、産総研側から声をかけ、
研究内容に同意していただけ、かつ実際の実験に対応可能な設備等
を有していたところにお願いしました。苦労は、体制の構築の部分で
はなく、各機関で統一できない試験条件や、各機関で得意なところ
の試験成績だけが部分的に積み上がっていく中で、どのように試験
成績を読み取るか、というところでした。この解決方法は、この項目
の最後の段落に書いております。

議論3　ヒトの不妊治療と牛の繁殖における研究の比較　　
コメント（湯元昇：国立循環器病研究センター）

ヒトの不妊治療における体外受精と牛の繁殖における人工授精
で、分かっていること、分かっていなかったこと、著者らの研究で分
かったことが分かりやすいように表を作成されては如何でしょうか。

回答（山下健一）
表 1 のようにまとめを追加するとともに、「7. まとめ」セクションに

説明を追記しております。また、もともとヒトの不妊治療で知られてい
なかったことと達成できていなかったことを、本研究では達成してお
りますので、その点については本文中で「ヒトの不妊治療へのフィー
ドバックの可能性」に言及しました。

議論4　精子の運動性と受胎率の関係について　　
コメント（池上敬一：産業技術総合研究所）

仮に運動性精子の数が 100 万であったとして、同一ストロー内に混
入している非運動性精子の数が受胎率にどう影響するのか、非専門
家に分かり易いように説明していただけないでしょうか？　DNA に損
傷のある精子が悪影響をもたらすことは理解できますが、より明示的
な説明があった方が良いと思います。例えば、非運動性精子は卵子
に到達する確率が低いので少々の混入は問題にならないのでは？な
ど、非専門家には良く分からない点があります。

回答（山下健一）
精子が雌性生殖器の中を移動し、卵子の近傍まで到達し、精子群

として多数の精子が協調して卵子の中へ入るための道を作り、受精し
て卵割、発生までに至ることは、非常に多数の段階を経ております。
以前より、死んだ精子が出す活性酸素が有害であることなどが多数
報告されており、最近も同様の報告があります。死んだ精子（非運動
性＝死んだ精子、とは限らない）は悪影響があり、損傷した DNA
が運ばれることも悪影響であることは間違いないと考えられますが、
その要因がどの段階にどれだけ影響したかを、定量的かつ明示的に
述べることは難しいと考えております。
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1　はじめに
1.1　食品冷凍の歴史

冷凍とは、物質の物理的、化学的な変化を用いて低温を
作り出し、それにより他の物品から熱を取り出す操作と定
義されている。日本で初めて冷蔵庫を建設したのは中原孝
太であり、1899 年に鳥取県米子町で魚を冷凍している。
1920 年には、欧米を視察した葛原猪平が北海道森町に冷
蔵庫を建設し、冷凍魚の生産を行った。これが日本におけ
る食品凍結事業の始まりであり、この場所（現在、株式会
社ニチレイの子会社のニチレイフーズの森工場）が日本冷
凍食品事業発祥の地とされている。

株式会社ニチレイ（ニチレイ）は戦時下の 1942 年、水産
統制令に基づいて発足した国策会社「帝国水産統制株式
会社」を前身とする。戦後の荒廃の中、当時の幹部は瀕
死の食糧経済を立て直すことが使命であると認識し、1945
年 12 月に民間企業「日本冷蔵株式会社」として再出発し

石井 寛崇＊、井上 敏文

不凍タンパク質は氷結晶に吸着し、その成長を抑制する機能を有するユニークなタンパク質である。我々は氷結晶の粗大が冷凍食品の
品質低下の原因となることから不凍タンパク質を応用することを目指し、大量精製法の開発と用途開発を進めていった。しかし、効果が
期待できる冷凍食品が限定されることに加え、製造コストの課題が残った。その後、方針を変更し、社外への市場調査を実施したとこ
ろ、新たな応用分野への広がりの可能性が見えてきた。利用者の要望に対応した製品の開発を進め、2016年に研究用不凍タンパク質
試薬としての販売を開始した。現在、その製造販売を行いながら、各分野の課題解決に向けた取り組みを進めている。

不凍タンパク質の実用化への取り組み

Hirotaka ISHII* and Toshifumi INOUE

Antifreeze proteins adsorb to ice crystals and have the function of suppressing their growth. To apply antifreeze proteins to frozen foods 
where the coarsening of ice crystals leads to the deterioration of quality, we advance mass production technology. However, there were not 
many cases where the quality of frozen foods was improved by adding the antifreeze protein we developed. So, we changed the direction 
of development and conducted market research. Our market research revealed new possibilities for utilizing antifreeze proteins. We 
promoted the development of products that meet the needs of users and began sales as research reagents in 2016. Currently, we are working 
to address user problems, while manufacturing and selling research reagents.
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Efforts toward commercialization of antifreeze proteins

た。日本冷蔵株式会社は冷凍魚の取り扱いと製氷・冷蔵
事業をベースとして、漁業や食品流通に不可欠な「冷力」
によって食料増産に寄与することを責務と据えていた。食
品の品質を保存料を使わずに長く保てる冷凍食品の可能性
にいち早く注目し、パイオニアとして冷凍食品事業に乗り出
していったという経緯をもつ。
1.2　冷凍食品について

ニチレイの事業に深く関わる冷凍食品とは、長期間の保
存を目的に凍結して貯蔵を行う食品で、マイナス 18 ℃以下
で保存・流通することが一般社団法人日本冷凍食品協会の
自主基準で定められている。凍結状態を保つことで微生物
の活動や酵素の作用を遅らせることができるため、長期の
保存を可能にしている。一方で、凍結時に食品中に含まれ
る水から氷結晶が生成し、組織やタンパク質を変性させ品
質を低下させることがある。特に冷却速度が遅い場合に氷
結晶が大きく成長するため、通常は熱伝達率を高めた急速
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凍結が行われている。凍結時の品質変化のさらなる抑制に
向け、新たな凍結装置の開発が進められているが、エネル
ギー負荷や設備費用、運用面の課題があり、装置からのア
プローチだけでは限界がある。そのため、凍結前の加工
処理技術が注目されている。一般的には、食品中の水分
量の制御や食品中の自由水を減らすといったことが行われ
ており、その他、凍結保護物質を食品に添加し、氷結晶
による影響を受けにくくするといった試みがされている。多
くの加工食品ではこれらの加工処理が有効であるが、野菜
や水産物、畜肉といった素材本来の状態を維持したい場
合には、味や食感が大きく変わる恐れのある加工処理が行
えないという課題がある。
1.3　不凍タンパク質について[1][2]

不凍タンパク質は、氷結晶に吸着し、その成長を抑える
機能を有するタンパク質である。寒冷地に生息する一部の
生物が体内に蓄えており、体が凍結するような低温に耐え
て生存するために備わったものである。1969 年に米国イリ
ノイ大学 Arthur DeVries 教授により南極海に棲む魚の血
清から発見されて以来、学術的に関心がもたれ、これまで
に魚や昆虫、植物、菌類などから発見されている。一般に、
不凍タンパク質の濃度が高くなるにつれて氷結晶の成長抑
制効果が高まり、無数の小さい氷結晶が生成した凍結物と
なる。原料の違いでアミノ酸組成や立体構造が少しずつ異
なるさまざまな種類があり、吸着する氷結晶の結晶面もそ
れぞれ異なる。そのため、不凍タンパク質の濃度や種類に
よって、生成する氷結晶の大きさや形状は多様なものとな
る。
1.4　不凍タンパク質の産業応用に向けた共同研究

不凍タンパク質が氷結晶の成長を抑制する効果は極めて
高く、同様の性能をもつ物質が他にないため、氷結晶の粗
大化が品質に影響するアイスクリームや氷菓、冷凍食品、
フリーズドライ製品などへの応用が当初から期待されてい
た。ニチレイでは冷凍食品の製造過程において、凍結時や
冷凍保管時の品質変化を抑える技術開発を進めており、そ
のどちらにも効果が期待できる不凍タンパク質に注目し、
効果を確認したいと考えていた。

半世紀前から不凍タンパク質は発見されていたにもかか
わらず、なかなか実用化されなかった大きな理由として、
その希少性にあった。特に魚類では南極の魚からしか取れ
ないと半ば固定観念があったためである。アメリカの会社
が 1990 年代後半から極地の魚類由来の不凍タンパク質を
高額（$10/mg）で販売していたのもそれを裏付けるもので
ある。それを打破したのは国立研究開発法人 産業技術総
合研究所 北海道センターの津田栄博士である。津田らは
1990 年代から不凍タンパク質の研究を行い、北海道近海

の魚や植物、菌類の一部が不凍タンパク質をもつことを発
見した。それまでは極地の生物の血液などから微量しか採
取できないものと考えられていたが、魚類の筋肉にも存在
することがわかり、食品で効果を検証できる量の不凍タン
パク質を入手するという道が開けた。我々は将来的に食品
へ不凍タンパク質を実用化することを見据え、2002 年に、
不凍タンパク質の産業応用に向けた共同研究を産業技術総
合研究所（以下、産総研）と開始した。

2　開発の経緯
2.1　産総研との共同研究の役割分担

先に述べた通り、不凍タンパク質の実用化が進まなかっ
たのは、その希少性であり、そのため用途開発が十分に
行われてこなかった。不凍タンパク質は寒冷地の生物から
発見されてきてはいたが、各生物が蓄えている量や性能は
まちまちで、氷結晶の成長を抑制する効果が高い不凍タン
パク質を蓄えている生物由来原料（例えば、昆虫など）は
大量入手が難しいという課題があった。また、抽出精製
過程でのタンパク質の変性による失活や分離精製の難しさ
のため、天然物から容易に得られないという製造面の課題
もあった。そのため、天然物ではなく、化学合成や遺伝
子組換技術を使った製造の検討が当時から進められてい
た。ただし、そこから得た物質の性能は天然物と比べて低
く、費用に見合う効果が期待できるものは作製できていな
かった。

産総研では、1）実用化に適した不凍タンパク質の探索
と機能解析 2）実用化に必要な量の不凍タンパク質を精製
するための手法の開発を既に進めていた [3]。天然物からの
抽出にこだわらず、遺伝子発現や化学合成も検討の対象と
していたが、優れた性能を示し、グラム量以上の不凍タン
パク質を入手できる魚類や菌類に注目していた。

我々は、このような状況を鑑み、食品の凍結解凍後の品
質保持が期待できる不凍タンパク質の探索と量産化、効果
的な使用方法の検討について産総研と共同で取り組むこと
とした。研究業務の役割分担としては、産総研に不凍タン
パク質の分子機能の解明などの基礎研究を実施いただき、
ニチレイでは食品への効果検証、用途開発、大量調製法
の確立といった応用研究を取り組むこととした（表１）。

産業応用に向けたシナリオを図 1 に示す。産総研では既
に 100 種類以上の生物で効果の確認を終えており、数十
種類の生物が不凍タンパク質をもつことを確認していた。
産総研ではその構造解析や機能解明を進めていたことか
ら、ニチレイでは見つかっている不凍タンパク質について、
食品で効果が期待できる不凍タンパク質の探索と濃度を見
出すこととした。
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大量調製については、産総研がグラム量の不凍タンパク
質を精製する技術を確立していたことから、ニチレイでは
数百グラムから数十キログラムの生産が可能なパイロットス
ケールでの生産ができる設備の構築と数トン以上の商業規
模に対応できる原料の探索、及びスケールアップでの効率
的な精製法の検討を実施し、大量調製法の確立を目指す
ことにした。さらに、不凍タンパク質の用途開発をさまざま
な食品で進めていきながら、実際の製造や流通を見越し、
添加方法や加工工程における失活のリスク、効果の持続性
について検証を進めていくこととした。

これらの取り組みを進めていくことで、将来、不凍タン
パク質の生産体制を確立し、多くの冷凍食品へ不凍タンパ
ク質が利用されるというシナリオを描いた。
2.2　食品への効果検証

当初は幾多の不凍タンパク質の中で、ラボスケールでの
精製が簡便な魚類の不凍タンパク質を使って食品への効果
を検証した。これまでの研究論文では数 µg/mlという非
常に低濃度で実験を実施した報告が多かったため、食品
への検証でもそれを参考に実験を進めていた。検証には
身近な食品である寒天ゲルを用いた。寒天ゲルは凍結耐性

がない食品である。一度凍結すると氷結晶の粗大化により
構造が破壊され、解凍すると水分が保持されないので、
形状が保てなくなる。これを利用して、不凍タンパク質が
凍結解凍した寒天ゲルの形を保つ効果を確認した。試験
の結果、数 µg/ml の添加量では効果はわずかであったが、
濃度を少しずつ高くしていくと、反対に構造を大きく破壊
し、負の効果を発揮することもあった。

当初は論文の方法に忠実に実験を行っていた。顕微鏡を
用いた氷結晶の観察では数 µg/ml の濃度でも氷結晶の形
態や大きさに差が見られていたからである。しかし食品へ
の効果を見るには、見た目や食感で差を実感しなければな
らない。それには高い濃度が必要で、食品内部に十分な
量の不凍タンパク質が存在していなければならない。その
ため不凍タンパク質の濃度を1000 倍に高めて試験を行っ
たところ、効果を発揮し、寒天ゲルの凍結解凍後の品質は
有意に向上した。ただし、この検証だけで 1 年も費やして
しまった。既報の論文に囚われたままでは、不凍タンパク
質の食品への効果は“なし”と判断していたかもしれない。
先行研究をすべて鵜呑みにすることの危険性を思い知らさ
れた。今回であれば、実施濃度で効果がないのであれば、

図1　不凍タンパク質の産業応用（冷凍食品への実用化）へのシナリオ

表 1　共同研究の役割分担

産業技術総合研究所の役割 ニチレイの役割
基礎研究 応用研究

不凍タンパク質の分子機能の解明 食品への効果検証

不凍タンパク質の大量調製法の確立

用途開発、新たな利用用途の探索

各不凍タンパク質の遺伝子解析と分子構造解析

生化学・物理化学的性質の解明

産業技術総合研究所
基礎研究 応用研究

開発

ニチレイ

不凍タンパク質の構造や
機能、性質の解明

不凍タンパク質の精製技術 大量調製
（パイロットスケール）

実用プラント 商品開発

商品生産

用途開発
食品利用での
ノウハウの蓄積

食品への効果検証

冷凍食品への実用化

連携

技術
ノウハウの開示
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単純に濃度を高くすればよいだけのことである。とはいえ、
不凍タンパク質がグラム量ではなく、もっと大量にあれば、
状況は少し違ったかもしれない。この時期、ニチレイでの
不凍タンパク質の調製法が十分に確立されていなかったこ
とが単純な検証に時間を使いすぎた一因として考えられる。
2.3　大量調製の検討

氷結晶の成長を抑制する効果が高く、寒天ゲルへの添
加試験で凍結耐性の付与効果が認められた魚を原料とす
る大量調製法の技術開発の検討を進めた。魚類は原料を
キロ以上で確保でき、性能が高い不凍タンパク質が得られ
るため、魚類を優先して検討を開始した。
2.3.1　原料の選定

魚類の不凍タンパク質は大きく4 種類（不凍糖タンパク
質、Ⅰ型、Ⅱ型、Ⅲ型）に分類され、いずれも氷結晶の成
長を抑制する効果は有するが、性質はさまざまである。原
料選択の指標としては、収率・収量の高さや抽出精製の簡
便さ、精製した不凍タンパク質の性能を最も重視した。そ
の他、原料コストや調達の持続可能性、漁獲場所、漁獲
時期なども考慮している。国内外を問わず、魚や水産加工
の残渣を含む多くの原料を入手し、漁獲時期の違いを考慮
した検討を進めていたため、原料の選定には多大な時間を
費やした。これが魚類でなければ、場所や時期による品質
変化は少なかったのかもしれないが、なるべく性能が高い
不凍タンパク質を大量に分取することを重要視していたた
め、このような結果となった。しかし、多くの原料の検討
を行ったことにより、実用化に向けた最適な原料の知見が
深まった。
2.3.2　精製法の検討

当初、氷結晶の成長を抑制する効果の高いⅢ型不凍タン
パク質の原料からパイロットスケールでの効率的な精製法
の確立を進めていた。しかし、Ⅲ型不凍タンパク質は熱に
弱く、食品向けの殺菌や加熱での製造には適さない。そこ
で耐熱性を考慮して不凍糖タンパク質とⅠ型不凍タンパク質
の原料を用いて精製法の検討を進めていった。粉砕、抽
出、分離、分画、濃縮、乾燥のそれぞれで最適条件を検
討した。粉砕、分離、分画の工程は自己消化による分解
や生菌数の増加を避けるために低温での作業を進めていた
が、魚類には脂質や他のタンパク質が多く含まれており、
ろ過分離の際に脂質の析出やタンパク質の凝集による膜の
目詰まりを起こすことが度々生じた。また、原料からの収
率が 1 % 以下と低く、残渣が多く出るため、残渣に不凍タ
ンパク質が含まれないように、高い収率で効率良く不凍タ
ンパク質を回収できる膜の選定や溶媒の選定が大きなポイ
ントであった。設備投資予算がほとんどなかったため、満
足のいく最適解ではなかったが、なんとかパイロットスケー

ルで製造できる手法は開発できた。
2.4　用途開発のための食品利用における知見の蓄積

添加濃度を高めることで、寒天ゲル、アイスクリーム、
茹で卵、豆腐と多くの食品で効果が見られるようになった。
しかし、冷凍耐性が弱く、冷凍食品にも多く使われる野菜
や水産品、畜肉ではほとんど効果が見られなかった。この
原因として、当初は内部への浸透性の問題と考えていた。
茹で卵や豆腐などでは浸漬時間を延長することで、氷結晶
の成長が抑えられることを顕微鏡で確認していたからであ
る。しかし、前述した食品では浸漬時間を延ばし、圧力を
利用して浸透性を高めても、大きな改善が見られなかった。

当時は細胞レベルでの検証は行っておらず、細胞の冷凍
保存の知見もなかった。そのため、細胞膜や細胞壁が浸
透性の邪魔をするのではないかと考えていたが、その検証
はできていなかった。その後、不凍タンパク質が細胞膜に
吸着することや、細胞保存の知見が蓄積されるにつれて、
効果が出ない理由が次第にわかってきた。結局、不凍タン
パク質は凍る前の水にしっかり吸着しないと、効果を示さ
ないのである。細胞がある食品では、組織や細胞の隅 ま々
で不凍タンパク質を行き渡らせないと十分な効果が認めら
れないことがはっきりしてきた。そのため、浸漬処理だけ
では、野菜や水産品、畜肉の冷凍耐性を高めることは難し
いと考えた。

3　製品化に向けた活動
冷凍食品への実用化を目指し、不凍タンパク質の大量調

製や用途開発を進めてきたが、野菜や水産品、畜肉への
冷凍耐性の付与が困難であったことや、精製した不凍タン
パク質を安価な冷凍加工食品にわざわざ添加してまでも品
質を差別化したいものが見当たらなかった。そのため当初
のシナリオは変更を迫られた。検討の結果、パイロットスケー
ルで製造した不凍タンパク質を社外へ提供し、別の用途を
探ることにした。社外への不凍タンパク質の提供を考慮し
た産業応用へのシナリオを図 2 に示す。不凍タンパク質は
添加濃度を高めれば実感できる効果を発揮するため、付
加価値が高い利用用途であれば、応用が望めると推測し
た。そのような用途に向けた不凍タンパク質の提供が進め
ば、大量生産によるコストメリットが生まれ、ニチレイにお
ける利用も促進するというシナリオを描いた。
3.1　不凍タンパク質の試供品の取り組み

先に述べたように、不凍タンパク質で冷凍耐性を付与で
きる食品は限られている。既存の冷凍加工食品は水分量
の制御などで冷凍耐性を高めているため、不凍タンパク質
の添加による大きな品質向上は望めない。また、多くの糖
類のように冷凍耐性を付与する素材が安価に出回っている
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ため、効果に特別な優位性がない限り、精製した不凍タン
パク質は採用されない。このような現状のため、食品以外
へ幅広く用途開発を行う必要性に迫られ、社外に向けて
不凍タンパク質の提供を進めることに着手した。実際には
2009 年にニチレイのホームページで不凍タンパク質の試供
品提供の告知を行い、物質移動合意書（MTA）を締結し
て粗精製品の提供をおこなった。提供社数は数十社を超
えた。この取り組みを通じて、応用の可能性がある分野が
幾つか見えてきた。一方で、粗精製品だけの提供では、
実用化へ繋げる検討がほとんど進まない分野もあり、さら
なるサンプルを準備する必要に迫られた。
3.2　不凍タンパク質試薬の製品化に向けて

試供品の取り組みの中で高純度の不凍タンパク質の提供
と生産規模で利用可能な安価なサンプル品の提供の要望
をいただいていた。高純度の精製法は、産総研が既に確
立していたことから、その手順を参考に製造を進めていっ
た。しかし、同じ方法で製造しているにも関わらず、高純
度の不凍タンパク質が十分に得らえないという課題に直面
した。試薬として製品化するためには、製品が一定以上の
品質をクリアしていること、性能にばらつきがないことが最
低条件であると考えていた。タンパク質であることから、
電気泳動やタンパク質定量を精製毎に行い、精製条件を少
しずつ変えながら収量と品質の確認を進めた。最終的には
少し改良した方法で高純度の不凍タンパク質を安定的に得
ることができるようになった。前述のばらつきは使用する機
器や試薬のわずかな違いから生じたものと考えているが、
同じ方法を別の場所で再現する難しさを知る機会となった。

その他、試供品提供時に質問が多く寄せられた溶液へ
の溶解性と熱安定性などについては、そのデータの取得を
行い、保管中の性能変化の確認も行った。

試薬の製品化にあたっては、そのノウハウが全くないこ
ともあり、手探りで進めざるを得なかった。既存事業とか
け離れた取り組みは社内の受け手がいないため、すべて自
分達が動かないと前に進まなかった。法務面や知財面から
のリスク確認、品質保証での注意点の確認、そしてホーム
ページやカタログに載せる文面の作成など、すべて我々で
行った。また、社内だけでは不十分であった試薬販売にお
ける関連法規の確認については、社外機関の専門家に相
談することで、想定するリスクに事前に対処した。

4　製品化
4.1　魚類不凍タンパク質の製品化

2016 年 9 月にニチレイのホームページで研究用試薬（図
3）の販売を開始した。発売当日には、「不凍タンパク質発
売のお知らせ」に関するプレスリリースをおこない、幾つか
の報道関係者にも取り上げていただいた。

現在の不凍タンパク質製品の一覧を表 2 に示す。魚類
不凍タンパク質と知られている不凍糖タンパク質、Ｉ型不
凍タンパク質、Ⅱ型不凍タンパク質、およびⅢ型不凍タンパ
ク質の 4 種類を扱っている。いずれも低温域に生息する魚
（不凍糖タンパク質：タラ科、Ｉ型不凍タンパク質：カレイ
科、Ⅱ型不凍タンパク質：カジカ亜目、Ⅲ型不凍タンパク質：
ゲンゲ科）から抽出精製を行っている。製品は純度が 90 
% 以上の「高度精製品」と原料由来の他のタンパク質を夾
雑物として含む「粗精製品」の 2 タイプを用意しており、高
度精製品は 100 mg 単位、粗精製品は 1 g 単位で販売して
いる。高度精製品の利用は大学や研究機関での基礎研究
や細胞保存の研究者を主な対象先と考えており、粗精製品
は応用研究を行っている企業や大学の研究者を主な対象先
としている。

図 2　社外への不凍タンパク質の提供を考慮した産業応用へのシナリオ

産業技術総合研究所 ニチレイ 問合せ先（大学や企業等）
基礎研究 応用研究
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ノウハウの開示
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（パイロットスケール）

食品への効果検証
用途開発

不凍タンパク質で解決したいニーズ

産業用途での提供依頼

不凍タンパク質の供給

不凍タンパク質の実用化

不凍タンパク質提供

課題解決サポート

実用プラント
商品開発

商品生産 商品生産



研究論文：不凍タンパク質の実用化への取り組み（石井ほか）

−89−Synthesiology　Vol.12 No.2（2019）

4.2　試薬販売の取り組みの実績
不凍タンパク質の問い合わせは 2019 年 5 月現在で数百

件に及び、販売実績は 100 件以上となっている。問い合わ
せ内容は食品や医療、工業、そして研究目的と多岐にわた
り、海外からの問い合わせもいただいている。

試薬の販売を通して、社外の方と接する機会が増えてい
る。そこで、冷凍やその周辺の課題をヒアリングしたり、新
しい技術情報について議論している。課題の多くは現在販
売している不凍タンパク質だけでは解決できないことも多
い。しかし、食品と分野が異なっていても解決したい内容
は似通っていることも多く、ニチレイが保有する他の冷凍
技術も活用していくことで、将来的には、ほとんどすべて
の課題に対して解決策を提案できると考えている。

また、不凍タンパク質の取り組みを通じて、ニチレイでは
多くの冷凍技術や鮮度保持技術の知見を増やすことができ
た。加えて、2017 年には国際ナノテクノロジー総合展・技
術会議にて、「ライフナノテクノロジー賞」を受賞した。こ
れらの成果は、社内外におけるニチレイの冷凍技術の開発
の取り組みを広く認知させることに役立った。

5　今後の課題、展望
2016 年に魚類不凍タンパク質製品の販売を開始し、

現在までに多くの方々にその効果を実感していただいてい
る。また、試薬販売をきっかけに不凍タンパク質の認知度
は徐々に高まってきていると感じている。一方で、販売して
から 3 年弱経過しているが、実用化へと繋がった実績は十
分ではない。

しかし、この不凍タンパク質は将来的に広く実用化され
るものと確信している。現在、細胞保存の分野では、大学
や研究機関と共同でさまざまな細胞を使った評価を進めて
いる。また、寒冷地での凍結制御や製品製造時の凍結制
御の課題に対し、各企業と取り組みを進めている。食品に
おいても、ニチレイでは検討していなかった食材で効果が
見られ、相手先企業からは食品向けに利用できるのであ
ればすぐにでも使いたいという声をいただいている。原料
や製造法においても、当初は食品向けと決めていたために
除外していた原料や製造方法を今では再検討している。そ
の結果、従来では見られない性能を発揮できる不凍タンパ
ク質が見つかってきており、現在はその大量調製に向けた
取り組みを進めている。性能が高い不凍タンパク質の作用
メカニズムの解明を行うことで、より効果的な不凍タンパク
質を人工的に製造することもできるかもしれない。それが
可能になれば製造コストの課題もクリアできると確信してい
る。不凍タンパク質の作用は ppm オーダーでの効果が期

図 3　販売している不凍タンパク質試薬の外観

表２ 販売している不凍タンパク質製品の一覧（2019 年 5 月現在）

高度精製 魚類由来 不凍糖タンパク質

高度精製 魚類由来 I 型不凍糖タンパク質

高度精製 魚類由来 II 型不凍糖タンパク質

高度精製 魚類由来 III 型不凍糖タンパク質

粗度精製 魚類由来 不凍糖タンパク質

粗度精製 魚類由来 I 型不凍糖タンパク質

粗度精製 魚類由来 II 型不凍糖タンパク質

粗度精製 魚類由来 III 型不凍糖タンパク質

100 mg

100 mg

100 mg

100 mg

1 g

1 g

1 g

1 g

製品名 販売単位
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待できるため、しっかりと水に作用させることができればわ
ずかな量で十分な効果を発揮するからである。

不凍タンパク質を幅広い分野で活用していくためには、
それぞれの分野で課題があることは認識している。例え
ば、食品向けに製造するには、夾雑物による味や風味の影
響がなるべく抑えられた製品を製造する必要がある。また、
医療向けに製造するには、動物由来の原料基準を満たした
製造法を確立していくなどの必要がある。ニチレイでは試
薬販売での実績が得られていることもあり、不凍タンパク
質の研究開発を継続できている。今後は大学や研究機関と
の共同研究に限らず、企業間での連携も強化し、世の中の
課題を不凍タンパク質の取り組みを発展させながら解決して
いきたい。
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査読者との議論
議論１　全体について　
コメント（湯元昇：国立循環器病研究センター）

不凍タンパク質の産業応用が冷凍食品分野での実用化から他分野
への応用にかわっていく中でシナリオが変化していくことを詳細に記
述した興味深い論文です。「報告」として投稿されていますが、シナ
リオやその構成要素（選択・統合）についての著者の独自性が見られ
ることから、シンセシオロジー誌の「研究論文」としての要件を満た
していると考えられます。従って、「研究論文」として掲載することを
推薦します。

コメント（後藤雅式：産業技術総合研究所）
この論文は、不凍タンパク質に関するニチレイ、産総研それぞれの

基礎研究から、実用化を目指した両者の共同研究、さらには製品化
までをまとめたものです。大量生産、実食品への応用など、アカデミ
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掲載を推薦いたします。

2.2 項の「先行研究をすべて鵜呑みにすることの危険性」などは、
基礎研究、実用研究を問わず考えさせられる事柄です。また、2.4
項で野菜や水産品、畜肉の冷凍耐性を高められない原因を突き止め
たことが、当時の限界を見極め、方向転換をするきっかけになったと
いう点で、製品化においても基礎研究の重要性を物語っているので
はないでしょうか。一方、3.2 項には本業とは異なる製品化の苦労話
が記載されていますが、我々が知る由もない企業内の状況を垣間見
ることができ、楽しく読ませて頂きました。

議論2　シナリオの変更について　
コメント（後藤雅式：産業技術総合研究所）

シナリオの変更が成功のきっかけであると思います。今でこそ、オー
プンイノベーション戦略をとっている企業は多いと思いますが、当時
は、社外への情報、物質の提供について抵抗は無かったのでしょうか。

回答（井上敏文）
当社製品への応用に向けた取り組みを進めていたことから、社外

への提供には反対の声もありました。ただし、期待していた食品群
において、十分な効果が認められなかったこともあり、出口が見えな
い状態にありました。最初の試供品の取り組みでは物質移動合意書
に使用目的を記入いただき、成果や発明が出た場合は当社と協議す
るような制約を設けることで、社内のコンセンサスを取りました。

議論3　将来展望について
コメント（湯元昇：国立循環器病研究センター）

今後、不凍タンパク質をどのような分野で展開するかは検討中とは
思いますが、もう少し具体的な展望（例えば、細胞保存の分野とか）
とそこでの課題について記述して頂けないでしょうか。

コメント（後藤雅式：産業技術総合研究所）
恐らく、最も重要な部分は、将来展望だと思います。試薬としての

製品開発には成功したものの、大きなビジネスにするためには、アプ
リケーション開発が課題です。特に、途中で頓挫するかたちになった
細胞に対する活用を成功させ、食品のみならず医療分野への応用を
図って頂きたいと思います。

回答（石井寛崇）
5 章に不凍タンパク質の実用化に向けた各分野の取り組み例の紹

介と食品向けと医療向けの課題を追記しました。細胞保護効果につ
いては産総研の津田栄博士が長期間にわたり粘り強く研究されていま
した。細く長く続けていれば、よりよい活用方法や活用先が見つかる
ということは細胞保存に限らず、すべての用途開発に言えることだと
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思います。不凍タンパク質の細胞保護効果は、既存の細胞保護剤と
は異なる作用で働いていると考えています。作用メカニズムの解明が
進むことで、実用化の推進が期待できます。当社では効果が期待で

きる不凍タンパク質の開発を進め、作用メカニズムの解明については
外部と連携しながら進めていきたいと考えています。
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1. はじめに
気体中に浮遊する固体または液体の粒子と媒体気体の二

相系をエアロゾルという。エアロゾルは、気中粒子の健康・
環境への影響、放射性物質の気中輸送、地球温暖化への
関与、およびクリーンルームの管理などに関わりがあるた
め、広い分野で学際的関心が持たれている。また、負の
側面ばかりでなく、エアロゾルによる新規材料創出など、
有効活用の側面からの関心もある。

エアロゾルが関わるこのような効果や現象を評価・推定
する目的で、エアロゾル粒子の様 な々特性の測定が行われ
る [1]。中でも粒径（粒子の直径）は、エアロゾルが関わる
多くの現象に大きな影響を与えるため、重要な測定対象と

榎原 研正 1 ＊、Charles R. HAGWOOD2、Kevin J. COAKLEY2、福嶋 信彦 3、
Kittichote WORACHOTEKAMJORN4、田島 奈穂子 1、桜井 博 1

エアロゾル粒子をその質量に応じて分級することができるエアロゾル粒子質量分析器（APM）を開発した。APMは分級後の粒子を計
数する装置と組み合わせることにより、粒子質量分布の測定の目的で使用することができる。APMの開発によって、質量分析器や天秤
といった従来の質量測定技術がカバーしない質量範囲の一部を測定できるようになった。また、エアロゾル粒子の密度、空孔率、フラク
タル次元、質量濃度などエアロゾル粒子の様 な々特性を評価する新しい技術の開発が進んだ。この論文では、エアロゾル粒子の質量測
定の意義、APMと他のエアロゾル粒子分級装置との原理の違い、APMの製品化までの道のり等について、構成学の観点から述べる。

エアロゾル粒子の質量を測る
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Measurement of mass of aerosol particles

なっている。ただし、エアロゾル粒子は一般に非球形であ
るため、幾何学的粒径に代わる幾つかの有効径が測定対
象となる。一方、粒子の質量は、粒子形状に依存しない粒
子固有の特性であり、個々の粒子に含まれる物質の量を直
接反映する指標として、また粒子の運動や外的効果に関
与する物理量として、粒径に劣らない重要性をもつ特性と
考えられる。しかし、エアロゾル粒子の質量を測定する技
術はこれまで知られていなかった。この論文では、エアロ
ゾル粒子の質量の測定脚注 1 を初めて可能としたエアロゾル
粒子質量分析器（Aerosol Particle Mass Analyzer; 以下
APM）の開発について、構成学の観点から述べる。
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2　粒子質量測定の意義
ここではまず 2.1 節において、エアロゾル粒子の質量が

様々な粒子特性の中でどのように位置づけられるかを説明
する。これにもとづき 2.2 節では、粒子質量の測定技術の
開発がエアロゾル測定の中でどのような意義があるかを述
べる。2.3節では我々が粒子質量に着目した理由を述べる。
2.1　粒子質量と有効径

エアロゾル粒子の多様な形状の例を図１に示す。粒子質
量は、どのような形状の粒子についても一意的に定義でき
る物理量である。しかし粒径はそうではない。非球形粒子
に対しては、粒径に代わる幾つかの有効径、すなわち何ら
かの物理量に着目してそれが同じ大きさをもつ球形粒子に
換算した直径が用いられる。代表的な有効径として、移動
度等価径・空気力学径などの運動学的等価径、体積等価
径・表面積等価径などの幾何学的等価径、および光散乱
等価径などの光学的等価径がある [1]。以下では、粒子質
量と関わりの深い運動学的等価径について説明する。

移動度等価径 DB は、一定の外力場中に置かれた気中
粒子の終端速度（速度の漸近値）と外力の比として定義さ
れる力学的移動度 B の大きさ脚注 2 が同じ球形粒子に換算
した直径である。直径 D の球形粒子の力学的移動度は、
ηを媒体気体の粘性係数、C（D）をすべり補正係数（Stokes
の法則からのずれを表す係数）として、

　B = C（D）/3πηD　　　　　　　　　　　　　　（1）

で与えられる。非球形粒子については、Bが既知のとき、上
式をDについて解いたものが移動度等価径DBである。Bや
DBは粒子の幾何学的広がりのみで決まり、質量や密度に依

存しない。なお、Bと粒子の電荷qの積z = qBは電気移動度
と呼ばれ、その測定技術（3.2節参照）が発達していること
から、力学的移動度の代わりに測定されることが多い。以
下では混乱のない範囲で、力学的移動度もしくは電気移動
度を単に移動度ということがある。

空気力学径 DA は運動学的等価径の一種で、重力や慣
性力のように粒子質量 m に比例する力の場の中で粒子が運
動するとき、それと同じ終端速度を有する密度 1 g/cm3 の
球形粒子（すなわち丸い水滴）に換算した直径である。重
力 mg（g は重力加速度）のもとでの終端速度νT は、νT = 
Bmg と書ける。直径 D の丸い水滴についてm = ρ0πD3/6
（ただしρ0=1 g/cm3）であることを使うと、νT の表式中の
g にかかる係数は

　mB = C（D）D2ρ0/18η　　　　　　　　　　 （2）

と書ける。従って重力場中（もしくは既知の大きさの加速度
場中）での終端速度vTの測定からmB積の大きさが求まっ
たとき、上式をDについて解いたものが空気力学径DAであ
る。DAが同じ大きさの粒子は、粒子の形状にかかわらず、同
じ加速度場中で同じ終端速度をもつ。これがDAを知りたい
理由の一つである。

式（1）、（2）から、m、DB、DA の 3 つの量のうち 2 つが
わかれば残りは決まることがわかる。例えば m が既知であ
れば、DB からDA を、逆に DA からDB を知ることができる。
また一般に、質量 m と他の何らかの粒子特性を同時に測
定することにより、粒子の様々な特性評価が可能であるこ
とがわかってきている（4 章参照）。
2.2　エアロゾルの外的効果

図1　様 な々粒子形状の例：（a）ポリスチレンラテックス粒子、（b）Al2O3粒子、（c）ディーゼル排気粒子、（d）単層カーボンナノチューブ。
写真（a）は JSR（株）の提供による。写真（b）、（c）は参考文献 [2]、（d）は参考文献 [3] から許可を得て再掲。 

脚注1：厳密には、質量分布の測定というべきであるが、簡単のためこの論文では質量の測定と表現する。エアロゾル測定では，特定の一粒子でな
く粒子群全体に関心があるため、ほとんどの場合に粒子特性の分布が測定対象となる。また，「粒子質量の測定」は、捕集した粒子全体の秤量で
はなく、個々の粒子の質量分布測定を表している。
脚注2：Bは一般にテンソルであるが、ここでは簡単のためスカラーとして扱う。

(a) (b) (c) (d)

0.2 µm
0.5 µm 0.2 µm
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先に述べた有害性・有用性を含むエアロゾルの様 な々働
きをここでは外的効果と呼ぶことにする。エアロゾルの外
的効果を制御するためには、その効果の大きさを評価する
必要がある。しかし外的効果を直接評価するのは一般に
容易でなく、また有効でない場合が多い。例えば、ナノ粒
子に懸念されている有害性の場合、ヒトの健康の悪化がそ
の外的効果であるが、それを直接かつ精確に評価するの
は困難であるだけでなく、予防の目的には役立たない。そ
こで、様々な粒子特性をあらかじめ測定しておき、これら
と生体毒性の関係を明らかにする吸入暴露試験等が行わ
れる。エアロゾルの外的効果の制御は、このようにして明
らかになった粒子特性─外的効果の関係と粒子特性の測
定結果にもとづいて行う必要がある。

一般に、エアロゾルの特定の外的効果がどのような粒子
特性と強い関係を有するかは、先験的にわかるわけではな
い。例えば、ナノ粒子の生体毒性が、サイズ脚注 3、質量、
形状、表面積、化学成分等の特性のいずれに強く依存す
るかは、吸入暴露試験を行うまでは不明である。従って、
エアロゾル測定の立場からは、できるだけ多様な粒子特性
を測定できる技術を整備しておくことがその使命の一つで
ある。粒子質量を測定可能量の一つに加えることは、この
点で重要である。
2.3　粒子質量に着目した理由

粒子質量を測ろうと考えたのは、その明確なニーズがあっ
たからというよりは、むしろその技術がそれまでに存在し
なかったからという理由による。粒子質量を測定したいと
考える研究者はエアロゾルのコミュニティの中にいたかもし
れないが、そのようなニーズが明示的に喧伝されることは

なかった。ただし、質量は粒子の基本的な物理特性なの
で、これが測定可能量になれば、エアロゾルのふるまいや
外的効果の解明に寄与し得るものと期待された。実際その
通りであったことは、APM の実用化後に、その様々な利
用技術の開発が進んだ（4 章参照）ことからうかがえる。

3　エアロゾル粒子質量分析器（APM）
3.1　既存の粒子分級装置

エアロゾル粒子の何らかの物理量の分布を測定する主
な方法の一つは、粒子をまずその物理量について分級し
ておき、分級後の粒子の量を求めることである。分級物
理量の大きさを変更しながら粒子量を求めれば当該物理
量の分布がわかる。粒子の量は、個々の粒子を計数する
凝縮核式粒子計数器（CPC）や光散乱式気中粒子計数器
（LSAPC）、帯電粒子が運ぶ電流から粒子数を求めるエ
アロゾル電流計、あるいはフィルタ上に捕集した粒子を
秤量する天秤などを用いて測定される。

表１に、既存の代表的なエアロゾル粒子分級装置につい
て、利用される力と分級対象となる粒子特性を示す [4]。粒
子が周囲気体と相対速度νで運動するとき、粒子には気体
から流体抵抗（−ν/B）が働く。粒子の分級は、粒子に印
加する外力と流体抵抗の平衡によって実現されるとみなす
ことができる。例えば、微分型電気移動度分析器では、
電極中の帯電粒子に働く静電気力（電荷 q に比例）と流体
抵抗（B に反比例）の平衡条件から定まる電気移動度（qB）
の特定の値をもつ粒子のみが外に取り出される（3.2 節参
照）。同様に、粒子質量に比例する力（慣性力、遠心力、
重力）を利用する分級装置では、これらの力と流体抵抗の

表　エアロゾル粒子の代表的な分級装置において利用される力と分級対象特性

脚注3：粒子の幾何学的広がりの程度をここではサイズという。有効径はサイズの定量的指標である。

力の種類

関与量

分級装置
微分型電気移動
度分析器

拡散バッテリ

インパクタ

遠心分離型分級
器 ( 注 2)

エルートリエータ

静電気力 拡散力 慣性力 遠心力 重力 流体抵抗

分級対象特性電荷
(q) ( 注 1) 質量

(m)
質量
(m)

質量
(m)

移動度
(B) 

移動度等価径

移動度等価径

空気力学径

空気力学径

空気力学径

(注 1) 拡散力は粒子の個数濃度を nとして－kT(∇n)/n で表され（kはボルツマン定数、Tは熱力学温
　　　 度）、個別粒子の物理量には依存しない。
(注 2) Stöber 型遠心分離器、Goetz スペクトロメータ、円柱型エアロゾルスペクトロメータ等。
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平衡で分級が実現され、その結果、mB 積で決まる空気
力学径が分級対象特性となる。このように、既存の粒子
分級装置では移動度に反比例する流体抵抗が主要な役割
を果たすので、分級対象特性から移動度依存性をなくすこ
とができず、結果として粒子質量の分級を実現することは
できなかった。APM では、流体抵抗が力の平衡に関与し
ないようにすることにより、粒子質量が分級できるように工
夫した（次節参照）。
3.2　APMの原理

この節では、APM の原理を、移動度分級の目的で使
われる微分型電気移動度分析器（diff erential mobility 
analyzer; DMA）[5]と対比して説明する。図2に示すように、
DMA の主要部は同軸円筒型の電極で、電極内を軸方向に
流れる清浄空気中に、外側円筒上部に設けたスリットを通
じて試料エアロゾルが導入される。エアロゾル中の粒子は
電気移動度の大きさに応じて異なる軌跡に従って電極内を
運動し、特定の電気移動度を有する粒子のみが内側円筒
下部に設けたスリットから取り出される。DMA は CPC と
組み合わせてエアロゾル粒子の粒径分布（厳密には移動度
等価径分布）を測定する目的で広く普及している。

一方、APM もその主要部はやはり同軸円筒型電極であ
るが、内外の電極が同じ角速度で回転する機構となってい

る（図3）。電極間に導入されたエアロゾル中の帯電粒子は、
内側方向への静電気力と外側方向への遠心力の影響の下
に運動し、これらの二つの力が平衡する粒子、すなわち特
定の質量電荷比を有する粒子のみが電極下部から取り出さ
れる脚注 4。分級対象特性が質量電荷比であることから、エ
アロゾル粒子質量分析器の名前を与えた [6]。

粒子が気体の中を運動する分級原理では、粒子に働く流
体抵抗が移動度に依存するため、粒子質量の分級はできな
い。一方 APM において電極を通り抜ける粒子は、周囲空
気と同じ速度で運動するため、流体抵抗が働かない脚注 5。
このことが粒子質量の分級を可能としている。DMAを含む
従来の分級装置は、一外力場中での粒子の移動距離の違
いを利用している点で、いわゆる偏位法に分類できる。こ
れに対し、APM は二つの外力の平衡を利用する零位法に
分類できる。この違いが質量分級の可否につながっている。

APM の質量分級性能は、APM 伝達関数脚注 6 Ω（m; V）
で特徴づけることができる [6]。これはV をパラメータとす
る m の関数で、電極の印加電圧をV、回転速度をωに固
定したとき、質量 m の粒子について電極入口に到来する
粒子数流束と出口から出て行く粒子数流束の比として定義
される。伝達関数は、電極内での粒子の運動方程式を解
くことにより部分的に数値解析を行って計算することがで
きる。個数濃度の質量分布が n（m）で表されるエアロゾル
が APM に吸引されるとき、APM から取り出される粒子
数濃度は伝達関数を用いて理論的に

C（V）＝∫n（m）Ω（m;V）dm

8

0
　　　　　　　　　 （3）

図 2　微分型電気移動度分析器（DMA）の原理 図 3　エアロゾル粒子質量分析器（APM）の原理
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脚注4：APMは厳密には質量電荷比の分級装置というべきであるが、粒子の電荷の大きさは幾つかの条件下で推定可能なため、ここでは質量の分
級装置として扱う。
脚注5：厳密には、粒子が取り出されるまでに動径方向に最大で電極間ギャップに相当する距離を運動する。粒子質量の分級分解能は、この動径
方向運動によって移動度依存性を持ち得るが、これについてはここでは触れない。
脚注6：APM電極から取り出される粒子数流束と電極に導入される粒子数流束の比を粒子質量の関数として表したものを、DMAに対する同種の
用語にならってこのように呼んでいる。
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と表すことができる脚注7。印加電圧Vについての関数C（V）
をAPMスペクトルと呼ぶ。様 な々Vの値についてのC（V）を
実験で求め、これを式（3）の理論スペクトルができるだけ
再現するようにn（m）を定めることで、試料エアロゾル粒子
の質量分布を求めることができる[7]。
3.3　APMについての第三者研究

APM の原理の発表以降、APM の実用化を目的に我々
が実施した研究以外に、他の研究グループによるAPM の
特性やデータ解析方法に関する研究が行われている。これ
らは APM 伝達関数の実験的評価 [8] や理論的解析 [9]、ブ
ラウン拡散の効果の評価 [10]、データ解析のための逆問題
解法の検討 [11] などである。これらの技術的詳細について
はここでは触れない。

APM は内外の電極が同じ角速度で回転するように設
計した。この制限を外し、内側電極を外側よりも高速に
回転するように設計されたクウェット遠心粒子質量分析器
（Couette centrifugal particle mass analyzer; CPMA）
が当時ケンブリッジ大学にいた Olfert と Collings により開
発 ･実用化された [12][13]。APM では二つの外力の平衡は、
不安定な平衡に対応するが、CPMAではこれを安定な平
衡とすることができる。その結果、分級分解能が同じ条件
で運転するとき、理論的には電極からより多くの粒子を取
り出せる可能性がある。現実の CPMAでは、おそらく電
極内流れを理想的なクウェット流脚注 8 に維持することが工
学的に難しいとの理由で、理論性能を達成する装置はまだ
実現できていない [13]。しかし理想的な装置が実現できれ
ば、APM の粒子通過率を向上できる装置として期待でき
る。なお、以下ではCPMAも含めてAPMと呼ぶことにする。
3.4　質量測定装置としての位置づけ

図 4 に物体の質量を測る代表的な装置のおよその対象
質量範囲を示す。微小質量向けに作られた天秤の最小
読取りは 0.1 µg 程度である。TEOM（Tapered Element 
Oscillating Microbalance；先細振動子マイクロバランス）
は、PM2.5 などの空気中の粒子状物質を振動子上に捕集し

たときの固有振動数の変化から捕集質量を求めるもので、
およそ10-11 g から10-5 g が対象質量範囲である [14]。一方、
原子 ･ 分子の質量は質量分析器で測定され、そのうち測定
可能範囲が広い飛行時間型の質量分析器（TOF-MS）で
は、約 1.7 ×10-24 g から約 1.7 ×10-18 g（1 DA からおよそ
106 DA）が対象質量範囲である。
　以上のように既存の質量測定装置では、およそ10-18 gか
ら10-11 gの質量範囲がカバーされていなかった。APMはこ
の空白範囲を部分的に埋めるもので、およそ3×10-18 gから2
×10-12 gを対象質量範囲としている[7]。

4　APMの利用技術
APM の実用化後、これを利用したエアロゾル粒子の新

しい特性評価技術の開発が進んだ。これらは、APM 開
発の直接的成果と言えるので、以下ではこれらについてや
や詳細に述べる。
4.1　有効密度[15]-[20]

DMA と APM を直列に接続し、分 級された粒子を
CPC 等で計数することにより、粒子の有効密度の分布を求
めることができる。有効密度とは、質量 m を直径が移動
度等価径 DB に等しい球形粒子の体積で割ったものと定義
され、粒子が球形であれば粒子密度に一致する。有効密
度は、成分物質や粒子の形態（モルフォロジー）を反映する
ことから、単にサイズ分布の測定だけでは得られない情報
をもたらす。DMA-APM を利用した有効密度測定の方法
はミネソタ大学の McMurry らにより提案された [15]。彼ら
はこれを利用して、アトランタ市の大気中粒子が、有効密
度が大きい成分と小さい成分の二成分で構成される場合が
あることを初めて示した。彼らの研究以来、各地の大気エ
アロゾル粒子や実験室で発生した様々な種類の粒子の有
効密度測定が行われている [16]-[20]。
4.2　真密度・粒子密度[2][21][22]

エアロゾル粒子の体積を電子顕微鏡等で決めることが
できれば、APM による粒子質量測定結果と併せて、粒子

脚注7：簡単のため、ここではAPMに入る粒子はすべて1価帯電であると仮定した。このような条件はAPMの上流側にDMAを配置することにより
近似的に実現可能である。
脚注8：有限の相対速度をもつ2枚の平面状や同軸円筒状の面間の粘性流体の流れを一般にクウェット（Couette）流と呼んでいる。クウェット流で
は、面間運動に平行な方向の流速には面に垂直方向の勾配が生じる。
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図 4　代表的な質量測定装置の対象質量範囲（TOF-MS： 飛行時間型質量分析器、TEOM： 先
細振動子マイクロバランス）
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の密度が求まる [2]。得られる密度は、計算に用いる体積
の値が空孔（ボイド）を含まない場合は真密度（material 
density）、含む場合は粒子密度（particle density）となる。
メリーランド大学の Kimらはこの方法を用いて、多層カー
ボンナノチューブの密度（中空部分を含む粒子密度）の決
定に成功している [21]。同様の方法で、ディーゼル排気粒
子、金属粒子、酸化金属粒子などの密度測定が行われて
いる [2][22]。
4.3　粒子質量･粒子体積[23]-[32]

揮発性成分を含むエアロゾル粒子は、加熱前後の粒子
質量の比較から、揮発性成分の含有率を求めることができ
る。当時ミネソタ大学にいた桜井らは、この方法によりディー
ゼル排気粒子の揮発性成分の割合を粒径別に調べた [23]。
また、カリフォルニア大学ロサンゼルス校の Lallらは、凝
集粒子に対して彼らが提唱している理想凝集モデルの妥当
性を実験的に検証する中で凝集粒子の質量を求めるために
APM を利用した [25]。

粒子の真密度ρm がわかる場合には、粒子質量 m から
粒子体積が求まる。東京大学の茂木らは、地球温度に影
響を与える大気中の元素状炭素粒子（ブラックカーボン）
の量を光学的に測定するSingle Particle Soot Photometer
の性能評価において、炭素粒子の体積を求めるためにこの
方法を利用している [24]。
4.4　質量濃度[33][34]

PM2.5 や浮遊粒子状物質（SPM）のように、空気中に
含まれる特定の空気力学径以下の粒子の質量濃度（単位
空気体積あたりの総質量）M は、大気の粒子汚染を監視
する目的で用いられている。粒子の質量濃度の標準的測
定法は、フィルタ上に捕集した粒子の天秤による秤量であ
るが、捕集中に起こりえる揮発や他成分吸着などが測定
の系統誤差となり得ること、秤量可能な質量を捕集するま
でに時間がかかることなどの欠点がある。ミネソタ大学の
Park らは、移動度等価径 DB を指定したときの平均粒子
質量 （DB）を DMA-APM-CPC の組合せで求めておき、
別途 DMA-CPC の組合せで求める移動度等価径の個数
分布 dN/dDB（N は個数濃度）を併用して、次式から質
量濃度を求める方法を提案した [33]。

M＝∫m（DB）      dDBdDB
dN

　　　　　　　　　　　　（4）

この方法は、粒子の捕集を要しないオンライン測定であるた
め捕集に伴う測定バイアスの発生がないこと、および（DB）

が時間的に安定していればdN/dDBの測定だけからMを求め
られるため粒子質量濃度の低い清浄空気に対しても短時間
でMを測定できること、などの長所がある。
4.5　フラクタル次元[35]-[49]

図 1（b）、（c）の例のように、１次粒子が凝集することで
成長が進む凝集粒子については、フラクタル次元脚注 9 が粒
子形状の指標の一つとなる。粒子質量 m、移動度等価径
DB、フラクタル次元 df の間にはいくつかの条件のもとで
近似的に次のスケーリング則が成立することが知られてい
る [50]。

　m∝DB
df　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （5）

成長の様 な々段階にある多数の凝集粒子を対象に、DMA-
APMの組合せを用いて（DB, m）を測定することによりdf

が求まる。この方法はミネソタ大学のParkらによって提案
され、ディーゼル排気粒子のフラクタル次元のエンジン負
荷依存性が明らかにされた[35]。チューリッヒ工科大学の
Eggersdorferらは、実験室内で発生した銀のナノ凝集体を
温度を変えて焼結させると、dfは2.07（焼結温度20 °C）から
球に近い2.95（600 °C）まで変化することを示している[47]。 
4.6　動的形状因子[51][52]

　非球形粒子の移動度Bと、その粒子と同じ体積をもつ球
形粒子の移動度Bveの比は動的形状因子χとして知られてい
る。粒子形状の球形からのずれが大きいほどχの1からのず
れが大きくなるため、χは粒子の形状を表す指標の一つとし
て利用される。上記4.3節の方法で粒子の体積がわかれば
Bveを計算することができ、またBはDMAを用いて測定でき
るため、これらからχを求めることができる。

Pacific Northwest National Laboratory（米）の Deranik
らは APM、DMA、および 粒子 毎の成分 分析を行う
SPLATと呼ばれる装置を組み合わせた複合装置により、
動的形状因子を含む幾つかの特性を同時に評価する方法
を示した [51]。またドレスデン工科大学の Hillemannらは、
焼結温度を変えて発生した粒子の動的形状因子が焼結温
度にどのように依存するかを実験的に明らかにしている[52]。
4.7　空孔率[53][54]

空孔が粒子の内部に、もしくは表面に部分的に露出して
含まれる場合に、空孔体積と粒子の包絡面で囲まれた体
積の比を空孔率という。粒子包絡面がおよそ球形であれ
ば、移動度等価径から包絡面で囲まれた体積 Ve がわか
る。さらに粒子の材質が既知であればその真密度と粒子質

脚注9：現実のエアロゾル粒子は、フラクタルが満たすべき自己相似則に厳密には従わないことから、dfは質量移動度指数やフラクタル様次元など
と呼ばれることが多いが、ここでは簡単のためフラクタル次元と呼ぶ。
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量から、空孔を除く粒子体積 Vt がわかる。これらの比か
ら空孔率が計算できる。広島大学の Lee らは、幾つかの
製法で作成したシリカ粒子の空孔率の違いを、この方法を
用いて明らかにしている [53]。　
4.8　粒子毎の比表面積[3][55]

粒子の形状とサイズが一定の条件を満たすとき、移動
度等価径は粒子の投影面積等価径に近似的に等しいこ
とが知られている [56]。ウィルソンセンター（米）にいた
Maynardらは、移動度等価径 DB について分級した粒子
の質量分布の最頻値 をDMAとAPMの組合せで求め、
これらを用いた次の指標を定義した [3]。

Г=πDB2  m~ 　　　　　　　　　　　　　　　 （6）

粉体に対して測定される通常の比表面積は、粉体群全体の
総表面積と総質量の比を表すが、Гは粒子毎の表面積と質
量の比を近似的に表す。彼らは、単層カーボンナノチューブ
について、その製法やロットが違うとГが、従って物理化学
的特性が大きく違い得ることを示し、ナノ粒子の潜在的危
険性を評価する際に粒子特性のこのようなばらつきに配慮
する必要性を訴えている。

5　APM製品化までの道のり
APM の原理の着想からその製品化に到る過程の概略を

3 つの段階に分けて図 5 に示す。装置の試作を含む実験
的研究は、環境庁（現在の環境省）による公害防止等試験
研究費の課題（1994-1998）の一部として開始した。試作機
が稼働することが確認できたときには、装置の実用化は難
しくないと思われたが、実際には幾つかの深刻な問題が発
生し、それらすべての解決は、NEDO 材料ナノテクノロジー
プログラム「ナノ計測基盤技術プロジェクト」（2001-2007）
にまで持ち越すこととなった。各段階の経過の概略を以下

に述べる。
5.1　実現可能性の確認（第１段階）

APM の原理は、榎原が 1991 年から1992 年にかけて応
用統計学に関わる客員研究を行うために米国国立標準技
術研究所 （NIST）に滞在中に考案した。榎原は統計的実
験計画法の有効性を検証する目的で、DMA の性能評価
実験を行っていた。実験には NIST の Building and Fire 
Research Laboratory にいた Mulholland 博士の協力を得
ることができ、その成果は DMA に関する論文 [57] として
後に発表した。一方、この実験を進める中で、エアロゾル
粒子の質量を測定する技術がないことが気になっていた。
DMA が分級対象とする移動度は、非球形粒子に対しては
テンソル量で、粒子の空間姿勢にも依存するため、粒子固
有の量とは言えない。一方、粒子質量は粒子の形状によら
ない粒子固有の物理量であり、重要な測定対象量と考えら
れる。原子・分子の質量は、質量分析法で測定可能であ
る。これをエアロゾル粒子に適用することはできないだろう
か。しかし、エアロゾル粒子の質量は原子・分子と比べて
大きいため、装置が実用的でないほど大きくなる。また、
気中の粒子を真空に持ち込むと、粒子の変質や粒子数濃度
の大幅な低下が生じる可能性があった。そこで、粒子を気
中に浮遊させたまま質量を分級する方法を検討し、その結
果として 3.2 節に述べた仕組みを考案した。これだと机上
に置ける大きさの装置でエアロゾル粒子の質量分析が実現
可能である。

榎原が滞在していた NIST 統計工学課は理論系研究の
部署であり、新たな装置を試作し実験を進めることが困難
であったため、技術の公開を促進する目的で特許を申請
することとした。米国を対象とし、NIST に権利が帰属す
る特許 US5428220A が 1993 年に認められた。また後に
日本国内を対象とし工業技術院長に権利が帰属する特許
2517872 が 1996 年に認められた。

理論的検討
実験的評価

ヒステリシス
現象の解消 実用化研究

原理の着想 公害防止等試験研究費
（1994-1998）

NEDO計測基盤技術プロジェクト
（2001-2007）

製品化

プロトタイプ
装置試作

第2世代
装置試作

第3世代
装置試作

[1] 実現可能
　　性の確認

[2] ヒステリシス等の現象の解消 [3] 実用化研究

図 5　APM の製品化までの道筋
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NIST では幸運なことが二つあった。一つは、榎原が
滞在していた部署には確率論や数理統計学の専門家が多
くいたことである。APM を微小粒子に適用する際には、
粒子のブラウン拡散の効果を解析する必要がある。このた
めに必要な確率微分方程式に関する専門的知識を有する
HagwoodとCoakley にこの解析に参加してもらうことがで
きた。ブラウン拡散の効果を考慮した APM 伝達関数の性
質は 1995 年までに明らかになり、その成果は APM に関
する最初の論文となった [58]。

今一つは、米国出張中であった日本カノマックス（株）
の福嶋が NIST を訪れたことである。その際、APM 装置
の実現の可能性について榎原が福嶋に相談する機会を持
つことができた。福嶋はエアロゾル工学の専門的知識を有
していたため、APM の実現がエアロゾル測定の分野でど
のような意義があるかを直ちに理解することができた。ま
た、装置設計に必要な機械工学・電気工学・流体工学につ
いての包括的知識があったため、装置の実現のための技術
的課題がどこにあるかを具体的に予測することができた。

1994 年に計量研究所（現在の産業技術総合研究所 計
量標準総合センター）と日本カノマックスの間で共同研究契
約を締結し、その成果として 1995 年に APM の最初の試
作機（以下ではプロトタイプ装置と呼ぶ）が完成した。この
装置には幾つかの明白な問題があったが、粒径と密度が
既知のポリスチレンラテックス標準粒子（図 1（a））に対して、
およそ理論的に予想される質量位置に分級粒子のピークが
観測され [6]、APM の実現可能性を実験的に確認すること
ができた。
5.2　ヒステリシス等の現象の解消（第２段階）

プロトタイプ装置には、ベアリングを通しての試料エア
ロゾルの漏洩など幾つかの問題があった。これらを解消
し、さらに幾つかの点で性能向上を図った第 2 世代装置を
1996 年に試作した。この装置では、APM スペクトルの理
論的に予想される位置に粒子通過率のピークが確かに観測

され、実用に足る性能を有していると思われた。しかし、
性能評価実験を継続する中で、粒子通過率データの再現
性が統計的ばらつきでは説明できないほど低くなる場合が
あること、また APM スペクトルのピーク高さが理論的予
想よりも明白に低くなる場合があることなどの現象が 1997
年に見つかった。これらの原因が何か、榎原と福嶋の間で
時間をかけて検討したが、明瞭な手がかりがつかめなかっ
た。そこで、いずれも 2000 年に産総研に客員研究員とし
て滞在することとなったプリンスオブソンクラ大学（タイ）
の Worachotekamjorn と NIST の Coakley に参加しても
らい、実験と理論の両面からあらためて体系的に検討を進
めることになった。

実験的評価では、APM の電極電圧を別の値に切り替え
た後、粒子通過率が一定の値に漸近するまでに理論的予
想よりずっと長い時間がかかること、および漸近の方向が
前回電圧の値に依存するヒステリシス現象が見られること
（図６の「第 2 世代」とあるデータ）が判明し、これらの
現象の粒子質量や運転条件への依存性の詳細が明らかに
なった [59]。

理論的には、電極電圧設定値のステップ状変化を考慮し
た非定常の確率微分方程式を数値的に解くことで粒子通
過率の過渡応答を調べた。この中では、器壁近傍の運動
速度が遅い粒子の存在、電圧設定値切り替え直後からの
粒子軌跡の時間変化、それらへのブラウン運動などの影響
などを考慮した計算を行ったが、原因究明には至らなかっ
た。しかしこれらの計算結果は、検討の焦点を絞り込むた
めの貴重な情報となった。

原因究明はその後しばらく進まなかったが、2002 年に可
能性のある一つのモデルが浮上した。第２世代装置の電極
出口の下流側には、正負電極を分離するための絶縁体の表
面が帯電粒子の流れに露出している部分がある。図 7 に示
すように、電極に電圧を印加すると、静電気力により絶縁
体表面に帯電粒子の付着が生じる。付着が時間的に進むと
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図 6　第 2 世代 APM の時間応答に見られたヒステリシス現象と、改良した第 3 世代 APM の時間応答
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これらが二次的に作る静電場に由来するクーロン斥力が強
くなるため、この部分を通過する粒子数流束が減少する。
時間が十分経過した後の付着粒子数の漸近値は印加電圧
が高いほど多くなることからヒステリシスが説明できる。

このモデルに基づき、正負電極の絶縁方法を工夫して問
題の現象が生じないようにした第３世代装置を 2003 年に
試作した。その時間応答特性を調べたところ、図 6 の「第
3 世代」と示すデータのように、遅い応答とヒステリシスの
両方が解消されていることが確認できた [60]。さらに、理論
的に予想される粒子通過率の値が実験値とほぼ厳密に一
致することもわかった。これによりAPM 実用化までの道
が一気に見通せるようになった。第２世代装置の問題が発
覚した 1997 年からここに至るまで約 6 年の時間を要した。
5.3　実用化研究（第３段階）脚注10

ヒステリシス現象の問題が解消された後は、分級分解能
の向上、電極を横置き（回転軸を水平方向に設置）するこ
との可能性、遠心力に伴う電極変形の評価と低減、電極
部の機械加工精度の向上など、装置を実用化するための検
討を進めた。また APM をディーゼルナノ粒子の特性評価
や質量濃度測定に応用する研究も行った [16][34]。この中で、
電極電圧を時間の関数として階段状でなく連続的に変化さ
せる走査モード運転においてもほぼ同様の精確さを与える
APM スペクトルが得られることを桜井が見いだした [61]。

これにより1 セットのAPM スペクトルを得る時間をこれま
でのおよそ40 分から数分に短くできる可能性が開かれた。

最初の市販装置 APM Model 3600（日本カノマックス）
は 2008 年に販売が開始された。この装置は、試料エアロ
ゾル流量 1 L/minで、0.01 fg から 100 fg の質量範囲の
粒子を分級可能である。田島と桜井はこの装置の詳細な
性能評価を行う中で、粒子質量に応じた最適な運転条件
を選択するツール“APM operation diagram”を提案し
た [7]。その後、田島を中心とする詳細な設計パラメータの
解析 [62] を経て、試料エアロゾル流量は 0.3 L/minと小さ
いが Model 3600 とほぼ同等の分級性能を有する小型の
Model 3601 が 2012 年に開発された。その本体部（図８）
の寸法は、幅 430 mm、奥行 200 mm、高さ 140 mmで
ある。現在は、このモデルの制御方法を改良した Model 
3602 が販売されている。
5.4　実用化と製品化の間の壁

実用的な技術を開発しても、それが必ずしも製品化に
結びつくわけではない。特にその技術に対するニーズが関
連コミュニティの中で明白に意識されていない状況の中で
は、その技術がどの程度受け入れられそうかの予測が立ち
にくく、製品化に進むことは簡単ではない。実用化と製品
化の間には低くない壁がある。

ミネソタ大学の McMurry 教授は、第２世代 APM を試

図 7　APM 応答のヒステリシス現象を説明する電極出口の下流側部分のモデル。
絶縁体表面に付着する帯電粒子によるクーロン斥力のため、印加電圧の大きさに応じてこの部分
を通過できる粒子数割合が変わる。

正に帯電した粒子

at 0 V

at 0 Vpeak

at 0 Vhigh

陽極 絶縁体

陰極

クーロン斥力

脚注10：この論文では研究過程を具体的に説明する目的で、特定の商品名を記載することがある。このような記載は米国国立標準技術研究所によ
る推奨を意味するものではなく、またその商品がその使用目的に最良のものであることを意味するものでもない。



研究論文：エアロゾル粒子の質量を測る（榎原ほか）

−101−Synthesiology　Vol.12 No.2（2019）

作した直後に早くもこれに関心を寄せ、これと同型の装置
を利用して行った研究の成果を10 編以上の論文にして発
表した。ミネソタ大学はエアロゾル研究における世界的な
中心の一つと見なされており、McMurry 教授はその研究
陣の一人としてすでに著名な存在であった。彼の研究を通
じて APM という装置が国際的に認知されたことが、製品
化の壁を乗り越える重要な鍵となった。

McMurry 教授が APM に関心を寄せた背景に、1994
年に榎原がミネソタ大学に短期滞在したこと、またその数
年後に McMurry 教授が計量研究所を訪問したことがあ
る。いずれも APMとは関連のない目的での訪問であった
が、この中で APM の構想や第２世代装置の性能について
の情報を伝える機会があった。意図しなかったこのような
偶然的機会が、APM の製品化に重要な役割を果たした。

6　まとめ
エアロゾル粒子に働く遠心力と静電気力の平衡を利用し

て粒子の質量について分級するエアロゾル粒子質量分析器
（APM）を開発した。APM は、既存の質量測定装置が
カバーしない質量測定範囲の空白領域を部分的に埋めるも
ので、およそ 3 ×10-18 g から 2 ×10-12 g を測定対象範囲
とする。APM の応用技術として、有効密度、真密度、粒
子体積、空孔率、フラクタル次元、質量濃度など、エアロ
ゾル粒子の様々な特性の新しい評価技術が様々な研究グ
ループによって開発された。

深刻な技術的課題を解消しつつ装置を実用化するまで
に、エアロゾル測定の専門家だけでなく、動作原理の理論
解析のための数理的手法について専門的知識を有する研究
者、および装置設計に必要な機械工学・電気工学・流体工
学の包括的知識を有する研究者等の参加が必要であった。
開発プロセスの中でこれらの人々の参加が得られたのは、

図 8　APM Model 3601 の本体部

幸運によるところもある。また、装置開発の初期の段階か
らAPM に関心をもち、その存在の国際的な認知につなげ
てくれた研究者と交流を持てたのも幸運なことであった。

APM について研究すべき課題はまだ残されている。
電圧連続走査モード運転の市販装置への実装は未完で
ある。また APM は零位法にもとづく装置として正確さの
高い測定が期待できるため、APM を粒子質量のトレー
サビリティに利用できる可能性がある。0.01 fg 以下では、 
DMA 測定粒径からの予想質量と系統的にずれる可能性
があり [63]、この問題の解決も待たれる。さらに CPMA の
性能評価やその理想性能の実現も期待される。
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査読者との議論
議論１　全体について　
コメント（藤井 賢一：産業技術総合研究所）

近年、健康や環境、安全への関心が高まり、産業分野でもクリー
ンルームの管理などで微粒子評価の重要性が広く認識されるなか
で、従来、測定することができなかった微小質量領域にあるエアロ
ゾル粒子の質量を測るために筆者らが考案したエアロゾル粒子質量
分析器（Aerosol Particle Mass Analyzer：APM）の測定原理と、
そのために開発した装置を様々な粒子特性評価に応用した事例など
が紹介されているという点で、質の高い論文であると思います。

この手法によって、従来用いられてきた計測技術である電子天秤に
よる質量計測の下限の0.1 µg、先細振動子マイクロバランス（TEOM）
による質量測定範囲の 10-11 g から10-5 g、飛行時間型の質量分析器
（TOF-MS）による質量測定範囲の 1.7 ×10-24 g から1.7 ×10-18 g で
はカバーできなかった 3 ×10-18 g から 2 ×10-12 g の領域でのエアロ
ゾル粒子の質量が評価できるようになったということは極めて画期的
です。

2019 年 5 月 20 日にキログラムの定義が 130 年ぶりに改定され、
原器による定義からプランク定数による定義へ移行し、質量標準の
分野でも、これまで測定することができなかった 0.1 µg 以下の領域
での質量計測ニーズが高まっています。新しい測定領域の開拓という
点でとてもタイムリーな論文であると思います。

コメント（一村 信吾：早稲田大学）
エアロゾル粒子質量分析器（APM）原理考案から装置開発、さら

には実用化・製品開発に向けての様々な課題克服、および APM の
波及効果としての（主として他者による）様々な粒子特性評価技術の
開発までをコンパクトにまとめた論文です。「研究の目標設定と社会
的価値、それに至る具体的なシナリオや研究手順、要素技術の統合
のプロセスを記述」することを目的とした Synthesiology の研究論文
として掲載に値すると考えます。

議論2　エアロゾル粒子質量分析器（APM）の測定原理とその不
確かさ
質問1（藤井 賢一）

3.2 節に APM によるエアロゾル粒子の質量測定についての原理が
説明してあり、同じ角速度で回転する内外筒間に電圧を印加し、帯
電した微粒子の質量と電荷との比（質量電荷比）によって粒子を分級
するということは理解できますが、具体的に粒子の質量を導くのに必
要な測定パラメーターや誘導式などについての記述がありません。こ
のことを具体的に記載すると、読者がこの測定原理をより深く理解で
きるようになると思います。

回答1（榎原 研正）
APM の分級特性は APM 伝達関数により特徴付けられ、APM

で得られる実験データは伝達関数を用いて表すことができます。これ
らについての簡単な説明を 3.2 節に追加しました（改訂稿の式（3）を
含むパラグラフ）。伝達関数についての詳細な説明については、引用
文献を参照ください。

質問2（藤井 賢一）
APM による質量計測は、粒子一粒の質量を測るのではなく、質量

分布を測定することになる、との説明がありますが、代表的な例、あ
るいは、最高精度が得られた例でも結構ですので、質量分布の測定
における不確かさの考え方やその相対不確かさ、主な不確かさの要
因などについても触れて下さい。

回答2（榎原 研正）
 APM よりも測定の精確さに優れる（しかし測定の実用性には劣

る）方法として、平面電極を用いて静電気力と重力の平衡から粒子
質 量 を 求 め る“Electro-gravitational Aerosol Balance （EAB）”
を APM の派 生 技 術として開 発しました（Ehara, K. Takahata, 
K. Koike, M. Aerosol Sci. Technol. 40, 514–520 （2006）. および
Aerosol Sci. Technol. 40, 521–535 （2006）.）。EAB は、単分散粒子
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（粒径が均一な粒子）の質量を高精度に決定することができるため、
日本での粒子質量・粒径の国家計量標準として産総研で利用されて
います。EAB は 100 nm 準単分散ポリスチレンラテックス（PSL）標
準粒子（約 0.57 fg）に対して粒径（個数基準平均径）で 0.66 %、質
量（個数基準平均質量）で 1.9 % の相対拡張不確かさ（包含係数 2）
を実現しています。EAB については、本論文中に含めることを当初
は検討していましたが、論文の焦点が散漫になることを避けて、含め
ないことにしました。

APM は、50 nm から 800 nm の粒径範囲の PSL 粒子について、
EAB に基づいて決定した粒子質量と 5 % の範囲で一致することを確
認しています（文献７）。

質問3（藤井 賢一）
3.3 節で内側電極を外側よりも高速に回転するように設計されたク

ウェット遠心粒子質量分析器（Couette centrifugal particle mass 
analyzer; CPMA）についての説明がありますが、このなかで「クウェッ
ト流」という用語が出てきます。脚注などで説明して頂けると、この
測定原理の特徴が理解できるようになると思います。

回答3（榎原 研正）
3.3 節脚注にクウェット流についての説明を追加しました。

議論3　先細振動子マイクロバランス（TEOM）による質量計測の
信頼性
質問1（藤井 賢一）

3.4 節で先細振動子マイクロバランス（TEOM）による質量測定が
10-11 g から10-5 g の領域をカバーしているとの記述がありますが、振
動原理を用いているので、質量と振動数との関係を校正するのが、
トレーサビリティを確保するという点では難しい部分であると考えられ
ます。通常、TEOM ではどのような方法で質量標準へのトレーサビ
リティを確保しているのか、簡潔で結構ですので説明して下さい。

回答1（桜井 博、榎原 研正）
TEOM は、先細振動子の先端に交換可能な粒子捕集用フィルター

カートリッジを取り付けた状態でエアロゾルを連続吸引し、フィルター
上に捕集された粒子の質量を振動子の固有振動数の変化から求める
原理となっています。校正は、天秤によってあらかじめ質量を精確に
求めたフィルターカートリッジを取り付けたときと取り外したときの固
有振動数をそれぞれ求めることにより行われます。

質問2（藤井 賢一）
TEOM による粒子質量の測定では、質量と固有振動数との関係

を、天秤によってあらかじめ質量を校正しておいたフィルターを振動
子に取り付けたときと取り外したときのときの固有振動数の変化から
求める、ということが確かに幾つかの文献に記載されています。しか
しこの場合、天秤による質量測定の下限（0.1 µg）を振動原理によっ
てより小さい領域へと外挿することになるので、この外挿がどの程度
正しいのかということが問題になると思われます。また、振動子に取
り付けたフィルターに粒子がトラップされるので、振動子・フィルター・
粒子の系にばねで結ばれた何らかの力学的なカップリングがあれば、
粒子の質量が固有振動数に正しく反映されない可能性もあります。こ
のため、本当に 10 pg まで正しく外挿できるのか、という意見もあり、
振動原理による質量測定の信頼性を疑う声も質量標準の分野では少
なくありません。

その一方で、振動原理にもとづく質量計測は感度が極めて高いの
で、この原理を積極的に応用しようとする動きが特に MEMS の分野
を中心にあるのも事実です。

図 4 に TEOM による質量測定の範囲が示されていますが、1 pg
あたりで TEOM と APM による両者の測定結果を比較できると信頼
性の向上に繋がると思います。原理の異なる方法によって測定した結
果が整合するのかどうかを検証した事例は過去にあるのでしょうか。

回答2（榎原 研正）
異なる原理による測定の検証については、EAB（議論２に対する

回答参照）で測定した質量値と、別途測定した粒子密度とから算出
した粒径の値が、他の原理による粒径測定結果と比較された例があ
ります（Germer, T. A. et al., Proc. SPIE. 4779: 60–71, 2002）。同
一ロットの 100 nm ポリスチレンラテックス粒子に対して、EAB によ
る私たちの値（100.8 nm ± 0.67 nm）と微分型電気移動度分析器
（DMA）を用いて NIST が得た値（100.7 nm ± 1.0 nm）はよく一
致します。APM と EAB の間の整合性については議論 2 に対する回
答の通りです。このようなことから EAB やAPM は私たちが期待す
る水準の信頼性を有していると考えています。

EAB やAPM 等で質量を決定した単分散粒子を気体中に既知濃
度で発生し、これを TEOM の測定試料とすることで TEOM の信頼
性の検証が可能かも知れません。ただし、私たちは TEOM につい
て専門的知識を有しておらず、実際にこのような方法が実現可能かど
うかは不明です。現時点で TEOM の信頼性がどのように確保されて
いるかの詳細について、残念ながら私たちの調査の範囲で確認する
ことはできませんでした。

議論4　製品化に向けた研究における知的財産の考え方
質問・コメント1（一村 信吾）

新しい計測装置の原理考案から製品化を目指す場合、一般的に
は、関連する知的財産（特許等）の創出・獲得が一つの大きなターゲッ
トになるはずです。しかしこの論文では、その観点での記述があり
ません。

本研究の推進に際して、知的財産をどのように位置づけて展開して
きたか（仮に知的財産の獲得をあえて目指さなかった場合はそれに対
する考え方）を加えて頂くと、読者の思考を深めるものと思います。
ご検討をお願いします。

回答1（榎原 研正）
知的財産については確かに記述していませんでしたので、5.1 節に

特許取得に関する記述を付け加えました。

質問・コメント2（一村信吾）
コメント1 に対する回答を拝見しました。ご指摘のように、構想段

階での知的財産の創出について追記（日米での基本的な特許出願に
関して記載）頂いたことを確認しました。但し、本コメントの主眼は、
企業との共同研究を進めて装置の改良を重ね、最終的な実用化（製
品化）展開を進める上で、公的研究機関の立場としてどのような考え
方を持っていたかを明らかにして頂くことにあります。例えば、改訂
原稿の記述の中でも、

① 11 ページ
「1995 年に APM の最初の試作機（以下ではプロトタイプ装置と呼
ぶ）が完成」
② 12 ページ

「正負電極の絶縁方法を工夫して問題の現象が生じないようにした
第３世代装置を 2003 年に試作」
③ 14 ページ

「電極電圧を時間の関数として階段状でなく連続的に変化させる走
査モード運転」
④ 14 ページ

「粒子質量に応じた最適な運転条件を選択するツール“APM 
operation diagram”を提案」
など、製品化展開に向けての知的財産創出の可能性を示唆する多

くの記述を見いだせます。
このような場合に、製品化に向けた知的財産の獲得（場合によって

はノウハウとしての秘匿）に関してどのように考えて共同研究を展開し
たかについて更に記述頂くことは、本格研究を目指す読者にとっても
有益だと思います。ご検討をお願いします。
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回答2（榎原 研正）
知的財産の扱いは、「構成学」の中で確かに重要なテーマであり、

適切な戦略をもって臨むべき課題と考えます。しかし、知的財産につ
いて十分な見識と戦略をもって研究を展開してきたとは言えず、残念
ながら論文中に記載できるような内容が思い当たりません。

公的機関が得た知的財産は社会で広く活用されるよう、その特許
申請は原理特許にとどめるなど抑制的に行うことが適当と思います。
APM についての特許は結果的にそのような状況になりました。一方
DMA（3.2 節参照）は、1950 年代に現在の設計に近いものが開発さ
れましたが、特許権が設定されなかったことで様々な研究者が研究
対象として心理的に取り上げやすくなり、その結果、装置の改善や高
度化についての研究や普及が進んだという側面があったと思われま
す。これを見習って APM についても特許申請をしない選択肢はあっ
たかもしれません。ただしこの場合、複数の企業が市販化を検討す
る可能性があるため、逆に市販化に踏み出しにくい可能性もありま
す。知的財産の扱いは、市場規模や様々なリスクを考慮した上で検
討する必要があると思われ、今から振り返って分析しても、何が正し
い選択肢だったか判然としません。公的機関による知的財産の扱い
について、もし何らかの御提言がありましたらお聞かせ頂ければ、今
後の参考にさせていただけると思います。

追加質問・コメント（一村信吾）
質問に対する回答を拝見しました。私としてはそれを本文中に記載

頂くことで、構成学的な検討の加わった論文になると考えます。例え
ば「5.5 節　研究開発における知的財産の考え方」という形で記入頂
くのも一案と考えますが、論文の体裁に係わりますので、最終判断は
著者にお任せします。

回答（榎原研正）
本文中に節を追加する形はとらず、査読者とのコメントの形で経緯

を記載する形にさせて頂きます。

議論5　将来への発展性について
コメント1（藤井 賢一）

2019 年 5 月 20 日にキログラムの定義がプランク定数に移行しま
した。質量計測のトレーサビリティは物体の質量 m をプランク定
数 h に関係づけることによって実現できるので、国際度量衡委員会
（CIPM）の質量関連量諮問委員会（CCM）がまとめた「キログラ
ムの新しい定義の実現方法（mise en pratique）」では、そのための
代表的な測定方法として、ワット（キッブル）バランス法と X 線結晶
密度法が紹介されています。原理的には比 h/m をトレーサブルに測
る方法であれば、どのような方法を用いてもよいことがこの mise en 
pratique には記載されています。APM の場合、どのようなルートを
たどって h に繋げることができるのでしょうか。概念的な説明でも結
構です。何と何をトレーサブルにする必要があるのでしょうか。

また、SI として新たに定義された電気素量 e やボルツマン定数 k
などを活用しても微小質量を測ることができる可能性もあるかと思い
ます。エアロゾル粒子の場合で結構ですので、測定原理の開発にお
ける将来的な方向性や将来有望になると思われる要素技術などがあ
れば紹介して下さい。

回答1（榎原 研正）

APMより原理が単純なEAB（議論 2の質問 2に対する回答参照）
のトレーサビリティについてまず説明します。簡単のため、対象粒子
がすべて同一の質量 m を有する１価帯電粒子であるとの理想的な状
況を想定します。EAB は、粒子に働く静電気力 eV/H（e: 電気素量、
V: 印加電圧、H: 電極間距離）と重力 mg（g は重力加速度）が平衡
するときの電圧 V を測定していると考えることができます。2 つの力
の平衡の式から質量 m は

m＝ eVgH （A）

と求まります（現実の粒子は PSL 粒子であっても有限の質量分布
幅を有するため、実際の EAB 測定でこの式を使うわけではありませ
んが、トレーサビリティの考え方は同じです）。改定後の SI では、e
は定義値、V はジョセフソン電圧標準を経由して e、h、およびΔνCs（セ
シウム原子基底状態の遷移周波数）に、また H と g はいずれも c（光
速）とΔνCs に繋がります。これらから、粒子質量 m は究極的には、
e、h、c、ΔνCs の 4 定数にトレーサブルにすることが可能となります。

APM では、式（A）の重力加速度にかえて電極回転に伴う遠心加
速度が入り、また電場強度 V/H が動径座標依存性のある表式にか
わりますが、トレーサビリティの遡及先については同じです。

今回の SI 改定が将来的に微小質量測定技術の発展に繋がるか
もしれないと安易に予想することはできないと考えています。その理
由の一つは旧キログラム原器へのトレーサビリティのありかたです。
APM や EAB による粒子質量測定のトレーサビリティは、すでに旧
SI においても、キログラム原器に直接繋がっていたわけではなく、式
（A）で説明したように電圧標準の現示等を通してプランク定数 h や
電気素量 e に繋がっていました。SI 改定でこれらの定数の不確かさ
がゼロになったことは、粒子質量測定の不確かさ低減に原理的には
寄与するものの、これら由来の不確かさ成分はもともと無視し得る大
きさでしかありません。言い換えると、粒子質量測定において、質量
単位が巨視的人工物に依存していることが本質的障碍になっていたと
いう状況は SI 改定以前からすでになかったということになります。

今回の SI 改定は、素粒子等に関わる微視的世界での測定にはす
でに大きな恩恵を与えていますが、それは不確かさが小さくなるとい
う点での恩恵であって、これまで測れなかった大きさの質量が測れる
ようになるわけではありません。将来的に新しい微小質量測定技術
が開発され、それが今回の SI 改定に本質的に依存しているというこ
とはあり得ると思いますが、それが生じるのはまだだいぶ先のことの
ように思います。

コメント2（藤井 賢一）
EAB と APM による粒子質量測定におけるトレーサビリティの考え

方を示して頂き有難うございました。キログラムをはじめとする今回
の SI 定義改定では、プランク定数 h の不確かさがゼロになったので、
原子干渉の原理を応用することで原子や素粒子の質量の他に微細構
造定数の不確かさが確かに低減しました。SI の定義改定では、現在
の不確かさを低減させるだけではなく、将来の技術革新にも通用す
るような定義にしておくことが重要だと考えられています。長さが光速
度によって定義された結果、その後、光周波数測定の分野において
幾つかの技術革新が誕生しました。粒子やエアロゾルの分野でも、
今回のAPM の開発が引き金となり、更なる技術革新に繋がることを
願っています。
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編集方針
シンセシオロジー編集委員会

本ジャーナルの目的
本ジャーナルは、個別要素的な技術や科学的知見をいか
に統合して、研究開発の成果を社会で使われる形にしてい
くか、という科学的知の統合に関する論文を掲載すること
を目的とする。この論文の執筆者としては、科学技術系の
研究者や技術者を想定しており、研究成果の社会導入を目
指した研究プロセスと成果を、科学技術の言葉で記述した
ものを論文とする。従来の学術ジャーナルにおいては、科
学的な知見や技術的な成果を事実（すなわち事実的知識）
として記載したものが学術論文であったが、このジャーナ
ルにおいては研究開発の成果を社会に活かすために何を行
なえば良いかについての知見（すなわち当為的知識）を記
載したものを論文とする。これをジャーナルの上で蓄積する
ことによって、研究開発を社会に活かすための方法論を確
立し、そしてその一般原理を明らかにすることを目指す。さ
らに、このジャーナルの読者が自分たちの研究開発を社会
に活かすための方法や指針を獲得することを期待する。

研究論文の記載内容について
研究論文の内容としては、社会に活かすことを目的として
進めて来た研究開発の成果とプロセスを記載するものとす
る。研究開発の目標が何であるか、そしてその目標が社会
的にどのような価値があるかを記述する（次ページに記載
した執筆要件の項目1および 2）。そして、目標を達成する
ために必要となる要素技術をどのように選定し、統合しよ
うと考えたか、またある社会問題を解決するためには、ど
のような新しい要素技術が必要であり、それをどのように
選定・統合しようとしたか、そのプロセス（これをシナリオ
と呼ぶ）を詳述する（項目3）。このとき、実際の研究に携
わったものでなければ分からない内容であることを期待す
る。すなわち、結果としての要素技術の組合せの記載をす
るのではなく、どのような理由によって要素技術を選定した
のか、どのような理由で新しい方法を導入したのか、につ
いて論理的に記述されているものとする（項目4）。例えば、
社会導入のためには実験室的製造方法では対応できない
ため、社会の要請は精度向上よりも適用範囲の広さにある
ため、また現状の社会制度上の制約があるため、などの
理由を記載する。この時、個別の要素技術の内容の学術
的詳細は既に発表済みの論文を引用する形として、重要な
ポイントを記載するだけで良いものとする。そして、これら
の要素技術は互いにどのような関係にあり、それらを統合

するプロセスにおいて解決すべき問題は何であったか、そ
してどのようにそれを解決していったか、などを記載する（項
目5）。さらに、これらの研究開発の結果として得られた成
果により目標にどれだけ近づけたか、またやり残したこと
は何であるかを記載するものとする（項目6）。

対象とする研究開発について
本ジャーナルでは研究開発の成果を社会に活かすための
方法論の獲得を目指すことから、特定の分野の研究開発
に限定することはしない。むしろ幅広い分野の科学技術の
論文の集積をすることによって、分野に関わらない一般原
理を導き出すことを狙いとしている。したがって、専門外の
研究者にも内容が理解できるように記述することが必要で
あるとともに、その専門分野の研究者に対しても学術論文
としての価値を示す内容でなければならない。
論文となる研究開発としては、その成果が既に社会に導
入されたものに限定することなく、社会に活かすことを念頭
において実施している研究開発も対象とする。また、既に
社会に導入されているものの場合、ビジネス的に成功して
いるものである必要はないが、単に製品化した過程を記述
するのではなく、社会への導入を考慮してどのように技術を
統合していったのか、その研究プロセスを記載するものと
する。

査読について
本ジャーナルにおいても、これまでの学術ジャーナルと
同様に査読プロセスを設ける。しかし、本ジャーナルの査
読はこれまでの学術雑誌の査読方法とは異なる。これまで
の学術ジャーナルでは事実の正しさや結果の再現性など記
載内容の事実性についての観点が重要視されているのに対
して、本ジャーナルでは要素技術の組合せの論理性や、要
素技術の選択における基準の明確さ、またその有効性や
妥当性を重要視する（次ページに査読基準を記載）。
一般に学術ジャーナルに掲載されている論文の質は査読
の項目や採録基準によって決まる。本ジャーナルの査読に
おいては、研究開発の成果を社会に活かすために必要な
プロセスや考え方が過不足なく書かれているかを評価する。
換言すれば、研究開発の成果を社会に活かすためのプロ
セスを知るために必要なことが書かれているかを見るのが
査読者の役割であり、論文の読者の代弁者として読者の知
りたいことの記載の有無を判定するものとする。
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通常の学術ジャーナルでは、公平性を保証するという理
由により、査読者は匿名であり、また査読プロセスは秘匿
される。確立された学術ジャーナルにおいては、その質を
維持するために公平性は重要であると考えられているから
である。しかし、科学者集団によって確立されてきた事実
的知識を記載する論文形式に対して、なすべきことは何で
あるかという当為的知識を記載する論文のあり方について
は、論文に記載すべき内容、書き方、またその基準などを
模索していかなければならない。そのためには査読プロセ
スを秘匿するのではなく、公開していく方法をとる。すなわ
ち、査読者とのやり取り中で、論文の内容に関して重要な
議論については、そのやり取りを掲載することにする。さ
らには、論文の本文には記載できなかった著者の考えなど
も、査読者とのやり取りを通して公開する。このように査読
プロセスに透明性を持たせ、どのような査読プロセスを経
て掲載に至ったかを開示することで、ジャーナルの質を担
保する。また同時に、査読プロセスを開示することによって、
投稿者がこのジャーナルの論文を執筆するときの注意点を
理解する助けとする。なお、本ジャーナルのように新しい
論文形式を確立するためには、著者と査読者との共同作業
によって論文を完成さていく必要があり、掲載された論文
は著者と査読者の共同作業の結果ともいえることから、査
読者氏名も公表する。

参考文献について

前述したように、本ジャーナルの論文においては、個別
の要素技術については他の学術ジャーナルで公表済みの論
文を引用するものとする。また、統合的な組合せを行う要
素技術について、それぞれの要素技術の利点欠点につい
て記載されている論文なども参考文献となる。さらに、本
ジャーナルの発行が蓄積されてきたのちには、本ジャーナ
ルの掲載論文の中から、要素技術の選択の考え方や問題
点の捉え方が類似していると思われる論文を引用すること
を推奨する。これによって、方法論の一般原理の構築に寄
与することになる。

掲載記事の種類について
巻頭言などの総論、研究論文、そして論説などから本
ジャーナルは構成される。巻頭言などの総論については原
則的には編集委員会からの依頼とする。研究論文は、研
究実施者自身が行った社会に活かすための研究開発の内
容とプロセスを記載したもので、上記の査読プロセスを経
て掲載とする。論説は、科学技術の研究開発のなかで社
会に活かすことを目指したものを概説するなど、内容を限
定することなく研究開発の成果を社会に活かすために有益
な知識となる内容であれば良い。総論や論説は編集委員
会が、内容が本ジャーナルに適しているか確認した上で掲
載の可否を判断し、査読は行わない。研究論文および論
説は、国内外からの投稿を受け付ける。なお、原稿につい
ては日本語、英語いずれも可とする。

執筆要件と査読基準

1

6

5

4

3

2

研究目標
研究目標（「製品」、あるいは研究者の夢）を設定し、記述
する。

研究目標が明確に記述されていること。

研究目標と社会との
つながり

研究目標と社会との関係、すなわち社会的価値を記述する。
研究目標と社会との関係が合理的に記述さ
れていること。

要素の選択

研究目標を実現するために選択した要素技術（群）を記述
する。
また、それらの要素技術（群）を選択した理由を記述する。

道筋（シナリオ・仮説）が合理的に記述さ
れていること。シナリオ

研究目標を実現するための道筋（シナリオ・仮説）を科学
技術の言葉で記述する。

要素技術（群）が明確に記述されていること。
要素技術（群）の選択の理由が合理的に記
述されていること。

結果の評価と将来の
展開

研究目標の達成の度合いを自己評価する。
本研究をベースとして将来の研究展開を示唆する。

研究目標の達成の度合いと将来の研究展開
が客観的、合理的に記述されていること。

要素間の関係と統合
選択した要素が相互にどう関係しているか、またそれらの
要素をどのように構成・統合して研究目標を実現していっ
たかを科学技術の言葉で記述する。

要素間の関係と統合が科学技術の言葉で合
理的に記述されていること。

7 オリジナリティ 既刊の他研究論文と同じ内容の記述をしない。
既刊の他研究論文と同じ内容の記述がない
こと。

執筆要件 査読基準項目
（2008.01）
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1　掲載記事の種類と概要
シンセシオロジーの記事には下記の種類がある。
・研究論文、報告、論説、座談会記事、読者フォーラム

このうち、研究論文、報告、論説は、原則として、投稿
された原稿から査読を経て掲載する。座談会記事は編集
委員会の企画で記事を作成して掲載する。読者フォーラム
は読者により寄稿されたものを編集委員会で内容を検討の
上で掲載を決定する。いずれの記事も、多様な研究分野・
技術分野にまたがる読者が理解できるように書かれたもの
とする。記事の概要は下記の通り。
①研究論文

成果を社会に活かすことを目的とした研究開発の進め方
とその基となる考え方（これをシナリオと呼ぶ）、その結果
としての研究成果を、実際に遂行された研究開発に関する
自らの経験や分析に基づき、論理立てて記述した論文。
シナリオやその要素構成（選択・統合）についての著者の
独自性を論文としての要件とするが、研究成果が既に社会
に活かされていることは要件とはしない。投稿された原稿
は複数名の査読者による査読を行い、査読者との議論を
基に著者が最終原稿を作成する。なお、編集委員会の判
断により査読者と著者とで直接面談（電話・メール等を含
む）で意見交換を行う場合がある。
②報告

イノベーションに繋がるような実用的価値のある技術の
開発事例および新しい技術の実用化事例を記述した報
告。記述の内容は、1）目的、2）開発の経緯（目的への道
筋）、3）成果、から成る。投稿された原稿は編集委員によ
る内容の確認を行い、必要な修正点等があればそれを著
者に伝え、著者はそれに基づいて最終原稿を作成する。
③論説

研究開発の成果を社会に活かすあるいは社会に広めるた
めの、考えや主張あるいは動向・分析などを記述した記事。
主張の独自性は要件としないが、既公表の記事と同一ある
いは類似のものではないものとする。投稿された原稿は編
集委員による内容の確認を行い、必要な修正点等があれ
ばそれを著者に伝え、著者はそれに基づいて最終原稿を作
成する。
④座談会記事

編集委員会が企画した座談会あるいは対談等を記事に
したもの。座談会参加者の発言や討論を基に原稿を書き
起したもので、必要に応じて、座談会後に発言を補足する
ための追記等を行うことがある。
⑤読者フォーラム

シンセシオロジーに掲載された記事に対する意見や感想
また本誌の主旨に合致した読者への有益な情報提供など
を掲載した記事とする。1,200 文字以内で自由書式とする。

編集委員会で内容を検討の上で掲載を決定する。
2　投稿資格

投稿原稿の著者は、本ジャーナルの編集方針にかなう内
容が記載されていれば、所属機関による制限並びに科学
技術の特定分野による制限も行わない。ただし、オーサー
シップについて記載があること（著者全員が、本論文につ
いてそれぞれ本質的な寄与をしていることを明記しているこ
と）。
3　原稿の書き方
3.1　一般事項
3.1.1 投稿原稿は日本語あるいは英語で受け付ける。査
読により掲載可となった論文または記事はSynthesiology
（ISSN1882-6229）に掲載されるとともに、このオリジナル
版の約4ヶ月後に発行される予定の英語版のSynthesiology 
- English edition（ISSN1883-0978）にも掲載される。この
とき、原稿が英語の場合にはオリジナル版と同一のものを
英語版に掲載するが、日本語で書かれている場合には、著
者はオリジナル版の発行後2ヶ月以内に英語翻訳原稿を提
出すること。
3.1.2 研究論文については、下記の研究論文の構成および
書式にしたがうものとし、報告・論説については、構成・書
式は研究論文に準拠するものとするが、サブタイトルおよび
要約はなくても良い。
3.1.3 研究論文は、原著（新たな著作）に限る。
3.1.4 研究倫理に関わる各種ガイドラインを遵守すること。
3.2　原稿の構成
3.2.1 タイトル（含サブタイトル）、要旨、著者名、所属・連絡
先、本文、キーワード（5つ程度）とする。
3.2.2 タイトル、要旨、著者名、キーワード、所属・連絡先に
ついては日本語および英語で記載する。
3.2.3 原稿等はワープロ等を用いて作成し、A4判縦長の用
紙に印字する。図・表・写真を含め、原則として刷り上り6頁
程度とする。
3.2.4 研究論文・報告・論説の場合には表紙を付け、表紙に
は記事の種類（研究論文・報告・論説）を明記する。
3.2.5 タイトルは和文で10～20文字（英文では5～10ワー
ド）前後とし、広い読者層に理解可能なものとする。研究
論文には和文で15～25文字（英文では7～15ワード）前後
のサブタイトルを付け、専門家の理解を助けるものとする。
3.2.6 要約には、社会への導入のためのシナリオ、構成した
技術要素とそれを選択した理由などの構成方法の考え方も
記載する。
3.2.7 和文要約は300文字以内とし、英文要約（125ワード
程度）は和文要約の内容とする。英語論文の場合には、和
文要約は省略することができる。
3.2.8 本文は、和文の場合は9,000文字程度とし、英文の場

投稿規定
シンセシオロジー編集委員会

制定　2007 年 12 月 26 日
改正　2017 年  4 月  1 日
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合は刷上りで同程度（3,400ワード程度）とする。
3.2.9 掲載記事には著者全員の執筆者履歴（各自200文字
程度。英文の場合は75ワード程度。）及びその後に、本質的
な寄与が何であったかを記載する。なお、その際本質的な
寄与をした他の人が抜けていないかも確認のこと。
3.2.10 研究論文における査読者との議論は査読者名を公開
して行い、査読プロセスで行われた主な論点について3,000
文字程度（2ページ以内）で編集委員会が編集して掲載す
る。報告または論説における編集委員との議論は、編集委
員が必要と認める場合に編集委員名を公開して行い、主な
論点について800文字程度（半ページ以内）で編集委員会
が編集して掲載する。
3.2.11 原稿中に他から転載している図表等や、他の論文等
からの引用がある場合には、執筆者が予め使用許可をとっ
たうえで転載許可等の明示や、参考文献リスト中へ引用元
の記載等、適切な措置を行う。なお、使用許可書のコピーを
1部事務局まで提出すること。また、直接的な引用の場合に
は引用部分を本文中に記載する。
3.3　書式
3.3.1 見出しは、大見出しである「章」が1、2、3、･･･、中見出し
である「節」が1.1、1.2、1.3･･･、小見出しである「項」が1.1.1、
1.1.2、1.1.3･･･、「目」が1.1.1.1、1.1.1.2、1.1.1.3･･･とする。
3.3.2 和文原稿の場合には以下のようにする。本文は「で
ある調」で記述し、章の表題に通し番号をつける。段落の
書き出しは1字あけ、句読点は「。」および「、」を使う。アル
ファベット・数字・記号は半角とする。また年号は西暦で表
記する。
3.3.3 図・表・写真についてはそれぞれ通し番号をつけ、適
切な表題・説明文（20～40文字程度。英文の場合は10～20
ワード程度。）を記載のうえ、本文中における挿入位置を記
入する。
3.3.4 図については画像ファイル（掲載サイズで350 dpi以

上）を提出する。原則は白黒印刷とする。
3.3.5 写真については画像ファイル（掲載サイズで350 dpi以
上）で提出する。原則は白黒印刷とする。
3.3.6 参考文献リストは論文中の参照順に記載する。
雑誌：［番号］著者名：表題, 雑誌名（イタリック）, 巻（号）, 
開始ページ−終了ページ（発行年）.
書籍（単著または共著）：［番号］著者名：書名（イタリッ
ク）, 開始ページ−終了ページ, 発行所, 出版地（発行年）.
ウェブサイト：［番号］著者名（更新年）: ウェブページの題
名, ウェブサイトの名称（著者と同じ場合は省略可）, URL, 
閲覧日.
4　原稿の提出

原稿の提出は紙媒体で 1 部および原稿提出チェックシー
ト（Word ファイル）も含め電子媒体も下記宛に提出する。
〒305-8560
茨城県つくば市梅園1-1-1　つくば中央第1
産業技術総合研究所　企画本部広報サービス室内
　シンセシオロジー編集委員会事務局
なお、投稿原稿は原則として返却しない。
5　著者校正

著者校正は 1 回行うこととする。この際、印刷上の誤り
以外の修正・訂正は原則として認められない。
6　内容の責任

掲載記事の内容の責任は著者にあるものとする。
7　著作権

本ジャーナルに掲載された全ての記事の著作権は産業
技術総合研究所に帰属する。
問い合わせ先：
産業技術総合研究所　企画本部広報サービス室内

シンセシオロジー編集委員会事務局
電話：029-862-6217、ファックス：029-862-6212
E-mail：
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Editorial Policy

Synthesiology Editorial Board 

Objective of the journal

The objective of Synthesiology is to publish papers that 
address the integration of scientific knowledge or how to 
combine individual elemental technologies and scientific 
findings to enable the utilization in society of research 
and development efforts. The authors of the papers are 
researchers and engineers, and the papers are documents 
that describe, using “scientific words,” the process and the 
product of research which tries to introduce the results of 
research to society. In conventional academic journals, 
papers describe scientific findings and technological results 
as facts (i.e. factual knowledge), but in Synthesiology, papers 
are the description of “the knowledge of what ought to be 
done” to make use of the findings and results for society. 
Our aim is to establish methodology for utilizing scientific 
research result and to seek general principles for this activity 
by accumulating this knowledge in a journal form. Also, we 
hope that the readers of Synthesiology will obtain ways and 
directions to transfer their research results to society.

Content of paper

The content of the research paper should be the description of 
the result and the process of research and development aimed 
to be delivered to society. The paper should state the goal 
of research, and what values the goal will create for society 
(Items 1 and 2, described in the Table). Then, the process 
(the scenario) of how to select the elemental technologies, 
necessary to achieve the goal, how to integrate them, should 
be described. There should also be a description of what 
new elemental technologies are required to solve a certain 
social issue, and how these technologies are selected and 
integrated (Item 3). We expect that the contents will reveal 
specific knowledge only available to researchers actually 
involved in the research. That is, rather than describing the 
combination of elemental technologies as consequences, the 
description should include the reasons why the elemental 
technologies are selected, and the reasons why new methods 
are introduced (Item 4). For example, the reasons may be: 
because the manufacturing method in the laboratory was 
insufficient for industrial application; applicability was not 
broad enough to stimulate sufficient user demand rather than 
improved accuracy; or because there are limits due to current 
regulations. The academic details of the individual elemental 
technology should be provided by citing published papers, 
and only the important points can be described. There 
should be description of how these elemental technologies 

are related to each other, what are the problems that must 
be resolved in the integration process, and how they are 
solved (Item 5). Finally, there should be descriptions of how 
closely the goals are achieved by the products and the results 
obtained in research and development, and what subjects are 
left to be accomplished in the future (Item 6).

Subject of research and development

Since the journal aims to seek methodology for utilizing 
the products of research and development, there are no 
limitations on the field of research and development. Rather, 
the aim is to discover general principles regardless of field, 
by gathering papers on wide-ranging fields of science and 
technology. Therefore, it is necessary for authors to offer 
description that can be understood by researchers who are 
not specialists, but the content should be of sufficient quality 
that is acceptable to fellow researchers.

Research and development are not limited to those areas for 
which the products have already been introduced into society, 
but research and development conducted for the purpose of 
future delivery to society should also be included. 

For innovations that have been introduced to society, 
commercial success is not a requirement. Notwithstanding 
there should be descriptions of the process of how the 
technologies are integrated taking into account the 
introduction to society, rather than describing merely the 
practical realization process.

Peer review

There shall be a peer review process for Synthesiology, as in 
other conventional academic journals. However, peer review 
process of Synthesiology is different from other journals. 
While conventional academic journals emphasize evidential 
matters such as correctness of proof or the reproducibility of 
results, this journal emphasizes the rationality of integration 
of elemental technologies, the clarity of criteria for selecting 
elemental technologies, and overall efficacy and adequacy 
(peer review criteria is described in the Table).

In general, the quality of papers published in academic 
journals is determined by a peer review process. The peer 
review of this journal evaluates whether the process and 
rationale necessary for introducing the product of research 
and development to society are described sufficiently well. 
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Required items and peer review criteria (January 2008)

Item Requirement Peer Review Criteria

Research goal Describe research goal (“product” or researcher's vision). Research goal is described clearly.

Relationship of research 
goal and the society

Describe relationship of research goal and the society, or its value 
for the society.

Relationship of research goal and the society 
is rationally described.

Selection of elemental 
technology(ies)

Describe the elemental technology(ies) selected to achieve the 
research goal. Also describe why the particular elemental 
technology(ies) was/were selected.

Scenario or hypothesis is rationally described.Scenario Describe the scenario or hypothesis to achieve research goal with 
“scientific words” .

Elemental technology(ies) is/are clearly 
described. Reason for selecting the elemental 
technology(ies) is rationally described.

Evaluation of result and 
future development

Provide self-evaluation on the degree of achievement of research 
goal. Indicate future research development based on the presented 
research.

Degree of achievement of research goal and 
future research direction are objectively and 
rationally described.

Relationship and 
integration of elemental 
technologies

Describe how the selected elemental technologies are related to 
each other, and how the research goal was achieved by composing 
and integrating the elements, with “scientific words” .

Mutual relationship and integration of 
elemental technologies are rationally 
described with “scientific words” .

Originality Do not describe the same content published previously in other 
research papers.

There is no description of the same content 
published in other research papers.7

1

2

3

4

5

6

In other words, the role of the peer reviewers is to see whether 
the facts necessary to be known to understand the process of 
introducing the research finding to society are written out; 
peer reviewers will judge the adequacy of the description of 
what readers want to know as reader representatives.

In ordinary academic journals, peer reviewers are anonymous 
for reasons of fairness and the process is kept secret. That 
is because fairness is considered important in maintaining 
the quality in established academic journals that describe 
factual  knowledge. On the other hand, the format, content, 
manner of text, and criteria have not been established for 
papers that describe the knowledge of “what ought to be 
done.” Therefore, the peer review process for this journal will 
not be kept secret but will be open. Important discussions 
pertaining to the content of a paper, may arise in the process 
of exchanges with the peer reviewers and they will also be 
published. Moreover, the vision or desires of the author that 
cannot be included in the main text will be presented in the 
exchanges. The quality of the journal will be guaranteed by 
making the peer review process transparent and by disclosing 
the review process that leads to publication. 

Disclosure of the peer review process is expected to indicate 
what points authors should focus upon when they contribute 
to this journal. The names of peer reviewers will be 
published since the papers are completed by the joint effort 
of the authors and reviewers in the establishment of the new 
paper format for Synthesiology.

References

As mentioned before, the description of individual elemental 
technology should be presented as citation of papers 
published in other academic journals. Also, for elemental 
technologies that are comprehensively combined, papers that 
describe advantages and disadvantages of each elemental 
technology can be used as references. After many papers are 
accumulated through this journal, authors are recommended 
to cite papers published in this journal that present similar 
procedure about the selection of elemental technologies 
and the introduction to society. This will contribute in 
establishing a general principle of methodology.

Types of articles published

Synthesiology should be composed of general overviews such 
as opening statements, research papers, and editorials. The 
Editorial Board, in principle, should commission overviews. 
Research papers are description of content and the process 
of research and development conducted by the researchers 
themselves, and will be published after the peer review 
process is complete. Editorials are expository articles for 
science and technology that aim to increase utilization by 
society, and can be any content that will be useful to readers 
of Synthesiology. Overviews and editorials will be examined 
by the Editorial Board as to whether their content is suitable 
for the journal. Entries of research papers and editorials 
are accepted from Japan and overseas. Manuscripts may be 
written in Japanese or English.
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Instructions for Authors

“Synthesiology” Editorial Board
Established December 26, 2007

Revised April 1, 2017

1 Types of articles submitted and their explanations
The articles of Synthesiology include the following types:
・Research papers, reports, commentaries, roundtable talks, 
and readers’ forums
Of these, the submitted manuscripts of research papers, 
reports, and commentaries undergo review processes before 
publication. The roundtable talks are organized, prepared, 
and published by the Editorial Board. The readers’ forums 
carry writings submitted by the readers, and the articles are 
published after the Editorial Board reviews and approves. All 
articles must be written so they can be readily understood by 
the readers from diverse research fields and technological 
backgrounds. The explanations of the article types are as 
follows.

① Research papers
A research paper rationally describes the concept and the 
design of R&D (this is called the scenario), whose objective 
is to utilize the research results in society, as well as the 
processes and the research results, based on the author’s 
experiences and analyses of the R&D that was actually 
conducted. Although the paper requires the author’s 
originality for its scenario and the selection and integration 
of elemental technologies, whether the research result has 
been (or is being) already implemented in society at that 
time is not a requirement for the submission. The submitted 
manuscript is reviewed by several reviewers, and the 
reviewers will recommend whether the manuscript should 
be accepted, revised, or declined. The author completes 
the final draft based on the discussions with the reviewers. 
Views may be exchanged between the reviewers and authors 
through direct contact (including telephone conversations, 
e-mails, and others), if the Editorial Board considers such 
exchange necessary.

② Reports
A report describes a development example of technology 
which has practical value as well as an example of new 
technology which has been put to practical use. It contains 
1) the aim, 2) the process of development (the course to 
the goal), and 3) the outcomes. The submitted manuscript 
is checked by the Editorial Board. The authors will be 
contacted if corrections or revisions are necessary, and 
the authors complete the final draft based on the Board 
members’ comments.

③ Commentaries
Commentaries describe the thoughts, statements, or trends 
and analyses on how to utilize or spread the results of R&D 
to society. Although the originality of the statements is 
not required, the commentaries should not be the same or 
similar to any articles published in the past. The submitted 

manuscripts will be checked by the Editorial Board. The 
authors will be contacted if corrections or revisions are 
necessary, and the authors complete the final draft based on 
the Board members’ comments.

④ Roundtable talks
Roundtable talks are articles of the discussions or interviews 
that are organized by the Editorial Board. The manuscripts 
are written from the transcripts of statements and discussions 
of the roundtable participants. Supplementary comments 
may be added after the roundtable talks, if necessary.

⑤ Readers’ forums
The readers’ forums include the readers’ comments or 
thoughts on the articles published in Synthesiology, or 
articles containing information useful to the readers in line 
with the intent of the journal. The forum articles may be 
in free format, with 1,200 Japanese characters or less. The 
Editorial Board will decide whether the articles will be 
published.

2 Qualification of contributors
There are no limitations regarding author affiliation or 
discipline as long as the content of the submitted article 
meets the editorial policy of Synthesiology, except authorship 
should be clearly stated. (It should be clearly stated that all 
authors have made essential contributions to the paper.)

3 Manuscripts
3.1 General
3.1.1 Articles may be submitted in Japanese or English.
Accepted articles will be published in Synthesiology (ISSN 
1882-6229) in the language they were submitted. All articles 
will also be published in Synthesiology - English edition 
(ISSN 1883-0978). The English edition will be distributed 
throughout the world approximately four months after the 
original Synthesiology issue is published. Articles written 
in English will be published in English in both the original 
Synthesiology as well as the English edition. Authors who 
write articles for Synthesiology in Japanese will be asked to 
provide English translations for the English edition of the 
journal within 2 months after the original edition is published.
3.1.2 Research papers should comply with the structure and 
format stated below, and reports and commentaries should 
also comply with the same structure and format except 
subtitles and abstracts are unnecessary. 
3.1.3 Research papers should only be original papers (new 
literary work).
3.1.4 Research papers should comply with various guidelines 
of research ethics.
3.2 Structure
3.2.1 The manuscript should include a title (including 
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3.3.3 Figures, tables, and photographs should be enumerated. 
They should each have a title and an explanation (about 20-
40 Japanese characters or 10-20 English words), and their 
positions in the text should be clearly indicated.
3.3.4 For figures, image files (resolution 350 dpi or higher) 
should be submitted. In principle, the final print will be in 
black and white.
3.3.5 For photographs, image files (resolution 350 dpi or 
higher) should be submitted. In principle, the final print will 
be in black and white.
3.3.6 References should be listed in order of citation in the 
main text.

Journal – [No.] Author(s): Title of article, Title of 
journal (italic), Volume(Issue), Starting page–Ending 
page (Year of publication).
Book – [No.] Author(s): Title of book (italic), Starting 
page–Ending page, Publisher, Place of Publication 
(Year of publication).
Website – [No.] Author(s) name (updating year): 
Title of web page, Name of website (may be omitted 
If the name of the website is the same as that of the 
author(s)), URL, Access date.

4 Submission
One printed copy or electronic file (Word file) of manuscript 
with a checklist attached should be submitted to the 
following address:

Synthesiology Editorial Board
c/o Public Relations Information Office, Planning 
Headquarters, National Institute of Advanced Industrial 
Science and Technology(AIST)
Tsukuba Central 1, 1-1-1 Umezono, Tsukuba 305-8560
E-mail: 

The submitted article will not be returned.

5 Proofreading
Proofreading by author(s) of articles after typesetting is 
complete will be done once. In principle, only correction of 
printing errors is allowed in the proofreading stage.

6 Responsibility
The author(s) will be solely responsible for the content of the 
contributed article.

7 Copyright
The copyright of the articles published in “Synthesiology” 
and “Synthesiology English edition” shall belong to the 
National Institute of Advanced Industrial Science and 
Technology(AIST).
 
Inquiries:

Synthesiology Editorial Board
c/o Public Relations Information Office, Planning 
Headquarters, National Institute of Advanced Industrial 
Science and Technology(AIST)
Tel: +81-29-862-6217  Fax: +81-29-862-6212
E-mail: 

subtitle), abstract, the name(s) of author(s), institution/
contact, main text, and keywords (about 5 words).
3.2.2 Title, abstract, name of author(s), keywords, and 
institution/contact shall be provided in Japanese and English.
3.2.3 The manuscript shall be prepared using word processors 
or similar devices, and printed on A4-size portrait (vertical) 
sheets of paper. The length of the manuscript shall be, about 6 
printed pages including figures, tables, and photographs.
3.2.4 Research papers, reports, and commentaries shall have 
front covers and the category of the articles (research paper, 
report, or commentary) shall be stated clearly on the cover 
sheets.
3.2.5 The title should be about 10-20 Japanese characters (5-
10 English words), and readily understandable for a diverse 
readership background. Research papers shall have subtitles 
of about 15-25 Japanese characters (7-15 English words) to 
help recognition by specialists.
3.2.6 The abstract should include the thoughts behind the 
integration of technological elements and the reason for their 
selection as well as the scenario for utilizing the research 
results in society.
3.2.7 The abstract should be 300 Japanese characters or less 
(125 English words). The Japanese abstract may be omitted 
in the English edition.
3.2.8 The main text should be about 9,000 Japanese 
characters (3,400 English words).
3.2.9 The article submitted should be accompanied by 
profiles of all authors, of about 200 Japanese characters (75 
English words) for each author. The essential contribution 
of each author to the paper should also be included. Confirm 
that all persons who have made essential contributions to the 
paper are included.
3.2.10 Discussion with reviewers regarding the research 
paper content shall be done openly, and the Editorial Board 
will edit the highlights of the review process to about 3,000 
Japanese characters (1,200 English words) or a maximum 
of 2 pages with the names of the reviewers disclosed. The 
edited discussion will be attached to the main body of the 
paper as part of the article. Regarding the reports and the 
commentaries, discussion with the Editorial Board members 
will be opened at the Board’s discretion. In this case, 
the Editorial Board will edit the discussion to about 800 
Japanese characters (less than half a page) with the names of 
the Board members disclosed.
3.2.11 If there are reprinted figures, graphs or citations 
from other papers, prior permission for citation must be 
obtained and should be clearly stated in the paper, and the 
sources should be listed in the reference list. A copy of the 
permission should be sent to the Publishing Secretariat. All 
verbatim quotations should be placed in quotation marks or 
marked clearly within the paper. 
3.3 Format
3.3.1 The headings for chapters should be 1, 2, 3…, for 
subchapters, 1.1, 1.2, 1.3…, for sections, 1.1.1, 1.1.2, 1.1.3, 
for subsections, 1.1.1.1, 1.1.1.2, 1.1.1.3.
3.3.2 The chapters, subchapters, and sections should be 
enumerated. There should be one line space before each 
paragraph.
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編集後記

本号に掲載されている4報の論文のうち2報が生命工学に
関連するものです。私もそのうちの１報である「不凍タンパ
ク質の実用化への取り組み」の査読をさせて頂きましたが、
企業からの投稿ということもあり、事業化の難しさが前面に
出た論文でもあります。実はこの論文、2008年の創刊号で西
宮氏らにより執筆された「不凍蛋白質の大量精製と新たな応
用開拓　―実用化を志向する蛋白質研究―」の続報とも言え
るものです。2008年の時点では、様々な応用分野が考えられ、
今にも実用化しそうな勢いで書かれてはいますが、実際には
越えなければならない壁が沢山あり、社会実装の難しさを思
い知らされたテーマであると言えるでしょう。最終的にはシ
ナリオを大きく変更し、製品化までたどり着きましたが、さ
らに大きなビジネスとするために再度のシナリオの変更もあ
るかもしれません。そのときには、是非、別の論文としてま
とめて頂きたいと思います。楽しみにしております。余談で
すが、執筆者の石井氏は対応が極めて早く、企業のコスト意
識の高さなのか、社会人としての常識なのか、見習わなけれ
ばならないと感じさせられました。

もう1報の生命工学関連論文である「家畜繁殖用精液の改
良技術開発」では、分析や実証試験に数多くの大学、研究所、

企業が参加しており、最初から役割分担を決め、最終型を
見越したシナリオが描かれています。社会実装のかたちを
最初から想定し、農家が受入れ易いものを目指している点
でとても優れていると感じました。折しも、世間では東京
オリンピックの話題で盛り上がり始めています。スポーツ
選手の後ろには何倍、何十倍もの裏方がいて、それぞれの
専門分野でバックアップしていると聞きます。製品が世の
中に出ることも同じで、どんなに優れていても一人の研究
者だけの力では製品に結びつかないことと似ていると言え
るのではないでしょうか。

このほかにも、環境を考慮した生分解性作動油についての
課題解決が主題となっている「生分解性作動に適合する建設
機械用油圧システム開発の新しい手法」や質量標準といった
タイムリーな話題に関連した「エアロゾル粒子の質量を測る」
の投稿を頂きました。紙面の都合で詳細は割愛させて頂きま
すが、それぞれの分野で基礎から応用まで網羅した質の高い
論文を掲載できたことを嬉しく思います。

（編集委員　後藤 雅式）
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「Synthesiology」の趣旨
― 研究成果を社会に活かす知の蓄積 ―

科学的な発見や発明が社会に役立つまでに長い時間がかかったり、忘れ去られ葬られたりしてしまう
ことを、悪夢の時代、死の谷、と呼び、研究活動とその社会寄与との間に大きなギャップがあることが
認識されている。そのため、研究者自身がこのギャップを埋める研究活動を行なうべきであると考える。
これまでも研究者によってこのような活動が行なわれてきたが、そのプロセスは系統立てて記録して論
じられることがなかった。

このジャーナル「Synthesiology − 構成学」では、研究成果を社会に活かすために行なうべきことを
知として蓄積することを目的とする。そのため本誌では、研究の目標設定と社会的価値、それに至る具
体的なシナリオや研究手順、要素技術の統合のプロセスを記述した論文を掲載する。どのようなアプロー
チをとれば社会に活きる研究が実践できるのかを読者に伝え、共に議論するためのジャーナルである。

Aim of Synthesiology
—Utilizing the fruits of research for social prosperity—

There is a wide gap between scientific achievement and its utilization by society. The history of 
modern science is replete with results that have taken life-times to reach fruition. This disparity has 
been called the valley of death, or the nightmare stage. Bridging this difference requires scientists 
and engineers who understand the potential value to society of their achievements. Despite many 
previous attempts, a systematic dissemination of the links between scientific achievement and 
social wealth has not yet been realized. 

The unique aim of the journal Synthesiology is its focus on the utilization of knowledge for the 
creation of social wealth, as distinct from the accumulated facts on which that wealth is engendered. 
Each published paper identifies and integrates component technologies that create value to society. 
The methods employed and the steps taken toward implementation are also presented.




	12巻2号表紙
	12巻2号A論文のポイント.pdf
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